
も く じ

昨
年
11
月
末
、
２
０
２
５
年
農
林
業
セ
ン
サ
ス
の

概
要
が
公
表
さ
れ
た
。
基
幹
的
農
業
従
事
者
数
が
約

１
０
２
万
人
と
、
5
年
前
の
25
％
に
当
た
る
約
34
万

人
減
少
と
な
っ
た
。
こ
の
40
年
間
で
過
去
最
大
の
減

少
率
で
あ
る
。

農
村
現
場
で
「
耕
し
き
れ
な
い
農
地
」
が
増
え
続

け
て
い
る
現
状
を
目
の
当
た
り
に
し
て
い
る
も
の

の
、
数
値
化
さ
れ
る
と
改
め
て
、
加
速
す
る
担
い
手

減
少
の
ス
ピ
ー
ド
を
噛
み
し
め
ざ
る
を
得
な
い
。

一
方
で
、
経
営
面
積
が
20‌

ha
を
超
え
る
大
規
模
な

農
業
経
営
体
が
経
営
す
る
農
地
面
積
が
初
め
て
全
体

の
5
割
を
超
え
、
既
存
の
担
い
手
の
規
模
拡
大
が
進

ん
で
い
る
こ
と
も
示
さ
れ
、メ
デ
ィ
ア
の
一
部
は「
構

造
転
換
が
進
ん
で
い
る
」
と
好
意
的
と
も
と
れ
る
形

で
報
じ
ら
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
経
営
耕
地
面
積
の
減
少
に
は
ブ
レ
ー
キ

が
か
か
っ
て
い
な
い
の
で
、
正
確
に
は
、
戦
後
自
作

農
世
代
の
離
農
が
加
速
し
、
既
存
の
担
い
手
へ
の
農

地
集
積
と
規
模
拡
大
が
進
ん
で
い
る
も
の
の
、
既
存

の
担
い
手
だ
け
で
は
農
地
を
引
き
受
け
き
れ
ず
、
否

応
な
く
「
構
造
転
換
」
と
同
時
に
生
産
基
盤
の
「
縮

小
」
が
進
ん
で
い
る
現
実
を
、
こ
の
デ
ー
タ
は
示
し

て
い
る
と
考
え
た
ほ
う
が
い
い
。

問
題
は
、
こ
の
現
状
を
踏
ま
え
て
地
域
は
ど
ん
な

ビ
ジ
ョ
ン
を
描
く
か
で
あ
る
。
昨
年
4
月
に
公
表
さ

れ
た
国
の
「
食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
計
画
」
で
は
、

２
０
３
０
年
ま
で
を
「
構
造
転
換
重
点
期
間
」
と
位

置
づ
け
、
さ
ら
な
る
担
い
手
へ
の
農
地
集
積
と
圃
場

の
大
区
画
化
、ス
マ
ー
ト
農
業
の
導
入
、“
官
民
共
創
”

と
し
て
農
村
政
策
で
の
企
業
と
の
連
携
を
推
進
す
る

方
針
が
示
さ
れ
て
い
る
。

そ
の
上
で
掲
げ
ら
れ
た
多
数
の
目
標
と
Ｋ
Ｐ
Ｉ
に

は
、
ま
る
で
ス
ロ
ー
ガ
ン
か
と
思
え
る
よ
う
な
数
字

が
並
ん
で
い
る
。「
も
う
待
っ
た
な
し
の
状
況
」
と

い
う
危
機
感
の
表
れ
か
も
し
れ
な
い
が
、「
担
い
手

の
生
産
量
を
1
・
8
倍
に
拡
大
」
と
い
う
Ｋ
Ｐ
Ｉ
な

ど
に
は
、
な
ん
だ
か
遠
い
世
界
の
話
で
は
…
と
空
を

仰
い
で
し
ま
っ
た
。
そ
れ
は
私
だ
け
で
は
な
い
よ
う

で
、
少
な
か
ら
ぬ
農
業
者
や
自
治
体
関
係
者
か
ら
同

様
の
声
を
聞
い
て
い
る
。

「
流
動
化
す
れ
ば
す
る
ほ
ど
家
が
減
る
」
―
―

１
９
８
７
年
、
過
疎
化
が
進
行
し
た
島
根
県
津
和
野

町
の
山
間
部
で
全
国
初
の
集
落
営
農
法
人
「
お
く
が

の
村
」
を
立
ち
上
げ
た
糸
賀
盛
人
氏
の
言
葉
だ
。

も
ち
ろ
ん
大
区
画
化
と
担
い
手
へ
の
農
地
集
積
が

メ
リ
ッ
ト
に
な
る
地
域
も
あ
る
だ
ろ
う
が
、
農
業
を

「
産
業
」で
は
な
く「
地
域
」と
い
う
視
点
で
考
え
れ

ば
、
担
い
手
へ
の
さ
ら
な
る
農
地
集
積
は
、
と
く
に

他
産
業
に
よ
る
雇
用
機
会
の
な
い
地
域
で
は
離
農
者

の
離
村
と
地
域
の
さ
ら
な
る
衰
退
を
招
き
か
ね
な
い
。

す
で
に
あ
る
程
度
の
規
模
拡
大
を
済
ま
せ
た
農
業

経
営
者
か
ら
も
、
利
益
率
と
経
営
ス
ト
レ
ス
を
考
え

る
と
、
こ
れ
以
上
の
規
模
拡
大
は
望
ま
な
い
と
、
経

営
上
の
視
点
か
ら
国
の
政
策
か
ら
距
離
を
置
こ
う
と

す
る
姿
勢
も
見
受
け
ら
れ
る
。

今
後
、多
く
の
自
治
体
に
と
っ
て
、「
産
業
」
と
「
地

域
」
の
バ
ラ
ン
ス
を
考
え
て
国
の
農
政
と
ど
う
向
き

合
う
か
が
ま
す
ま
す
重
要
に
な
る
の
で
は
な
い
か
。

ま
ず
は
地
域
の
実
情
を
把
握
し
、
地
域
に
適
し
た
ビ

ジ
ョ
ン
を
描
き
、
そ
の
上
で
、
農
水
省
だ
け
で
な
く

他
省
庁
の
政
策
に
も
ア
ン
テ
ナ
を
張
り
な
が
ら
、
地

域
に
メ
リ
ッ
ト
に
な
る
政
策
は
導
入
し
、
付
き
合
え

な
い
政
策
は
上
手
に
ス
ル
ー
す
る
、
そ
ん
な
主
体
性

が
必
要
で
は
な
い
か
と
思
う
。

政
策
あ
れ
ば
対
策
あ
り
。
国
の
農
政
と
地
域
農
政

は
、
一
致
し
な
い
部
分
が
あ
っ
て
当
た
り
前
。
し
な

や
か
で
し
た
た
か
な
姿
勢
で
戦
略
を
考
え
た
い
。
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白銀に佇む朱の社、太
たい

皷
こ

谷
だに

稲
い

成
なり

神社（島根県津
つ

和
わ

野
の

町
ちょう

）

写真募集

表紙に掲載する写真を募集して
います。採用者には、図書カード
（３千円）を差し上げます。
写真には撮影者の住所、氏名及
び撮影場所・日時を明記して下
さい。
なお、採否は当方に一任願います。
送り先：全国町村会・広報部

写真キャプション

島根県の最西端に位置し、赤瓦と白
壁の町並みが残る城下町・津和野。町
から城山を仰ぐと、朱塗りの鳥居が連
なる参道が目に入る。太皷谷稲成神
社は、日本五大稲荷の一つと称され、
衣食住を司る宇

う が の

迦之御
みたまの

魂神
かみ

を祀る。
江戸時代以来、商売繁昌や五穀豊穰
の神として信仰され、現在は特に願望
成就の神として広く崇敬されている。
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歳
入
は
、
税
収
が
前
年
度
比
７
・
６
％
（
５
兆
９
、

１
６
０
億
円
）
増
の
83
兆
７
、３
５
０
億
円
と
な
っ
た
。

税
目
別
で
は
、
所
得
税
が
11
・
７
％
（
２
兆
６
、
５
９

０
億
円
）
増
の
25
兆
３
、
２
５
０
億
円
、
法
人
税
が
７
・

５
％
（
１
兆
４
、
５
１
０
億
円
）
増
の
20
兆
６
、
９
６

０
億
円
、
消
費
税
が
７
・
１
％
（
１
兆
７
、
８
０
０
億

円
）
増
の
26
兆
６
、
０
８
０
億
円
、
新
規
国
債
発
行
額

は
３
・
３
％
（
９
、
３
６
９
億
円
）
増
の
２
９
兆
５
、

８
４
０
億
円
。
歳
入
を
公
債
費
で
ど
の
位
賄
っ
て
い
る

か
を
示
す
公
債
依
存
度
は
０
・
７
ポ
イ
ン
ト
減
の
24
・

２
％
と
な
っ
た
。

歳
出
は
、政
策
的
経
費
で
あ
る
一
般
歳
出
が
３
・
０
％

（
２
兆
４
８
５
億
円
）
増
の
70
兆
１
、
５
５
７
億
円
。

主
要
経
費
別
で
は
、社
会
保
障
関
係
費
が
２
・
０
％（
７
、

６
２
１
億
円
）
増
の
39
兆
５
５
９
億
円
、
防
衛
関
係
費

は
３
・
６
％
（
３
、
１
５
３
億
円
）
増
の
８
兆
９
、
８

４
３
億
円
。
ま
た
、
公
共
事
業
関
係
費
は
６
兆
１
、
０

７
８
億
円
で
、う
ち
国
土
強
靱
化
関
係
予
算
が
４
兆
１
、

１
０
６
億
円
を
占
め
る
。
文
教
・
科
学
振
興
費
は
６
兆

４
０
６
億
円
、
予
備
費
は
１
兆
円
、
地
方
交
付
税
交
付

金
は
10
・
６
％（
２
兆
50
億
円
）増
で
過
去
最
大
の
20
兆

８
、
７
７
８
億
円
を
計
上
し
た
。
国
債
の
償
還
や
利
払

い
に
充
て
る
国
債
費
も
10
・
８
％
（
３
兆
５
７
９
億
円
）

増
で
過
去
最
大
の
31
兆
２
、
７
５
８
億
円
と
な
っ
た
。

地
方
財
政
対
策
に
つ
い
て
は
、
一
般
財
源
総
額
は
交

付
団
体
ベ
ー
ス
で
５
・
９
％
（
３
兆
７
、
３
６
４
億
円
）

増
の
67
兆
５
、
０
７
８
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。
歳
入
の

う
ち
地
方
税
は
、
５
・
２
％
（
２
兆
３
、
６
９
２
億
円
）

増
の
47
兆
４
、
１
８
５
億
円
、
地
方
譲
与
税
は
７
・
７
％

（
２
、
２
７
１
億
円
）
増
の
３
兆
１
、
９
３
２
億
円
、

地
方
交
付
税
は
６
・
５
％
（
１
兆
２
、
２
７
４
億
円
）

増
の
20
兆
１
、
８
４
８
億
円
を
計
上
す
る
一
方
、
財
源

不
足
を
補
う
た
め
に
発
行
す
る
、
臨
時
財
政
対
策
債
の

発
行
額
は
昨
年
度
に
引
き
続
き
、
２
年
連
続
で
ゼ
ロ
と

な
っ
た
。

こ
ど
も
政
策
関
連
で
は
、「
こ
ど
も
未
来
戦
略
」
等

に
基
づ
き
、「
こ
ど
も
ま
ん
な
か
社
会
」
に
向
け
た
基

本
政
策
の
推
進
等
、
五
本
柱
で
７
兆
４
、
９
５
６
億
円

を
計
上
し
た
。

地
方
創
生
関
係
で
は
、
真
に
地
方
の
活
力
を
最
大
化

す
る
こ
と
に
つ
な
が
る
よ
う
な
地
方
独
自
の
取
組
を
後

押
し
す
る
た
め
の
地
域
未
来
交
付
金
を
１
、
６
０
０
億

円
計
上
し
た
が
、
新
し
い
地
方
経
済
・
生
活
環
境
創
生

交
付
金
と
し
て
２
、
０
０
０
億
円
計
上
し
た
昨
年
度
当

初
予
算
か
ら
は
20
％
（
４
０
０
億
円
）
減
と
な
っ
た
。

一
般
会
計
と
は
別
枠
の
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
会

計
に
は
、
６
、
３
３
４
億
円
を
計
上
。
避
難
指
示
が
解

除
さ
れ
た
地
域
に
お
け
る
生
活
環
境
の
整
備
や
帰
還
困

難
区
域
の
特
定
復
興
再
生
拠
点
の
整
備
等
を
実
施
す
る

た
め
の
原
子
力
災
害
か
ら
の
復
興
・
再
生
に
２
、
８
９

５
億
円
を
計
上
し
た
ほ
か
、
住
宅
再
建
・
復
興
ま
ち
づ

く
り
に
３
９
５
億
円
、
産
業
・
生
業
の
再
生
に
７
０
０

億
円
、
創
造
的
復
興
に
２
７
５
億
円
、
被
災
者
支
援
に

１
８
５
億
円
を
計
上
し
た
。

政
府
は
令
和
７
年
12
月
26
日
、
令
和
８
年
度
予
算
案
を
閣
議
決
定
し
た
。
一
般
会
計
の
総
額
は
、

社
会
保
障
費
、
国
債
費
、
防
衛
費
や
地
方
交
付
税
交
付
金
等
の
増
加
に
よ
り
、
前
年
度
比
６
・
２
％

増
の
１
２
２
兆
３
、０
９
２
億
円
と
１
２
０
兆
円
を
超
え
過
去
最
高
を
更
新
し
た
。

歳
入
で
は
、
税
収
が
法
人
税
や
消
費
税
等
が
好
調
な
こ
と
か
ら
、
７
・
６
％
増
の
83
兆
７
、３

５
０
億
円
と
過
去
最
高
額
を
計
上
し
た
。
新
規
国
債
発
行
額
は
昨
年
度
当
初
予
算
に
続
き
、
２
年
連

続
で
30
兆
円
を
下
回
る
水
準
に
抑
え
た
。

歳
出
で
は
、
予
算
全
体
に
経
済
・
物
価
動
向
等
が
反
映
さ
れ
、
社
会
保
障
関
係
費
、
防
衛
費
に
加

え
、
こ
ど
も
・
子
育
て
、
Ｇ
Ｘ
を
は
じ
め
と
す
る
様
々
な
分
野
で
予
算
増
と
な
っ
た
。

地
方
財
政
へ
の
対
応
等
関
係
予
算
・
政
策
の
概
要

地
方
財
政
へ
の
対
応
等
関
係
予
算
・
政
策
の
概
要

◆ 

令
和
８
年
度
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省
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予
算
特
集
号 
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令和８年度一般会計歳入歳出概算
（単位：億円）

区　　　　分 前年度予算額
（当初）（A）

令和８年度
概算額（B）

比較増△減額
（B－A） 増減率

％
歳　　　入
１．租 税 及 印 紙 収 入 778,190 837,350 59,160 7.6
２．そ の 他 収 入 87,318 89,902 2,585 3.0
３．公 債 金 286,471 295,840 9,369 3.3
　　⑴ 公 　 債 　 金 67,910 67,160 △750 △1.1
　　⑵ 特 例 公 債 金 218,561 228,680 10,119 4.6

合　　　　計 1,151,978 1,223,092 71,114 6.2

歳　　　出
１．一 般 歳 出 681,071 701,557 20,485 3.0

２．地方交付税交付金等 188,728 208,778 20,050 10.6

３．国 債 費 282,179 312,758 30,579 10.8
合　　　　計 1,151,978 1,223,092 71,114 6.2

（注１）計数整理の結果、異同を生ずることがある。
（注２）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

令和８年度一般会計歳出概算主要経費別内訳
（単位：億円）

事　　　　項 前年度予算額
（当初）（A）

令和８年度
概算額（B）

比較増△減額
（B－A） 増減率

％
社 会 保 障 関 係 費 382,938 390,559 7,621 2.0
文 教 及 び 科 学 振 興 費 56,560 60,406 3,846 6.8
　うち科学技術振興費 （14,221） （14,378） （156） （1.1）
国 債 費 282,179 312,758 30,579 10.8
恩 給 関 係 費 623 493 △130 △20.8
地 方 交 付 税 交 付 金 等 188,728 208,778 20,050 10.6
防 衛 関 係 費 86,691 89,843 3,153 3.6
公 共 事 業 関 係 費 60,858 61,078 220 0.4
経 済 協 力 費 5,050 5,108 58 1.1
中 小 企 業 対 策 費 1,695 1,700 5 0.3
エ ネ ル ギ ー 対 策 費 8,111 8,001 △110 △1.4
食 料 安 定 供 給 関 係 費 12,609 12,729 120 1.0
そ の 他 の 事 項 経 費 58,543 61,640 3,097 5.3
予 備 費 7,395 10,000 2,605 35.2

合　　　　計 1,151,978 1,223,092 71,114 6.2

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）
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令和８年度東日本大震災復興特別会計予算概算決定総括表
（単位：億円）

区　　　　　　分 令和７年度
当初予算額

令和８年度
概算決定額

復　　　　興　　　　庁（１～７の合計） 4,864 4,492
１．被災者支援 199 181
　　　・被災者支援総合交付金 77 55
　　　・緊急スクールカウンセラー等活用事業 14 11
　　　・被災児童生徒に対する学習支援等のための教職員加配 11 9
　　　・被災者生活再建支援金補助金 7 5
　　　・地域医療再生基金 35 61
　　　・その他 55 40
２．住宅再建・復興まちづくり 675 395
　　　・家賃低廉化・特別家賃低減事業 230 211
　　　・社会資本整備総合交付金 260 13
　　　・森林整備事業 39 36
　　　・災害復旧事業 96 133
　　　・その他 50 3
３．産業・生業（なりわい）の再生 361 700
　　　・福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業 22 37
　　　・福島県農林水産業復興創生事業 37 33
　　　・漁業・養殖業復興支援事業 44 201
　　　・被災地次世代漁業人材確保支援事業 21 21
　　　・水産業復興販売加速化支援事業 41 37
　　　・福島県における観光関連復興支援事業 5 5
　　　・自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金 110 275
　　　・その他 81 90
４．原子力災害からの復興・再生 3,355 2,895
　　　・特定復興再生拠点整備事業 199 72
　　　・特定帰還居住区域整備事業 620 488
　　　・中間貯蔵関連事業 1,045 991
　　　・放射性物質汚染廃棄物処理事業等 413 297
　　　・復興情報提供・地域情報発信
　　　　（風評払拭・リスクコミュニケーション強化） 20 22

　　　・福島再生加速化交付金※１ 599 591
　　　・福島生活環境整備・帰還再生加速事業 52 52
　　　・放射性物質対処型森林・林業再生総合対策事業 37 38
　　　・その他 379 358
５．創造的復興 224 275
　　　・福島国際研究教育機構関連事業※２ 164 186
　　　・イノベ地域復興実用化開発等促進事業 45 74

　　　・移住等の促進 福島再生加速化
交付金の内数

福島再生加速化
交付金の内数

　　　・その他 16 14
６．東日本大震災の教訓継承事業 0 0
７．復興庁一般行政経費等 49 46
８．震災復興特別交付税 659 456
９．復興加速化・福島再生予備費 670 800
10．国債整理基金特会への繰入等 270 585

復　興　特　別　会　計　全　体 6,462 6,334
（注）	�計数整理の結果、異同を生じることがある。また、金額は単位未満四捨五入によるため合計が一致しないものがある。 

令和７年度当初予算額は、令和８年度概算決定額との比較対照のため、組替え掲記したものがある。
※１	他事業との重複あり。
※２	別途、共管省の一般会計予算にも研究開発費等を計上（13 億円）、全体で 200 億円。
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【
令
和
８
年
度
地
方
財
政
対
策
の
概
要
】

令
和
８
年
度
地
方
財
政
対
策
に
つ
い

て
、
一
般
財
源
総
額
は
交
付
団
体
ベ
ー
ス

で
、
67
兆
5
、
0
7
8
億
円
（
対
前
年
度

比
３
兆
7
、
3
6
4
億
円
、
５
・
９
％
増
）

が
確
保
さ
れ
た
。
歳
入
の
う
ち
、
地
方
税

は
47
兆
８
、
１
８
５
億
円
（
同
２
兆
３
、

６
９
２
億
円
、
５
・
２
％
増
）、
地
方
譲

与
税
は
３
兆
１
、
９
３
２
億
円
（
同
２
、

２
７
１
億
円
、
７
・
７
％
増
）
と
な
っ
た
。

地
方
交
付
税
の
総
額
は
、
20
兆
１
、
８

４
８
億
円（
同
１
兆
２
、２
７４

億
円
、６
・

５
％
増
）
と
な
り
、
そ
の
内
訳
は
、
一
般

会
計
分
と
し
て
、
①
地
方
交
付
税
の
法
定

率
分
（
所
得
税
・
法
人
税
・
酒
税
・
消
費

税
の
法
定
率
分
）
21
兆
1
0
6
億
円
、
②

一
般
会
計
に
お
け
る
加
算
措
置
（
既
往
法

定
分
）
15

4
億
円
、
③
国
税
減
額
補
正

精
算
等
▲
２
、
６
３
９
億
円
、
④
交
付
税

特
会
債
務
承
継
額
と
同
額
の
減
額
▲
７
、

０００


億
円
、
特
別
会
計
分
と
し
て
、
①

地
方
法
人
税
の
法
定
率
分
２
兆
４
、
４
９

９
億
円
、
②
交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
償

還
▲
２
兆
２
、
０００


億
円
、
③
交
付
税

特
別
会
計
借
入
金
支
払
利
子
▲
３
、
７
７

３
億
円
、
④
交
付
税
特
別
会
計
剰
余
金
の

活
用
５
００

億
円
、
⑤
地
方
公
共
団
体
金

融
機
構
の
公
庫
債
権
金
利
変
動
準
備
金
の

活
用
２
、
０００


億
円
、
⑥
返
還
金
０
・

２
億
円

－

と
な
っ
て
い
る
。

臨
時
財
政
対
策
債
に
つ
い
て
は
、
引
き

続
き
新
規
発
行
額
を
ゼ
ロ
と
し
た
上
で
、

「
臨
時
財
政
対
策
債
償
還
基
金
費（
仮
称
）」

（
0
・
8
兆
円
）
を
創
設
。
当
分
の
間
税

率（
軽
油
引
取
税
、地
方
揮
発
油
譲
与
税
）、

環
境
性
能
割
（
自
動
車
税
、軽
自
動
車
税
）

廃
止
に
伴
う
令
和
８
年
度
の
減
収
に
つ
い

て
は
、
地
方
特
例
交
付
金
に
よ
り
全
額
を

補
塡
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

こ
の
ほ
か
、
物
価
高
・
官
公
需
の
価
格

転
嫁
へ
の
対
応
と
し
て
、
物
価
高
の
中
で
、

ご
み
収
集
や
学
校
給
食
な
ど
サ
ー
ビ
ス
・

施
設
管
理
の
委
託
料
、
道
路
や
河
川
等
の

維
持
補
修
費
、
改
修
等
に
係
る
投
資
的
経

費
な
ど
、
様
々
な
分
野
に
お
け
る
地
方
団

体
の
コ
ス
ト
増
に
き
め
細
か
に
対
応
す
る

た
め
、５
、８
５
０
億
円
を
増
額
計
上
す
る

と
と
も
に
、普
通
交
付
税
の
算
定
費
目
「
地

域
の
元
気
創
造
事
業
費
」に
お
い
て
新
た
に

「
価
格
転
嫁
分
」（
１
、０００


億
円
程
度
）

を
創
設
し
、
価
格
転
嫁
に
積
極
的
に
取
り

組
む
地
方
団
体
の
財
政
需
要
を
普
通
交
付

税
の
算
定
に
反
映
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

ま
た
、
防
災
・
減
災
対
策
の
推
進
と
し

て
、「
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
費
」
の
対

象
に
指
定
避
難
所
に
お
け
る
厨
房
設
備
、

入
浴
設
備
及
び
洗
濯
設
備
の
整
備
等
を
、

「
緊
急
自
然
災
害
防
止
対
策
事
業
費
」
の

対
象
に
災
害
の
発
生
予
防
、
拡
大
防
止
の

た
め
に
実
施
す
る
橋
梁
の
除
却
等
を
追
加

し
た
上
で
、
そ
れ
ぞ
れ
事
業
期
間
を
令
和

12
年
度
ま
で
５
年
間
延
長
す
る
こ
と
と
さ

れ
た
。

さ
ら
に
は
、
地
方
団
体
が
広
域
化
等
を

は
じ
め
と
す
る
公
営
企
業
の
経
営
改
善
の

取
組
を
円
滑
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ

う
、
こ
れ
ら
の
取
組
に
伴
い
公
営
企
業
に

係
る
特
別
会
計
の
廃
止
等
を
行
う
場
合
に

必
要
と
な
る
一
般
会
計
の
負
担
を
平
準
化

す
る
た
め
、「
公
営
企
業
経
営
改
善
特
例

債（
仮
称
）」を
創
設
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

D
X
・
G
X
の
推
進
の
う
ち
「
脱
炭
素

化
推
進
事
業
費
」
に
つ
い
て
は
、
空
調
等

の
各
設
備
を
個
別
に
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
準

に
適
合
さ
せ
る
改
修
等
を
対
象
に
追
加
し

た
上
で
、
事
業
期
間
を
令
和
12
年
度
ま
で

５
年
間
延
長
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。「
デ

ジ
タ
ル
活
用
推
進
事
業
費
」に
つ
い
て
は
、

サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
の
強
化
に

必
要
な
シ
ス
テ
ム
の
整
備
を
対
象
に
追
加

す
る
と
と
も
に
、
地
方
団
体
の
情
報
シ
ス

テ
ム
等
の
整
備
の
取
組
状
況
を
踏
ま
え
、

事
業
費
を
５
００

億
円
増
額
す
る
こ
と
と

さ
れ
た
。

「
地
方
創
生
推
進
費
」
に
つ
い
て
は
、

引
き
続
き
１
兆
円
、「
地
域
社
会
再
生
事

業
費
」
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
４
、
２

００

億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

農
業
構
造
転
換
集
中
対
策
へ
の
対
応
等

に
つ
い
て
は
、
食
料
・
農
業
・
農
村
基
本

法
に
基
づ
く
農
業
構
造
転
換
集
中
対
策
期

間（
令
和
11
年
度
ま
で
）に
お
い
て
、国
が

別
枠
で
予
算
を
確
保
し
、
施
策
の
充
実
強

化
を
行
う
こ
と
を
踏
ま
え
、
そ
れ
に
伴
う

地
方
負
担
に
つ
い
て
「
農
業
構
造
転
換
集

中
対
策
事
業
債
（
仮
称
）」
を
創
設
す
る

と
と
も
に
、
防
災
重
点
農
業
用
た
め
池
の

防
災
工
事
に
係
る
地
方
財
政
措
置
に
つ
い

て
、
対
象
事
業
に
追
加
し
た
上
で
、
事
業

期
間
を
５
年
間
延
長
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

【
令
和
８
年
度
地
方
債
計
画
】

令
和
８
年
度
地
方
債
計
画
に
つ
い
て

は
、
物
価
高
が
継
続
す
る
中
、
地
方
公
共

団
体
の
官
公
需
に
お
け
る
適
切
な
価
格
転

嫁
の
取
組
の
推
進
が
求
め
ら
れ
て
い
る
こ

と
を
踏
ま
え
、
道
路
や
施
設
の
改
修
等
に

係
る
投
資
的
経
費
（
単
独
）
の
確
保
へ
の

対
応
を
す
る
と
と
も
に
、
地
方
公
共
団
体

が
緊
急
に
実
施
す
る
防
災
・
減
災
対
策
、
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公
共
施
設
等
の
適
正
管
理
、
地
域
の
脱
炭

素
化
、
こ
ど
も
・
子
育
て
支
援
、
自
治
体

D
X
・
地
域
社
会
D
X
の
推
進
、
地
域
の

活
性
化
へ
の
取
組
等
を
着
実
に
推
進
で
き

る
よ
う
、
所
要
の
地
方
債
資
金
の
確
保
を

図
る
こ
と
等
と
し
て
策
定
さ
れ
た
。

総
額
は
９
兆
４
、７
３
８
億
円（
対
前
年

度
比
３
、８
３
５
億
円
、
４
・
２
％
の
増
）

で
、
こ
の
う
ち
普
通
会
計
分
は
６
兆
１
、

４４

８
億
円
（
同
１
、
８
２
８
億
円
、
３
・

１
％
の
増
）、
公
営
企
業
会
計
等
分
は
３

兆
３
、
２
９
０
億
円
（
同
２
、
００７


億

円
、
６
・
４
％
の
増
）
と
な
っ
て
い
る
。

具
体
的
に
は
、
新
た
に
創
設
す
る
こ
と

と
さ
れ
た
農
業
構
造
転
換
集
中
対
策
事
業

債
（
仮
称
）
に
つ
い
て
、
一
般
補
助
施
設

整
備
等
事
業
に
お
い
て
153


億
円
、
公

営
企
業
経
営
改
善
特
例
債
（
仮
称
）
に
つ

い
て
、
一
般
事
業
に
お
い
て
50
億
円
が
計

上
さ
れ
た
。

ま
た
、
対
象
事
業
を
拡
充
し
、
事
業
期

間
を
延
長
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
緊
急
防

災
・
減
災
事
業
に
５
、
０００


億
円
、
緊

急
自
然
災
害
防
止
対
策
事
業
に
４
、
０
０

０
億
円
、
脱
炭
素
化
推
進
事
業
に
９
０
０

億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

公
共
施
設
等
適
正
管
理
推
進
事
業
に
つ

い
て
は
、
対
象
事
業
を
拡
充
（
集
約
化
・

複
合
化
等
に
伴
う
公
営
住
宅
等
の
除
却
）

す
る
こ
と
と
し
４
、
５
００

億
円
が
計
上

さ
れ
た
。

こ
の
ほ
か
、緊
急
浚
渫
推
進
事
業
に
１
、

１
００

億
円
、
こ
ど
も
・
子
育
て
支
援
事

業
に
４
５
０
億
円
、
デ
ジ
タ
ル
活
用
推
進

事
業
に
１
、
３
５
０
億
円
、
過
疎
対
策
事

業
に
６
、
１
００

億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

な
お
、
公
的
資
金
に
つ
い
て
は
、
前
年

度
と
同
程
度
の
割
合
（
全
体
の
42
・
５
％
）

が
確
保
さ
れ
た
。

【
令
和
８
年
度
地
方
税
制
改
正
】

令
和
８
年
度
税
制
改
正
に
お
け
る
地
方

税
等
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
主
に

次
の
よ
う
な
措
置
を
実
施
す
る
こ
と
と
さ

れ
た
。

個
人
住
民
税
の
給
与
所
得
控
除
に
つ
い

て
、
所
得
税
に
お
け
る
物
価
上
昇
に
連
動

し
て
基
礎
控
除
等
を
引
き
上
げ
る
仕
組
み

の
創
設
等
に
伴
い
、
最
低
保
障
額
を
74
万

円
（
現
行
65
万
円
）
に
引
き
上
げ
る
こ
と

と
さ
れ
た
（
令
和
９
年
度
分
の
個
人
住
民

税
か
ら
適
用
（
引
上
げ
額
の
う
ち
５
万
円

は
２
年
間
の
時
限
措
置
））。
ま
た
、
個
人

住
民
税
の
非
課
税
限
度
額
や
基
礎
控
除
等

に
つ
い
て
、「
地
域
社
会
の
会
費
」
的
な

性
格
を
踏
ま
え
、
所
得
税
の
諸
控
除
の
見

直
し
の
ほ
か
、
地
方
税
財
源
へ
の
影
響
や

税
務
手
続
の
簡
素
化
の
観
点
等
を
総
合
的

に
勘
案
し
、
地
方
公
共
団
体
の
意
見
を
踏

ま
え
つ
つ
、
必
要
な
対
応
を
検
討
す
る
こ

と
と
さ
れ
た
。

住
所
地
課
税
の
例
外
と
な
っ
て
い
る
道

府
県
民
税
利
子
割
（
税
収
の
６
割
は
市
区

町
村
に
交
付
）
に
つ
い
て
は
、
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
銀
行
等
の
利
用
拡
大
を
踏
ま
え
、

金
融
機
関
が
口
座
所
在
地
の
都
道
府
県
に

税
を
納
入
す
る
現
行
の
仕
組
み
は
維
持
し

つ
つ
、
都
道
府
県
間
で
個
人
に
係
る
所
得

金
額
を
基
準
に
税
収
帰
属
を
調
整
す
る
清

算
制
度
を
導
入
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
（
令

和
８
年
度
分
の
利
子
割
か
ら
適
用
）。

自
動
車
関
係
諸
税
に
つ
い
て
は
、
令
和

７
年
度
末
を
も
っ
て
自
動
車
税
及
び
軽
自

動
車
税
の
環
境
性
能
割
を
廃
止
す
る
と
と

も
に
、
廃
止
に
伴
う
地
方
税
の
減
収
分
に

つ
い
て
は
、安
定
財
源
を
確
保
す
る
た
め
の

具
体
的
な
方
策
を
検
討
し
、
そ
れ
ま
で
の

間
、
国
の
責
任
で
手
当
す
る
こ
と
と
さ
れ

た
。ま
た
、令
和
10
年
度
以
後
に
お
け
る
自

動
車
税
及
び
軽
自
動
車
税
の
あ
り
方
に
つ

い
て
、
重
量
及
び
環
境
性
能
に
応
じ
た
公

平
・
中
立
・
簡
素
な
税
負
担
の
仕
組
み
等

に
つ
い
て
検
討
し
、
令
和
９
年
度
税
制
改

正
に
お
い
て
結
論
を
得
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

ふ
る
さ
と
納
税
制
度
に
つ
い
て
は
、
個

人
住
民
税
の
特
例
控
除
額
の
上
限
（
１
９

３
万
円
（
給
与
収
入
１
億
円
相
当
））
を

新
た
に
設
定
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
（
令
和

９
年
寄
附
分
か
ら
適
用
）。
ま
た
、
寄
附

金
の
う
ち
地
方
公
共
団
体
が
活
用
で
き
る

財
源
の
割
合
を
60
％
以
上
と
設
定
（
令
和

８
年
か
ら
段
階
的
に
適
用
）
す
る
と
と
も

に
、
使
途
を
公
表
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

地
方
拠
点
強
化
税
制
に
つ
い
て
は
、
こ

れ
ま
で
の
適
用
実
績
を
踏
ま
え
つ
つ
、
企

業
が
移
転
先
等
に
お
い
て
本
社
機
能
の
あ

る
オ
フ
ィ
ス
等
を
整
備
す
る
場
合
に
中
古

資
産
の
取
得
も
可
能
と
す
る
等
の
見
直
し

を
行
っ
た
上
で
、
適
用
期
限
を
２
年
延
長

す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

【
地
方
自
治
関
係
予
算
】

〇
活
力
あ
る
地
域
社
会
の
実
現

地
域
の
担
い
手
支
援
や
関
係
人
口
の
拡

大
等
を
通
じ
た
地
域
活
性
化
と
し
て
17
・

９
億
円
が
計
上
さ
れ
、
内
訳
は
、
①
地
域

お
こ
し
協
力
隊
や
地
域
活
性
化
起
業
人
等

の
活
用
の
推
進
2
・
7
億
円
、
②
ロ
ー
カ

ル
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
支
援
6
・
7
億
円
、

③
地
域
運
営
組
織
の
支
援
0
・
3
億
円
、

④
過
疎
対
策
の
推
進
8
・
0
億
円
、
⑤
行

政
相
談
委
員
、
民
生
委
員
等
の
連
携
に
よ

る
地
域
課
題
の
解
決
0
・
2
億
円

－

等
と

な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
地
域
D
X
の
推
進
と
し
て
３
１

０
・
５
億
円
が
計
上
さ
れ
、
内
訳
は
、
①

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
を
円
滑
に
取
得
、

更
新
で
き
る
環
境
整
備
２
９
８
・
３
億
円
、

②
自
治
体
情
報
シ
ス
テ
ム
の
標
準
化
３
・

１
億
円
、
③
都
道
府
県
と
市
町
村
が
連
携

し
た
推
進
体
制
の
強
化
と
地
方
公
共
団
体

に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
確
保
・
育
成

の
促
進
0
・
6
億
円
、
④
A
I
等
の
デ
ジ

タ
ル
技
術
と
通
信
イ
ン
フ
ラ
を
用
い
た
地

域
の
社
会
課
題
解
決
の
推
進
1
・
4
億
円
、

⑤
行
政
相
談
で
の
デ
ジ
タ
ル
活
用
や
自
治

体
連
携
等
に
よ
る
課
題
解
決
の
推
進
7
・

0
億
円

－

等
と
な
っ
て
い
る
。

〇�

防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
の
推
進
に

よ
る
安
全
・
安
心
な
く
ら
し
の
実
現

消
防
防
災
力
・
地
域
防
災
力
の
充
実
強

化
と
し
て
96
・
8
億
円
が
計
上
さ
れ
、
内

訳
は
、
①
消
防
防
災
分
野
の
新
技
術
・

D
X
推
進
６
・
０
億
円
の
内
数
、
②
消
防

団
等
の
充
実
強
化
７
・
９
億
円
、
③
常
備

消
防
等
の
充
実
強
化
15
・
9
億
円
、
④
自

治
体
の
災
害
対
応
能
力
・
国
民
保
護
体
制

の
強
化
4
・
7
億
円

－

等
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
通
信
・
放
送
イ
ン
フ
ラ
の
強
靭

化
と
し
て
48
・
6
億
円
が
計
上
さ
れ
、
内

訳
は
、
①
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
強
靱
化

（
携
帯
電
話
基
地
局
の
強
靱
化
、
通
信
復

旧
体
制
の
拡
充
、
官
民
連
携
に
よ
る
通
信

確
保
支
援
） 

25
・
5
億
円
、
②
Ｌ
ア
ラ
ー

ト
に
よ
る
災
害
情
報
の
確
実
な
伝
達
の
推

進
0
・
2
億
円

－

等
と
な
っ
て
い
る
。
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政　策

令和８年度地方財政対策の概要

１　通常収支分

⑴　地方財政計画の規模	 102兆4,400億円程度	（⑦97兆   644億円、	 ＋５兆3,700億円程度、	 ＋    5.5%程度）
⑵　地方一般歳出	   85兆5,500億円程度	（⑦81兆3,291億円、	 ＋４兆2,200億円程度、	 ＋    5.2%程度）
⑶　一般財源総額（交付団体ベース）	   67兆5,078億円	 （⑦63兆7,714億円、	 ＋３兆7,364億円、	 ＋    5.9%）
　　※地域未来基金費（仮称）・
　　　臨時財政対策債償還基金費（仮称）除き	   66兆2,702億円	 （⑦63兆7,714億円、	 ＋２兆4,988億円、	 ＋    3.9%）
　　※不交付団体を含めた一般財源総額	   71兆9,878億円	 （⑦67兆5,414億円、	 ＋４兆4,464億円、	 ＋    6.6%）
⑷　地方交付税の総額	   20兆1,848億円	 （⑦18兆9,574億円、	 ＋１兆2,274億円、	 ＋    6.5%）
⑸　地方税及び地方譲与税	      51兆117億円	 （⑦48兆4,154億円、	 ＋２兆5,963億円、	 ＋    5.4%）
⑹　地方特例交付金等	       　8,156億円	 （⑦    　1,936億円、	 ＋　　6,220億円、	 ＋321.3%）

Ⅰ　令和８年度の地方財政の姿

1　地方財源の確保

○一般財源（交付団体ベース）の総額	 67兆5,078億円	 （前年度比	＋３兆7,364億円、	 ＋5.9%）

※�地域未来基金費（仮称）・

　　　臨時財政対策債償還基金費（仮称）除き	 66兆2,702億円	 （ 同 	＋2兆4,988億円、	 ＋3.9%）

　　※不交付団体を含めた一般財源総額	 71兆9,878億円	 （ 同 	＋4兆4,464億円、	 ＋6.6%）

・ 地方税	 47兆8,185億円	 （前年度比	 ＋２兆3,692億円、	 ＋    5.2%）
・ 地方譲与税	 ３兆1,932億円	 （ 同 	 ＋　　2,271億円、 	 ＋    7.7%）
・ 地方交付税	 20兆1,848億円	 （ 同 	 ＋１兆2,274億円、 	 ＋    6.5%）
・ 地方特例交付金等	 8,156億円	 （ 同 	 ＋　　6,220億円、 	 ＋321.3%）
　※�当分の間税率（軽油引取税、地方揮発油譲与税）、環境性能割（自動車税、軽自動車税）廃止に伴う令和８年度の減収に
ついて、地方特例交付金により全額を補塡

○�地方債	 6兆1,448億円	 （前年度比	 ＋　　1,828億円、	 ＋  3.1%）

　 通常債	 5兆3,848億円	 （前年度比	 ＋　　1,828億円、	 ＋    3.5%）
　財源対策債	 7,600億円	 （ 同 	 　　　       0億円、	 　    0.0%）

○�物価高の中で、経済・物価動向等を適切に反映するとともに、社会保障関係費や人件費、いわゆる教育無償化に係る地方負

担の増等を歳出に計上。地方団体が、様々な行政課題に対応し、行政サービスを安定的に提供できるよう、地方交付税等の

一般財源総額について、令和 ７年度を上回る額を確保

Ⅱ　通常収支分

2　東日本大震災分

⑴　復旧・復興事業
①　震災復興特別交付税	 	    539億円	 （⑦ 　　   871億円、	 △　  332億円、	 △　38.1%）
②　規模	 	 2,200億円程度	 （⑦ 　　2,704億円、	 △　  500億円程度、	 △　18.5%程度）

⑵　全国防災事業
　　規模	 	    181億円	 （⑦ 　　   218億円、	 △　   37億円、	 △　17.0%）
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政　策

○�地方交付税（出口ベース）� 20兆1,848億円（前年度比＋1兆2,274億円、＋6.5%）

2　地方交付税の確保

【一般会計】	 20兆622億円（ａ）
⑴ 地方交付税の法定率分（所得税・法人税・酒税・消費税の法定率分）	  21兆106億円
⑵ 一般会計における加算措置（既往法定分）	 154億円
⑶ 国税減額補正精算等	 △2,639億円
⑷ 交付税特会債務承継額と同額の減額	 △7,000億円

【特別会計】	 1,226億円（ｂ）
⑴ 地方法人税の法定率分	 2兆4,499億円
⑵ 交付税特別会計借入金償還	 △2兆2,000億円
⑶ 交付税特別会計借入金支払利子	 △3,773億円
⑷ 交付税特別会計剰余金の活用	 500億円
⑸ 地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用	 2,000億円
⑹ 返還金	 0.2億円

【地方交付税】（ａ）＋（ｂ）	 20兆1,848億円

（参考）地方交付税の推移（兆円）
㉙ ㉚ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

地方交付税 16.3 16.0 16.2 16.6 17.4 18.1 18.4 18.7 19.0 20.2

3　地方財政の健全化

（参考）臨時財政対策債の推移（兆円）
㉙ ㉚ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

臨時財政対策債 4.0 4.0 3.3 3.1 5.5 1.8 1.0 0.5 0.0 0.0

・臨時財政対策債償還基金費（仮称）の創設	 ⑦ 　　  －	 →	 ⑧ 　　8,376億円	 （皆増）

　　臨時財政対策債年度末残高見込み	 ⑦ 42兆3,163億円	 →	 ⑧ 38兆6,260億円	 （△ 3兆6,903億円）

・交付税特別会計借入金残高の縮減	 ⑦ 2兆5,944億円	 →	 ⑧ ２兆9,000億円	 （＋ 3,056億円）

　　うち交付税特別会計借入金償還２兆2,000億円（前年度比△3,944億円）

　　うち交付税特別会計の債務の一般会計への承継7,000億円

　　年度末残高見込み	 ⑦ 25兆5,179億円	 →	 ⑧ 22兆6,179億円	 （△ 2兆9,000億円）

・財源不足額	 ⑦   1 兆929億円	  →	 ⑧  1 兆 254億円	  （△ 675億円）

　・軽油引取税減収補塡特例交付金（仮称）	 4,297億円
　・地方揮発油譲与税減収補塡特例交付金（仮称）	 296億円
　・自動車税減収補塡特例交付金（仮称）	 1,685億円
　・軽自動車税減収補塡特例交付金（仮称）	 207億円

4　当分の間税率・環境性能割廃止に伴う減収への対応

○�当分の間税率（軽油引取税、地方揮発油譲与税）、環境性能割（自動車税、軽自動車税）廃止に伴う令和 ８年度の減収につ

いて、地方特例交付金により全額を補塡

　※�運輸事業振興助成交付金及び軽油引取税の特別徴収義務者交付金に係る経費については、現行と同等の地方財政措置を講ずる
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

5　物価高・官公需の価格転嫁への対応

○�物価高の中で、ごみ収集や学校給食などサービス・施設管理の委託料、道路や河川等の維持補修費、改修等に係る投資的
経費など、様々な分野における自治体のコスト増にきめ細かに対応するため、5,850億円を増額計上
○�普通交付税の算定費目「地域の元気創造事業費」において新たに「価格転嫁分」（1,000億円程度）を創設し、価格転嫁に
積極的に取り組む地方団体の財政需要を普通交付税の算定に反映

6　いわゆる教育無償化への対応等

○�いわゆる教育無償化に係る地方負担（3,600億円程度）については、地方財政計画の歳出に全額計上するとともに、地方の
安定財源を確保した上で、一般財源総額を増額確保。個別団体の地方交付税の算定に当たっても、地方負担の全額を基準
財政需要額に算入
○�いわゆる高校無償化による公立高校への影響を考慮し、地方団体が地域の実情に応じて公立高校等における今後の社会・
経済の発展を支える人材育成に向けた取組を進められるよう、新たに「高等学校教育改革等推進事業費（仮称）」を計上し、
「高等学校教育改革等推進事業債（仮称）」を創設

7　地域未来基金費（仮称）の創設

○�地域未来戦略（令和８年夏を目途に取りまとめ）を踏まえ、「強い経済」の実現の観点から、地域ごとの産業クラスターを
全国各地に形成するとともに、地場産業の付加価値向上と販路開拓を推進し、地方から日本を成長軌道に押し上げるため、
単年度の措置として「地域未来基金費（仮称）」（4,000億円）を創設
○�都道府県が複数年度に渡る取組を計画的に推進できるよう、基金の設置に要する経費を普通交付税の基準財政需要額に新
たな算定項目「地域未来基金費（仮称）」を設けて算定

8　防災・減災対策の推進

○�自然災害の激甚化・頻発化に対応するため、地方団体が単独事業として実施する防災・減災、国土強靱化の取組を一層推
進できるよう、「緊急防災・減災事業費」及び「緊急自然災害防止対策事業費」について、対象事業を拡充した上で、事業
期間を令和12年度まで５年間延長
○�「第１次国土強靱化実施中期計画」に基づき推進が特に必要となる施策に係る国直轄・補助事業の地方負担について、「防災・
減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」と同様、防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債又は補正予算債により措置
※対策の初年度（令和８年度）については、令和７年度補正予算により措置

9　公営企業の経営基盤の強化

○�地方団体が、広域化等をはじめとする公営企業の経営改善の取組を円滑に行うことができるよう、これらの取組に伴い公
営企業に係る特別会計の廃止等を行う場合に必要となる一般会計の負担を平準化するため、「公営企業経営改善特例債（仮
称）」を創設（地方財政法を改正）

10　インフラ老朽化対策の推進

○�埼玉県八潮市の事故等を踏まえて実施されている全国特別重点調査の結果、要対策とされた下水道管路に係る修繕につい
て下水道事業債の対象に追加

○�住民生活に影響を及ぼす大規模な水道管路等で漏水事故が発生していることを踏まえ、事故発生時に社会的影響が大きい
水道管路の耐震化事業に対する地方財政措置を拡充

○�公共施設等適正管理推進事業債について、老朽化が進んでいる公営住宅等における適正管理を推進するため、集約化・複
合化等に伴う除却事業の対象に公営住宅等を追加

第3347号9　2026年（令和 8年） 2月 2日
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

12　DX・GXの推進

○�「脱炭素化推進事業費」について、一部、対象事業を拡充した上で、事業期間を延長。また、国庫補助の活用による公共施
設等へのペロブスカイト太陽電池の導入について新たに地方財政措置

○�「デジタル活用推進事業費」について、地方団体におけるサイバーセキュリティ対策の強化に必要なシステムの整備を対
象に追加するとともに、地方団体の情報システム等の整備の取組状況を踏まえ、事業費を500億円増額

○�「地域デジタル社会推進費」について、一部をデジタル活用推進事業費に振り替えた上で1,500億円を計上し、令和11年度
まで４年間延長

13　活力ある地域社会の実現

○�地方への人の流れの創出・拡大するため、ふるさと住民登録制度の推進に係る特別交付税措置を創設するほか、地域おこ

し協力隊の任期延長特例の導入、地域力創造アドバイザーの活用期間等の拡充を実施

14　地方創生推進費・地域社会再生事業費

○�地方団体が、自主性・主体性を最大限発揮して地方創生に取り組み、地域の実情に応じたきめ細かな施策を可能にする観
点から、「地方創生推進費」について、引き続き１兆円を計上

○�地方団体が、地域社会の維持・再生に向けた幅広い施策に自主的・主体的に取り組むため、「地域社会再生事業費」について、
引き続き4,200億円を計上

15　農業構造転換集中対策への対応等

○�国民の生命や健康を支える食料安全保障の確保の観点から、食料・農業・農村基本法に基づく農業構造転換集中対策期間（令
和11年度まで）において、国が別枠で予算を確保し、施策の充実強化を行うことを踏まえ、それに伴う地方負担について「農
業構造転換集中対策事業債（仮称）」を創設
○�防災重点農業用ため池の防災工事に係る地方財政措置について、国営事業として実施する防災重点農業用ため池の防災工
事を対象事業に追加した上で、事業期間を５年間延長

16　地方公務員の給与改定に要する地方財源の確保

○�令和７年人事委員会勧告に伴う給与改定に要する経費について、所要額を計上
　・給与改定に要する経費（地方負担分） 6,800億円程度
　・うち会計年度任用職員分800億円程度
○�会計年度任用職員の給与等について、一般行政経費（単独）から給与関係経費に移し替え。上記給与改定所要額も含め、1
兆9,600億円程度を計上
○�令和８年度の給与改定に備え、一般行政経費（単独）に「給与改善費」（4,000億円）を計上

11　持続可能な地域医療提供体制の確保

○�厳しい経営環境の中、公立病院が地域に必要な救急医療などを引き続き提供できるよう、病院事業に対する繰出金として
8,300億円程度（前年度比＋400億円程度）を計上し、交付税措置を拡充
○�不採算地域において、二次救急など地域医療の中核的な役割を担う不採算地区中核病院がその機能を維持できるよう、特
別交付税措置の基準額を30％引上げ
○�資材価格の高騰等による建設事業費の上昇等を踏まえ、公立病院の新設・建替に対する地方交付税措置の対象となる建築
単価の上限を引上げ

（第三種郵便物認可） 町 村 週 報 2023年（令和 5年） 0月00日　11第0000号
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

17　こども・子育て政策の強化に係る地方財源の確保

○�「こども未来戦略」に掲げる「こども・子育て支援加速化プラン」における令和８年度の地方負担の増（1,716億円）につ
いて、全額地方財政計画の歳出に計上し、必要な財源を確保

○　震災復興特別交付税の確保

○復旧・復興事業等について、通常収支とは別枠で整理し、所要の事業費及び財源を確実に確保

・震災復興特別交付税	 539億円（前年度比△332億円、△38.1%）
・震災復興特別交付税により措置する財政需要
　①直轄・補助事業の地方負担分	 309億円（前年度比△270億円、△46.6%）
　②地方単独事業分（中長期職員派遣、職員採用、単独災害復旧事業等） 	 113億円（前年度比△ ４億円、△ 3.4%）
　③地方税等の減収分	 117億円（前年度比△ 58億円、△33.1%）
※�令和８年度の所要額は、539億円であるが、予算額は年度調整分83億円を除いた456億円（令和７年度予算額：684億円）となる。
※震災復興特別交付税の平成23～令和8年度分の予算額の累計額（不用額を除く）は5兆8,752億円

Ⅲ　東日本大震災分

18　社会保障の充実及び人づくり革命等

○�社会保障・税一体改革による社会保障の充実分及び人づくり革命等に係る経費について所要額を計上

　・社会保障の充実分の事業費	 ２兆7,987億円（⑦2兆7,986億円）
　・社会保障４経費に係る公経済負担増分の事業費	 　　6,297億円（⑦　　6,297億円）
　・人づくり革命に係る事業費	 1兆6,983億円（⑦1兆6,983億円）
　	 ※金額は、国・地方所要額の合計

（第三種郵便物認可） 町 村 週 報 2023年（令和 5年） 0月00日　11第0000号
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

区　　　　　　　分 令和８年度（見込） 令和７年度

歳 入 合 計 ① 1,024,400程度 970,644

地 方 税 ② 478,185 454,493

地 方 譲 与 税 ③ 31,932 29,661

地 方 特 例 交 付 金 等 ④ 8,156 1,936

地 方 交 付 税 ⑤ 201,848 189,574

地 方 債 ⑥ 61,448 59,620

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 ⑦ 0 0

復 旧・復 興 事 業 一 般 財 源 充 当 分 ⑧ △ 63 △ 33

全 国 防 災 事 業 一 般 財 源 充 当 分 ⑨ △ 180 △ 217

主
な
地
方
財
政
関
係
指
標

一般財源総額　②＋③＋④＋⑤＋⑦＋⑧＋⑨ 719,878 675,414

一般財源比率　　②＋③＋④＋⑤＋⑧＋⑨
　　　　　　　　　　　　　① 70.3％程度 69.6％

地方債依存度　　　　　　　⑥　
　　　　　　　　　　　　　① 6.0％程度 6.1％

（単位：億円）

主な地方財政指標積算基礎（通常収支分）

（参考）
〇�地方の借入金残高（東日本大震災分を含む）		  166兆円程度	（令和8年度末見込）
	 ※ 173兆円程度	（令和7年度末見込）
○�交付税特別会計借入金残高		  22.6兆円	 （令和8年度末見込）
	 ※ 25.5兆円	 （令和7年度末見込）

第3347号 2026年（令和 8年） 2月 2日　12町 村 週 報（第三種郵便物認可）第0000号 2024年（令和 6年） 0月00日　12

●全国町村会館へのアクセス
・有楽町線・半蔵門線・南北線「永田町駅」
　3番出口徒歩1分
・丸の内線・銀座線「赤坂見附駅」徒歩8分
・タクシー東京駅から約7分

TEL.03（3581）0471
〒100-0014 東京都千代田区永田町1丁目11番35号
Webサイト URL　https://www.zck.or.jp/kaikan/

3番出口

内
案
ご
の
室
客

ご予約・お問い合わせ

シングル
119室

SINGLE
ROOM

ツイン
18室

TWIN
ROOM

ダブル
12室

DOUBLE
ROOM

※市町村職員共済組合等の宿泊施設利用助成券がご利用いただけます。
和室もございますのでお問い合わせください。
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

１．令和８年度地方財政収支見通しの概要（通常収支分）

項　　　　　　　　　目 令和８年度（見込） 令和７年度 増減率（見込）

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
入

地 方 税 478,185億円 454,493億円 5.2％
地 方 譲 与 税 31,932億円 29,661億円 7.7％
地 方 特 例 交 付 金 等 8,156億円 1,936億円 321.3％
地 方 交 付 税 201,848億円 189,574億円 6.5％
地 方 債 61,448億円 59,620億円 3.1％
う ち 臨 時 財 政 対 策 債 0億円 0億円 0.0％

復 旧・復 興 事 業 一 般 財 源 充 当 分 △ 63億円 △ 33億円 90.9％
全 国 防 災 事 業 一 般 財 源 充 当 分 △ 180億円 △ 217億円 △ 17.1％
歳 入 合 計 約� 1,024,400億円 970,644億円 約5.5％
「 一 般 財 源 」 719,878億円 675,414億円 6.6％
（ 交 付 団 体 ベ ー ス ） 675,078億円 637,714億円 5.9％

歳
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出

給 与 関 係 経 費 約� 240,100億円 209,784億円 約� 14.5％
（会計年度任用職員移し替え後比較） 約� 240,100億円 228,598億円 約� 5.0％

退 職 手 当 以 外 約� 228,200億円 198,588億円 約� 14.9％
（会計年度任用職員移し替え後比較） 約� 228,200億円 217,402億円 約� 5.0％

退 職 手 当 約� 11,800億円 11,196億円 約� 5.4％
一 般 行 政 経 費 約� 455,100億円 456,456億円 約� △ 0.3％

（会計年度任用職員移し替え後比較） 約� 455,100億円 437,642億円 約� 4.0％
補 助 分 約� 279,700億円 266,375億円 約� 5.0％
単 独 分 約� 144,000億円 158,881億円 約� △ 9.4％
（会計年度任用職員移し替え後比較） 約� 144,000億円 140,067億円 約� 2.8％
う ち デ ジ タ ル 活 用 推 進 事 業 費 1,500億円 1,000億円 約� 50.0％

国民健康保険・後期高齢者医療制度関係事業費 約� 15,700億円 15,000億円 約� 4.7％
地 方 創 生 推 進 費 10,000億円 10,000億円 0.0％
地 域 デ ジ タ ル 社 会 推 進 費 1,500億円 2,000億円 △ 25.0％
地 域 社 会 再 生 事 業 費 4,200億円 4,200億円 0.0％

地 域 未 来 基 金 費（ 仮 称 ） 4,000億円 －億円 皆増
公 債 費 約� 107,700億円 107,259億円 約� 0.4％
臨 時 財 政 対 策 債 償 還 基 金 費（ 仮 称 ） 8,376億円 －億円 皆増
維 持 補 修 費 約� 16,300億円 15,525億円 約� 5.0％
投 資 的 経 費 約� 124,500億円 121,133億円 約� 2.8％
直 轄 ・ 補 助 分 約� 56,900億円 57,496億円 約� △ 1.0％
単 独 分 約� 67,600億円 63,637億円 約� 6.2％
う ち 緊 急 防 災・ 減 災 事 業 費 5,000億円 5,000億円 0.0％
う ち 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 費 4,000億円 4,000億円 0.0％
う ち 脱 炭 素 化 推 進 事 業 費 1,000億円 1,000億円 0.0％
うち高等学校教育改革等推進事業費（仮称） 1,000億円 －億円 皆増

公 営 企 業 繰 出 金 約� 23,500億円 22,787億円 約� 3.1％
う ち 企 業 債 償 還 費 普 通 会 計 負 担 分 約� 12,400億円 12,394億円 約� 0.0％

水 準 超 経 費 44,800億円 37,700億円 18.8％
歳 出 合 計 約� 1,024,400億円 970,644億円 約� 5.5％
（ 交 付 団 体 ベ ー ス ） 約� 979,600億円 932,944億円 約� 5.0％

地 方 一 般 歳 出 約� 855,500億円 813,291億円 約� 5.2％

※�本表は、地方団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。
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●全国町村会館へのアクセス
・有楽町線・半蔵門線・南北線「永田町駅」
　3番出口徒歩1分
・丸の内線・銀座線「赤坂見附駅」徒歩8分
・タクシー東京駅から約7分

TEL.03（3581）0471
〒100-0014 東京都千代田区永田町1丁目11番35号
Webサイト URL　https://www.zck.or.jp/kaikan/

3番出口

内
案
ご
の
室
客

ご予約・お問い合わせ

シングル
119室

SINGLE
ROOM

ツイン
18室

TWIN
ROOM

ダブル
12室

DOUBLE
ROOM

※市町村職員共済組合等の宿泊施設利用助成券がご利用いただけます。
和室もございますのでお問い合わせください。
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

２．令和８年度地方財政収支見通しの概要（東日本大震災分）

（１）復旧・復興事業

項　　　　　　　　　目 令和８年度（見込） 令和７年度 増減率（見込）

歳
　
入

震 災 復 興 特 別 交 付 税 539億円 871億円 △ 38.1％
国 庫 支 出 金 約� 1,600億円 1,731億円 約� △ 7.6％
地 方 債 10億円 11億円 △ 9.1％
一 般 財 源 充 当 分 63億円 33億円 90.9％

計 約� 2,200億円 2,704億円 約� △ 18.6％

歳
　
出

直 轄 ・ 補 助 事 業 費 約� 1,900億円 2,321億円 約� △ 18.1％
地 方 単 独 事 業 費 230億円 293億円 △ 21.5％
う ち 地 方 税 等 の 減 収 分 見 合 い 歳 出 117億円 175億円 △ 33.1％

計 約� 2,200億円 2,704億円 約� △ 18.6％
※本表は、地方団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

（２） 全国防災事業

項　　　　　　　　　目 令和８年度（見込） 令和７年度 増減率（見込）

歳
入

一 般 財 源 充 当 分 180億円 217億円 △ 17.1％
雑 収 入 1億円 1億円 0.0％

計 181億円 218億円 △ 17.0％

歳
出

公 債 費 181億円 218億円 △ 17.0％
計 181億円 218億円 △ 17.0％

※本表は、地方団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。
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町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

（参考）地方財政収支見通しの概要（通常収支分と東日本大震災分の合計）

項　　　　　　　　　目 令和８年度（見込） 令和７年度 増減率（見込）

歳
　
　
　
　
　
　
　
入

地 方 税 478,185億円 454,493億円 5.2％
地 方 譲 与 税 31,932億円 29,661億円 7.7％
地 方 特 例 交 付 金 等 8,156億円 1,936億円 321.3％
地 方 交 付 税 202,387億円 190,445億円 6.3％
震 災 復 興 特 別 交 付 税 以 外 201,848億円 189,574億円 6.5％
震 災 復 興 特 別 交 付 税 539億円 871億円 △ 38.1％

地 方 債 61,458億円 59,631億円 3.1％
う ち 臨 時 財 政 対 策 債 0億円 0億円 0.0％

歳 入 合 計 約� 1,026,800億円 973,566億円 約� 5.5％
「 一 般 財 源 」 720,660億円 676,535億円 6.5％

歳
　
　
　
　
　
　
　
出

通

常

収

支

分

給 与 関 係 経 費 約� 240,100億円 209,784億円 約� 14.5％
（会計年度任用職員移し替え後比較） 約� 240,100億円 228,598億円 約� 5.0％

退 職 手 当 以 外 約� 228,200億円 198,588億円 約� 14.9％
（会計年度任用職員移し替え後比較） 約� 228,200億円 217,402億円 約� 5.0％

退 職 手 当 約� 11,800億円 11,196億円 約� 5.4％
一 般 行 政 経 費 約� 455,100億円 456,456億円 約� △ 0.3％

（会計年度任用職員移し替え後比較） 約� 455,100億円 437,642億円 約� 4.0％
補 助 分 約� 279,700億円 266,375億円 約� 5.0％
単 独 分 約� 144,000億円 158,881億円 約� △ 9.4％
（会計年度任用職員移し替え後比較） 約� 144,000億円 140,067億円 約� 2.8％
う ち デ ジ タ ル 活 用 推 進 事 業 費 1,500億円 1,000億円 50.0％

国民健康保険・後期高齢者医療制度関係事業費 約� 15,700億円 15,000億円 約� 4.7％
地 方 創 生 推 進 費 10,000億円 10,000億円 0.0％

地 域 デ ジ タ ル 社 会 推 進 費 1,500億円 2,000億円 △ 25.0％

地 域 社 会 再 生 事 業 費 4,200億円 4,200億円 0.0％
地 域 未 来 基 金 費（  仮 称 ） 4,000億円 －億円 皆増
公 債 費 約� 107,700億円 107,259億円 約� 0.4％
臨 時 財 政 対 策 債 償 還 基 金 費（ 仮 称 ） 8,376億円 －億円 皆増
維 持 補 修 費 約� 16,300億円 15,525億円 約� 5.0％
投 資 的 経 費 約� 124,500億円 121,133億円 約� 2.8％
直 轄 ・ 補 助 分 約� 56,900億円 57,496億円 約� △ 1.0％
単 独 分 約� 67,600億円 63,637億円 約� 6.2％
う ち 緊 急 防 災・ 減 災 事 業 費 5,000億円 5,000億円 0.0％
う ち 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 費 4,000億円 4,000億円 0.0％
う ち 脱 炭 素 化 推 進 事 業 費 1,000億円 1,000億円 0.0％
うち高等学校教育改革等推進事業費（ 仮称） 1,000億円 －億円 皆増

公 営 企 業 繰 出 金 約� 23,500億円 22,787億円 約� 3.1％
う ち 企 業 債 償 還 費 普 通 会 計 負 担 分 約� 12,400億円 12,394億円 約� 0.0％

水 準 超 経 費 44,800億円 37,700億円 18.8％
東
日
本

大
震
災
分

復 旧 ・ 復 興 事 業 費 約� 2,200億円 2,704億円 約� △ 18.6％
全 国 防 災 事 業 費 181億円 218億円 △ 17.0％

歳 出 合 計 約� 1,026,800億円 973,566億円 約� 5.5％
地 方 一 般 歳 出 約� 857,600億円 815,933億円 約� 5.1％

※�本表は、地方団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。
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令和８年度地方債計画については、物価高が継続する中、地方公共団体の官公需における適切な価格転嫁の取組の推進が求
められていることを踏まえ、道路や施設の改修等に係る投資的経費（単独）の確保への対応をするとともに、地方公共団体が
緊急に実施する防災・減災対策、公共施設等の適正管理、地域の脱炭素化、こども・子育て支援、自治体ＤＸ・地域社会ＤＸ
の推進、地域の実情に応じた高校教育改革、地域の活性化への取組等を着実に推進できるよう、所要の地方債資金の確保を図
ることとする。併せて、東日本大震災に関連する事業を円滑に推進できるよう、所要額についてその全額を公的資金で確保を
図ることとして、通常収支分、東日本大震災分のそれぞれについて策定している。

1　通常収支分
⑴　概況

総額は９兆４,738億円となり、前年度に比べて3,835億円、4.2％の増となっている。
このうち、普通会計分は６兆1,448億円で、前年度に比べて1,828億円、3.1％の増、公営企業会計等分は３兆3,290億円で、前

年度に比べて2,007億円、6.4％の増となっている。
⑵　高等学校教育改革等推進事業（仮称）の創設

地方公共団体が、高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン（仮称））を踏まえ、公立高校等における今後の社会・
経済の発展を支える人材育成に向けた取組を進められるよう、高等学校教育改革等推進事業（仮称）を創設することとし、
９００億円を計上している。

⑶　農業構造転換集中対策事業債（仮称）の創設
地方公共団体が、農業構造転換集中対策として国の「別枠予算」により実施する農業農村整備（農地の大区画化等）や共

同利用施設の再編集約・合理化に取り組んでいけるよう、農業構造転換集中対策事業債（仮称）を創設することとし、一般
補助施設整備等事業において１５３億円を計上している。

⑷　公営企業経営改善特例債（仮称）の創設
地方公共団体が、広域化等をはじめとする公営企業の経営改善の取組を円滑に行うことができるよう、これらの取組に伴

い公営企業に係る特別会計の廃止等を行う場合に必要となる一般会計の負担を平準化するため、公営企業経営改善特例債（仮
称）を創設（地方財政法を改正）することとし、一般事業において５０億円を計上している。

⑸　緊急防災・減災事業の推進
令和８年度以降も、地方公共団体が、引き続き喫緊の課題である防災・減災対策に取り組んでいけるよう、緊急防災・減

災事業を令和１２年度まで延長するとともに、対象事業を拡充（指定避難所における厨房設備、入浴設備及び洗濯設備の整備
等）することとし、5,000億円を計上している。

⑹　緊急自然災害防止対策事業の推進
令和８年度以降も、地方公共団体が、引き続き緊急に自然災害を防止するための社会基盤の整備に取り組んでいけるよう、

緊急自然災害防止対策事業を令和１２年度まで延長するとともに、対象事業を拡充（災害の発生予防、拡大防止のために実施
する橋梁の除却）することとし、4,000億円を計上している。

⑺　緊急浚渫推進事業の推進
地方公共団体が、緊急に河川等の浚渫を実施できるよう、1,100億円を計上している。

⑻　公共施設等の適正管理の推進
地方公共団体が、公共施設等の適正管理に積極的に取り組んでいけるよう、公共施設等適正管理推進事業において、対象

を拡充（集約化・複合化等に伴う公営住宅等の除却）することとし、4,500億円を計上している。
⑼　脱炭素化推進事業の推進

令和８年度以降も、地方公共団体が、引き続き地域脱炭素の取組を積極的に実施できるよう、脱炭素化推進事業を令和１２
年度まで延長するとともに、対象事業を拡充（空調等の各設備を個別に省エネルギー基準に適合させる改修等）することと
し、９００億円を計上している。

⑽　こども・子育て支援事業の推進
地方公共団体が、地域の実情に応じてこども・子育て支援機能強化のための施設整備・改修、施設の環境改善を速やかに

実施できるよう、４５０億円計上している。
⑾　デジタル活用推進事業の推進

地方公共団体が、デジタル技術を活用した行政運営の効率化・地域の課題解決等に向けて情報システムや情報通信機器等
の整備に取り組んでいけるよう、デジタル活用推進事業において、対象事業を拡充（サイバーセキュリティ対策の強化に必
要なシステムの整備）することとし、1,350億円（前年度に比べて４５０億円、５０. ０％増）を計上している。

⑿　過疎対策事業の推進
資材価格等の高騰による建設事業費の上昇を踏まえつつ、過疎地域の持続的発展に関する施策に取り組んでいけるよう、

令和８年度地方債計画について
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6,100億円（前年度に比べて２００億円、3.4％の増）を計上している。
⒀　地方公営企業による生活関連社会資本の整備の推進

上下水道の老朽化対策をはじめとする、住民生活に密接に関連した社会資本の整備を着実に推進できるよう、所要額を計
上している。

⒁　 地方債資金の確保
公的資金については、前年度と同程度の割合（全体の42.5％）を確保している。また、民間等資金については、その円滑

な調達を図るため、共同発行市場公募債としてグリーンボンドを発行するなど、市場公募地方債の発行を引き続き推進する
こととしている。

⒂　 財政融資資金の償還期限の延長
過疎対策事業のうち、保育所、児童館、認定こども園、高齢者保健福祉施設、障害者（児）福祉施設、市町村保健センター

及びこども家庭センターの整備について、償還期限（現行は１２年以内（据置期間３年以内））を以下のとおり延長することと
している。

① 利率見直し方式について、２５年以内（うち据置期間３年以内）。
② 固定金利方式について、公共施設マネジメント特別分に限り、２５年以内（うち据置期間３年以内）。

2　東日本大震災分
⑴　概況

復旧・復興事業として総額１６億円を計上している。
⑵　地方債資金の確保

東日本大震災分については、その所要額について全額を公的資金で確保することとしている。
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足止め火を止め足止め火を止め　　準備よし準備よし　　

　（2025年度全国統一防火標語）
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令和８年度地方債計画
（ 通  常  収  支  分 ）

（単位：億円、％）

項　　　　　　　　目 令和 ８ 年度
計画額（A）

令和 ７ 年度
計画額（B）

差引
（A）－（B） （C）

増減率
（C）/（B）×100

一 一 般 会 計 債
１ 公 共 事 業 等 15,765 15,908 △�  143 △�  0.9
２ 公 営 住 宅 建 設 事 業 1,083 1,100 △�  17 △�  1.5
３ 災 害 復 旧 事 業 1,127 1,127 0 0.0
４ 教 育 ・ 福 祉 施 設 等 整 備 事 業 6,726 5,723 1,003 17.5

⑴ 学 校 教 育 施 設 等 3,143 2,670 473 17.7
⑵ 社 会 福 祉 施 設 365 367 △�  2 △�  0.5
⑶ 一 般 廃 棄 物 処 理 1,989 1,603 386 24.1
⑷ 一 般 補 助 施 設 等 692 546 146 26.7
⑸ 施 設（ 一 般 財 源 化 分 ） 537 537 0 0.0

５ 一 般 単 独 事 業 28,125 26,625 1,500 5.6
⑴ 一 般 3,043 2,493 550 22.1
⑵ 地 域 活 性 化 690 690 0 0.0
⑶ 防 災 対 策 871 871 0 0.0
⑷ 地 方 道 路 等 3,921 3,221 700 21.7
⑸ 旧 合 併 特 例 1,400 2,500 △�  1,100 △�  44.0
⑹ 緊 急 防 災 ・ 減 災 5,000 5,000 0 0.0
⑺ 公 共 施 設 等 適 正 管 理 4,500 4,500 0 0.0
⑻ 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 4,000 4,000 0 0.0
⑼ 緊 急 浚 渫 推 進 1,100 1,100 0 0.0
⑽ 脱 炭 素 化 推 進 900 900 0 0.0
⑾ こ ど も ・ 子 育 て 支 援 450 450 0 0.0
⑿ デ ジ タ ル 活 用 推 進 1,350 900 450 50.0
⒀ 高 等 学 校 教 育 改 革 等 推 進 900 - 900 皆増

６ 辺 地 及 び 過 疎 対 策 事 業 6,700 6,490 210 3.2
⑴ 辺 地 対 策 600 590 10 1.7
⑵ 過 疎 対 策 6,100 5,900 200 3.4

７ 公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業 345 345 0 0.0
８ 行 政 改 革 推 進 700 700 0 0.0
９ 調 整 100 100 0 0.0

計 60,671 58,118 2,553 4.4
二 公 営 企 業 債
１ 水 道 事 業 7,912 7,339 573 7.8
２ 工 業 用 水 道 事 業 398 420 △�  22 △�  5.2
３ 交 通 事 業 1,652 1,584 68 4.3
４ 電 気 事 業 ・ ガ ス 事 業 173 260 △�  87 △�  33.5
５ 港 湾 整 備 事 業 634 618 16 2.6
６ 病 院 事 業・介 護 サ ー ビ ス 事 業 6,378 5,998 380 6.3
７ 市 場 事 業・と 畜 場 事 業 456 395 61 15.4
８ 地 域 開 発 事 業 991 1,346 △�  355 △�  26.4
９ 下 水 道 事 業 15,373 13,918 1,455 10.5
10 観 光 そ の 他 事 業 100 107 △�  7 △�  6.5

計 34,067 31,985 2,082 6.5
合　　　　　　　　　計 94,738 90,103 4,635 5.1

町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策
第3347号 2026年（令和 8年） 2月 2日　18

p16-21 3347 政策_地方債計画.indd   18p16-21 3347 政策_地方債計画.indd   18 2026/01/27   10:53:382026/01/27   10:53:38



（単位：億円、％）

（備　考）
　国の予算等貸付金債の（　）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を財源とするもので
あって外書である。
　農業構造転換集中対策事業債については、一般補助施設整備等事業の内数である。
　公営企業経営改善特例債については、一般事業の内数である。

その他同意等の見込まれる項目
1　�第１次国土強靱化実施中期計画に基づき推進が特に必要となる施策に係る直轄事業及び補助事業の地

方負担額に対して発行する防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債
2　地方税等の減収が生じることとなる場合において発行する減収補塡債
3　��公営企業の資金不足額が発生又は拡大することとなる場合において発行する令和６年能登半島地震減

収対策企業債
4　財政再生団体が発行する再生振替特例債
5　資金区分の変更等を行う場合において発行する借換債
6　国の補正予算又は予備費に伴う補正予算債

項　　　　　　　　目 令和 ８ 年度
計画額（A）

令和 ７ 年度
計画額（B）

差引
（A）－（B） （C）

増減率
（C）/（B）×100

三 臨 時 財 政 対 策 債 0 0 0 0.0
四 退 職 手 当 債 - 800 △ 800 △ 100.0
五 国 の 予 算 等 貸 付 金 債 （ 139 ） （ 176 ） （ △ 37 ） （ △ 21.0 ）

総　　　　　　　　計
（ 139 ） （ 176 ） （ △ 37 ） （ △ 21.0 ）

94,738 90,903 3,835 4.2

内
訳

普 通 会 計 分 61,448 59,620 1,828 3.1
公 営 企 業 会 計 等 分 33,290 31,283 2,007 6.4

資　　金　　区　　分
公 的 資 金 40,292 38,761 1,531 3.9

財 政 融 資 資 金 23,546 22,688 858 3.8
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 資 金 16,746 16,073 673 4.2

（ 国 の 予 算 等 貸 付 金 ） （ 139 ） （ 176 ） （ △ 37 ） （ △ 21.0 ）
民 間 等 資 金 54,446 52,142 2,304 4.4

市 場 公 募 34,000 32,600 1,400 4.3
銀 行 等 引 受 20,446 19,542 904 4.6

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）
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復旧・復興事業

（備　考）
　国の予算等貸付金債の（　）書は、国の予算等に基づく貸付金を財源とするものであって外書である。

その他同意等の見込まれる項目
1　�東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する一般補助施設

整備等事業債
2　�上記以外の東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する公

営企業債
3　上記以外の公営企業の事業区分において発行する震災減収対策企業債

（単位：億円、％）

項　　　　　　　　目 令和 ８ 年度
計画額（A）

令和 ７ 年度
計画額（B）

差引
（A）－（B） （C） 

増減率
（C）/（B）×100

一　　般　　会　　計　　債
公 営 住 宅 建 設 事 業 8 10 △ 2 △ 20.0
災 害 復 旧 事 業 1 1 0 0.0
一 般 単 独 事 業 2 1 1 100.0

公　　営　　企　　業　　債
水 道 事 業 4 3 1 33.3
下 水 道 事 業 1 - 1 皆増

国　の　予　算　等　貸　付　金　債 （ 1 ） （ 1 ） （ 0 ） （ 0.0 ）

総　　　　　　　計
（ 1 ） （ 1 ） （ 0 ） （ 0.0 ）

16 15 1 6.7

内
訳

普 通 会 計 分 10 11 △ 1 △ 9.1
公 営 企 業 会 計 等 分 6 4 2 50.0

資
金
区
分

公 的 資 金
財 政 融 資 資 金 12 11 1 9.1
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 資 金 4 4 0 0.0

（ 国 の 予 算 等 貸 付 金 ） （ 1 ） （ 1 ） （ 0 ） （ 0.0 ）

令和８年度地方債計画
（ 東 日 本 大 震 災 分 ）

お電話の際には、車検証をお手元にご用意ください

●「車両共済（保険)制度」は、全国町村職員生活協同組合と損害保険ジャパン株式会社とが集団扱契約を締結し、実施しているものです。
●集団扱としてご契約いただけるのは、保険契約者および被保険者が損保ジャパンの定める条件を満たす場合のみとなります。
　このご案内は概要を説明したものです。詳細については、取扱代理店（千里）までお問い合わせください。

●お見積りのご請求・お申込み・お問い合わせなどは、下記までご連絡ください●

〈車両保険引受保険会社〉損害保険ジャパン株式会社

03-3519-73250120-731-087
（受付時間：祝日、年末年始を除く月～金　午前９時30分～午後５時）

FAXTEL

株式会社　千 里（取扱代理店）
〒100-0014  東京都千代田区永田町1-11-32  全国町村会館西館内
●ホームページアドレス　https://www.chisato-ag.co.jp/

車両共済（保険）のご案内車両共済（保険）のご案内
この車両共済（保険）は、町村生協の自動車共済で補償する対人賠償、対物賠償、限定
搭乗者傷害等に加え「ご自身のおクルマの補償（車両保険）」を追加する制度です。
お車が衝突した場合や台風 ・ いたずら ・ 盗難など偶然な事故で損害を被ったときに、
共済（保険）金をお支払いします。

SJ23-05507（2023.8.1作成）

町 村 週 報（第三種郵便物認可）
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（参考２）地方債資金の構成内訳（通常収支分と東日本大震災分の合計）

（参考１）通常分・特別分の状況（通常収支分と東日本大震災分の合計）
（単位：億円、％）

区　　　　分 令和 ８ 年度
（A）

令和 ７ 年度
 （B）

増減額
（A）－（B） （C）

増減率
（C）/（B）×100

普 通 会 計 分 61,458 59,631 1,827  3.1

通 常 分 53,758 51,131 2,627  5.1

特 別 分 7,700 8,500 △ 800 △ 9.4

臨 時 財 政 対 策 債 0 0 0  0.0

財 源 対 策 債 7,600 7,600 0  0.0

退 職 手 当 債 - 800 △ 800 △ 100.0

調 整 100 100 0  0.0

公 営 企 業 会 計 等 分 33,296 31,287 2,209  6.4

総 計 94,754 90,918 3,836 △ 4.2

通 常 分 87,054 82,418 4,636  5.6

特 別 分 7,700 8,500 △ 800 △ 9.4

（注）1　公営企業会計等分はすべて通常分である。
　　 2　財源対策債については、公共事業等債等の内数である。

（単位：億円、％）

区　　　分
令和８年度計画 令和７年度計画 差　引

（A）－（B）
　（C）

増減率
（C）/（B）
×100（A） 構成比 （B） 構成比

公 的 資 金 40,308 42.5 38,776 42.6 1,532 4.0

財 政 融 資 資 金 23,558 24.9 22,699 25.0 859 3.8

地方公共団体金融機構資金 16,750 17.7 16,077 17.7 673 4.2

（ 国 の 予 算 等 貸 付 金 ） （ 140 ） - （ 177 ） - （ △ 37 ） （ △ 20.9 ）

民 間 等 資 金 54,446 57.5 52,142 57.4 2,304 4.4

市 場 公 募 34,000 35.9 32,600 35.9 1,400 4.3

銀 行 等 引 受 20,446 21.6 19,542 21.5 904 4.6

合　　　　　計 94,754 100.0 90,918 100.0 3,836 4.2

（注）１　�市場公募地方債については、借換債を含め６兆3,600億円（前年度比△500億円、0.8％減）を予定している。
	 ２　�国の予算等貸付金の（　）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を財源とするもので

あって合計には含めていない。 お電話の際には、車検証をお手元にご用意ください

●「車両共済（保険)制度」は、全国町村職員生活協同組合と損害保険ジャパン株式会社とが集団扱契約を締結し、実施しているものです。
●集団扱としてご契約いただけるのは、保険契約者および被保険者が損保ジャパンの定める条件を満たす場合のみとなります。
　このご案内は概要を説明したものです。詳細については、取扱代理店（千里）までお問い合わせください。

●お見積りのご請求・お申込み・お問い合わせなどは、下記までご連絡ください●

〈車両保険引受保険会社〉損害保険ジャパン株式会社

03-3519-73250120-731-087
（受付時間：祝日、年末年始を除く月～金　午前９時30分～午後５時）

FAXTEL

株式会社　千 里（取扱代理店）
〒100-0014  東京都千代田区永田町1-11-32  全国町村会館西館内
●ホームページアドレス　https://www.chisato-ag.co.jp/

車両共済（保険）のご案内車両共済（保険）のご案内
この車両共済（保険）は、町村生協の自動車共済で補償する対人賠償、対物賠償、限定
搭乗者傷害等に加え「ご自身のおクルマの補償（車両保険）」を追加する制度です。
お車が衝突した場合や台風 ・ いたずら ・ 盗難など偶然な事故で損害を被ったときに、
共済（保険）金をお支払いします。

SJ23-05507（2023.8.1作成）

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策
第3347号21　2026年（令和 8年） 2月 2日
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令和８年度地方税制改正について

１ 　個人住民税

◎　個人住民税の控除額等
○�　給与所得控除の最低保障額を74万円（現行：65万円）に引き上げる。
※ 令和９年度分の個人住民税から適用（引上げ額９万円のうち、５万円は２年間の時限措置） 

○　ひとり親控除の控除額を33万円（現行：30万円）に引き上げる。
※ 令和10年度分の個人住民税から適用

○�　個人住民税の非課税限度額や基礎控除等については、「地域社会の会費」的な性格を踏まえ、所得税の諸控除の見直し
のほか、地方税財源への影響や税務手続の簡素化の観点等を総合的に勘案し、地方公共団体の意見を踏まえつつ、必要な
対応を検討する。

◎　道府県民税利子割に係る清算制度の導入 
○�　インターネット銀行等の利用拡大を踏まえ、金融機関が口座所在地の都道府県に税を納入する現行の仕組みは維持しつ
つ、都道府県間で個人に係る所得金額を基準に税収帰属を調整する清算制度を導入 
※１ 利子割税収（清算後）の６割は都道府県が市区町村に交付
※２ 令和８年度分の利子割から適用 

◎　ふるさと納税制度の見直し
○�　特例控除額について、193万円（給与収入１億円相当）（※１）を上限として新たに設定
※１ 438万円を寄附した場合の特例控除額。寄附額に上限はない。（特例控除額の上限を超えた場合であっても、基本分の控除の適用あり）
※２ 令和９年寄附分から適用

○　 寄附金のうち地方公共団体が活用できる財源の割合を60％以上と設定（※３）するとともに、使途を公表
※３ 令和８年指定から段階的に適用（R8：52.5％、R9：55％、R10：57.5％、R11：60％） 

○�　指定取消期間を３年以内（現行：２年）とするとともに、最大５年前（現行：最大２年前）の違反事案について取消対
象とする
※４ 令和８年４月１日から施行（一部、同年10月１日施行） 

２ 　自動車関係諸税

◎　環境性能割の廃止
○�　米国関税措置の影響を緩和し、国内自動車市場の活性化を図るとともに、自動車ユーザーの取得時における負担を軽減、
簡素化するため、令和７年度末をもって環境性能割を廃止
○�　地方税の減収分については、安定財源を確保するための具体的な方策を検討し、それまでの間、国の責任で手当　
※ 令和７年度税収（地財ベース）：1,889億円（うち都道府県分：890億円、市町村分：999億円）

◎　自動車税及び軽自動車税のあり方
○�　令和10年度以後における自動車税及び軽自動車税のあり方については、重量及び環境性能に応じた公平・中立・簡素な
税負担の仕組み等について検討し、令和９年度税制改正において結論を得る。
○�　電気自動車（EV・FCV）の乗用車に最低税率（自家用：25,000円）を一律に適用する自動車税の取扱いを見直し、電
気自動車の乗用車に対して「車両重量」に応じた課税方式を導入
※ 具体的な税率等は上記の検討と併せて令和９年度税制改正で決定し、令和10年度以後の新車から導入 

◎　軽油引取税等の当分の間税率の廃止
○　軽油引取税の当分の間税率を令和８年４月１日に廃止
○�　暫定税率の廃止に係る安定財源確保（約5,000億円）が完成するまでの間、地方の財政運営に支障が生じないよう、地
方財政措置において適切に対応

3 　都市・地方の持続可能な発展のための地方税体系の構築
○�　特に偏在度の高い地方法人課税における税源の偏在を是正する追加的な措置として、新たに法人事業税資本割を特別法
人事業税・譲与税の対象とするとともに、所得割・収入割に係る特別法人事業税・譲与税の割合を高めるなどの措置を検
討し、令和９年度税制改正において結論を得る。
○�　東京都が課税する特別区の土地に係る固定資産税について、著しく税収が偏在している状況に鑑み、その課税の仕組み
や、東京都と特別区の事務配分の特例、都区財政調整制度といった東京都特有の制度への影響等を踏まえつつ、必要な措
置を検討し、令和９年度以降の税制改正において結論を得る。
※ 特別区における固定資産税は東京都が課税し、その税収の56％は都区財政調整制度により特別区に交付されている。 

町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

令和８年度税制改正の大綱（令和７年12月26日閣議決定）のうち、地方税関係の概要は以下のとおり。

第3347号 2026年（令和 8年） 2月 2日　22
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4 　主な税負担軽減措置
○�　大胆な設備投資の促進に向けた税制（法人住民税・法人事業税）
　�　法人税において大胆な設備投資の促進に向けた税制が創設されることに伴い、法人住民税・法人事業税において法人税
に準ずる措置を講ずる。
○�　新築住宅に係る特例措置の拡充・延長（固定資産税）
　�　床面積要件の下限を40㎡以上（現行：50㎡以上）に引き下げるとともに、一定の災害ハザードエリアを特例対象外とす
る立地要件の見直しを行った上、適用期限を５年延長
○　バリアフリー改修が行われた劇場や音楽堂等に係る特例措置の拡充・延長（固定資産税・都市計画税）
　�　対象を特別特定建築物全般に広げ、特例率（現行：１／３）を市町村の判断により１／２まで拡充できることとした上、
適用期限を３年延長
○　再生可能エネルギー発電設備に係る特例措置の拡充・延長（固定資産税）
　�　ペロブスカイト太陽電池及び洋上風力発電設備に係る特例率を拡充するなど重点化を図った上、適用期限を３年延長
○　物流総合効率化法の認定計画に基づき取得した事業用資産に係る特例措置の拡充・延長（固定資産税）
　�　対象を中継輸送機能等を有し、広く共同利用可能な物流拠点施設とした上、適用期限を２年延長
○　令和６年能登半島地震に係る特例措置の延長（固定資産税・都市計画税）
　�　現行の適用期間終了後も被災者支援を継続するため、適用期限を２年延長
○　重点医師偏在対策支援区域で承継・開業する診療所に係る特例措置の創設（不動産取得税）
　�　重点医師偏在対策支援区域のうち一定の区域において、国の補助を受けて承継・開業する診療所の用に供する不動産に
ついて、課税標準を価格の１／２とする特例措置を創設

5 　その他

◎　物価上昇に合わせた公的制度の基準額・閾値の点検の結果を踏まえた見直し
○　物価指数等の上昇を踏まえ、不動産取得税等の免税点を引き上げる。

◎　納税証明書等のデジタル化
○�　納税証明書等について、eLTAX及びマイナポータルの更改・改修スケジュール等を考慮しつつ、電子的に送付する仕
組みの導入に向けた取組みを進める。

◎　屋外分煙施設等の整備の促進
○�　望まない受動喫煙対策の推進や今後の地方たばこ税の継続的かつ安定的な確保の観点から、駅前・商店街・公園等の場
所における屋外分煙施設等の整備について、地方公共団体がその重要性を認識し、地方たばこ税の活用を含め、民間事業
者への助成制度の創設その他の必要な予算措置を講ずるなど積極的に取り組むよう、各地方公共団体の整備方針や実施状
況等の把握を行いつつ、より一層促すこととする。

町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策
第3347号23　2026年（令和 8年） 2月 2日
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の
構
築
」、「
Ⅱ
．
物
価
上
昇
を
上
回
る

賃
上
げ
の
普
及
・
定
着
に
向
け
た
三
位
一

体
の
労
働
市
場
改
革
の
推
進
と
多
様
な
人

材
の
活
躍
促
進
」、「
Ⅲ
．
包
摂
的
な
地
域

共
生
社
会
の
実
現
等
」
を
柱
に
予
算
措
置

が
行
わ
れ
た
。

Ⅰ
．
社
会
の
構
造
変
化
に
対
応
し
た
保

健
・
医
療
・
介
護
の
構
築
で
は
、「
医
療
・

介
護
・
障
害
福
祉
分
野
の
賃
上
げ
・
経
営

の
安
定
・
人
材
確
保
等
」、「
地
域
医
療
・

介
護
の
提
供
体
制
の
確
保
」、「
創
薬
力
等

強
化
に
向
け
た
医
薬
品
・
医
療
機
器
等
の

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進
、
安
定
供
給
や

品
質
・
安
全
性
の
確
保
等
」、「
医
療
・
介

護
分
野
に
お
け
る
D
X
の
推
進
、『
攻
め

の
予
防
医
療
』
の
推
進
等
」、「
難
病
・
移

植
医
療
・
肝
炎
対
策
の
推
進
等
」、「
感
染

症
対
策
の
体
制
強
化
、
国
際
保
健
へ
の
戦

略
的
取
組
等
」、「
安
定
的
で
持
続
可
能
な

医
療
保
険
制
度
の
運
営
確
保
」
に
関
す
る

予
算
が
計
上
さ
れ
た
。
特
に
、診
療
報
酬
・

薬
価
等
改
定
が
増
額
さ
れ
た
ほ
か
、
介
護

報
酬
改
定
及
び
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
報

酬
改
定
に
つ
い
て
は
、
令
和
９
年
度
を
待

た
ず
に
、
期
中
改
定
が
実
施
さ
れ
る
。

Ⅱ
．
物
価
上
昇
を
上
回
る
賃
上
げ
の
普

及
・
定
着
に
向
け
た
三
位
一
体
の
労
働
市

場
改
革
の
推
進
と
多
様
な
人
材
の
活
躍
促

進
で
は
、「
賃
上
げ
支
援
、
非
正
規
雇
用

労
働
者
へ
の
支
援
」、「
リ
・
ス
キ
リ
ン
グ
、

ジ
ョ
ブ
型
人
事
、
労
働
移
動
の
円
滑
化
の

推
進
」、「
人
材
確
保
の
支
援
」、「
多
様
な

人
材
の
活
躍
促
進
と
職
場
環
境
改
善
に
向

け
た
取
組
等
」、「
女
性
の
活
躍
促
進
」
に

関
す
る
予
算
が
計
上
さ
れ
た
。
特
に
、
深

刻
化
す
る
人
手
不
足
へ
の
対
応
や
、
就
職

氷
河
期
世
代
、
障
害
者
や
高
齢
者
等
多
様

な
人
材
の
活
躍
促
進
に
係
る
項
目
が
大
幅

に
拡
充
さ
れ
た
。

Ⅲ
．
包
摂
的
な
地
域
共
生
社
会
の
実
現

等
で
は
、「
地
域
共
生
社
会
の
実
現
等
」、

「
安
心
で
き
る
年
金
制
度
の
確
立
」、「
戦

没
者
の
慰
霊
・
戦
没
者
遺
族
等
の
援
護
の

推
進
」、「
被
災
者
・
被
災
施
設
の
支
援
等
」

に
関
す
る
予
算
が
計
上
さ
れ
た
。

な
お
、
令
和
８
年
度
は
、
子
ど
も
・
子

育
て
支
援
、
医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
体
制
改
革
、
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金

の
支
給
等
の
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
に

よ
る
「
社
会
保
障
の
充
実
」
に
２
兆
７
、

９
８
７
億
円
（
国
と
地
方
の
合
計
額
。
一

部
こ
ど
も
家
庭
庁
に
計
上
。
一
部
他
省
庁

分
を
含
む
）
の
予
算
が
充
て
ら
れ
た
。
ま

た
、
令
和
８
年
度
の
消
費
税
増
収
額
17
・

6
兆
円
（
国
と
地
方
の
合
計
額
）
の
使
途

は
、「
基
礎
年
金
国
庫
負
担
割
合
の
２
分

の
１
」
に
３
・
５
兆
円
、「
社
会
保
障
の

充
実
」
に
４
・
１
兆
円
、「
消
費
税
率
引

上
げ
に
伴
う
社
会
保
障
4
経
費
の
増
」
に

0
・
63
兆
円
、「
後
代
へ
の
負
担
の
つ
け

回
し
の
軽
減
」
に
８
・
８
兆
円
と
な
っ
て

い
る
。

【
国
民
健
康
保
険
制
度
関
係
】　

令
和
８
年
度
政
府
予
算
案
に
お
け
る
国

民
健
康
保
険
関
係
助
成
費
の
総
額
は
、
前

年
度
予
算
額
か
ら
７
３
８
億
円
増
の
３
兆

４
、
９
９
１
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

市
町
村
国
保
の
給
付
費
等
に
必
要
な
経

費
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
予
算
額
か
ら
６

３
４
億
円
増
の
３
兆
２
、
２
４
６
億
円
が

計
上
さ
れ
た
。
こ
の
う
ち
、
医
療
保
険
給
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付
諸
費
及
び
介
護
保
険
制
度
運
営
推
進
費

に
つ
い
て
は
、
医
療
費
の
自
然
増
を
見
込

み
つ
つ
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
金
制
度

の
創
設
及
び
介
護
保
険
の
給
付
増
等
を
踏

ま
え
、
前
年
度
予
算
額
か
ら
644


億
円

増
の
３
兆
２
、
１
２
４
億
円
が
計
上
さ
れ

た
ほ
か
、健
康
増
進
対
策
費
に
つ
い
て
は
、

国
保
法
の
規
定
に
よ
り
、
市
町
村
が
行
う

特
定
健
康
診
査
・
特
定
保
健
指
導
に
要
す

る
費
用
の
３
分
の
１
相
当
分
と
し
て
１
２

２
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

保
険
者
努
力
支
援
制
度
に
つ
い
て
は
、

更
に
予
防
・
健
康
づ
く
り
を
強
力
に
推
進

す
る
た
め
、
令
和
８
年
度
は
３
８
０
億
円

が
計
上
さ
れ
、「
社
会
保
障
の
充
実
」
関

係
経
費
の
う
ち
保
険
者
努
力
支
援
分
９
１

２
億
円
と
合
わ
せ
て
１
、
２
９
２
億
円
の

計
上
と
な
っ
た
。

ま
た
、
子
育
て
世
帯
へ
の
経
済
的
負
担

軽
減
の
観
点
か
ら
、
令
和
4
年
度
か
ら
実

施
さ
れ
た
未
就
学
児
に
係
る
保
険
料
の
均

等
割
額
の
軽
減
措
置
（
国
負
担
分
と
し
て

42
億
円
を
計
上
）
や
、
令
和
5
年
度
か
ら

実
施
さ
れ
た
出
産
す
る
被
保
険
者
に
係
る

産
前
産
後
期
間
相
当
分
の
均
等
割
保
険
料

及
び
所
得
割
保
険
料
の
免
除
（
国
負
担
分

と
し
て
８
億
円
を
計
上
）
に
加
え
、
令
和

６
年
度
か
ら
実
施
さ
れ
た
こ
ど
も
医
療
費

助
成
に
係
る
国
民
健
康
保
険
の
国
庫
負
担

の
減
額
調
整
措
置
の
廃
止
に
係
る
費
用
と

し
て
、
38
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

【
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
関
係
】

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
関
係
経
費
は
、

前
年
度
予
算
額
か
ら
２
、
０
７
５
億
円
増

の
６
兆
３
、６
４
５
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

内
訳
と
し
て
は
、
①
定
率
国
庫
負
担
、

高
額
医
療
費
に
対
す
る
国
の
負
担
及
び
財

政
安
定
化
基
金
へ
の
国
の
拠
出
分
が
４
兆

７
、
１
７
３
億
円
、
②
後
期
高
齢
者
医
療

財
政
調
整
交
付
金
が
1
兆
５
、
２５

８
億

円
、
③
健
康
診
査
（
歯
科
健
診
含
む
）
及

び
特
別
高
額
医
療
費
共
同
事
業
に
つ
い
て

の
補
助
が
52
億
円
、
④
後
期
高
齢
者
医
療

広
域
連
合
電
算
処
理
シ
ス
テ
ム
の
保
守
管

理
等
に
係
る
国
民
健
康
保
険
団
体
連
合
会

及
び
国
民
健
康
保
険
中
央
会
向
け
の
補
助

が
９
億
円
、
⑤
東
電
福
島
原
発
事
故
の
旧

避
難
指
示
区
域
等
の
被
保
険
者
に
対
す
る

一
部
負
担
金
の
免
除
及
び
保
険
料
の
減
免

に
係
る
費
用
に
つ
い
て
の
補
助
が
2
億
円

と
な
っ
て
い
る
。

【
老
人
保
健
福
祉
関
係
】

老
人
保
健
福
祉
関
係
予
算
は
、
前
年
度

予
算
比
１
・
３
％
（
４
７
７
億
円
）
増
の

３
兆
７
、
１
４
２
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

こ
の
う
ち
、
介
護
を
必
要
と
す
る
高
齢

者
の
増
加
に
伴
う
在
宅
・
施
設
等
介
護

サ
ー
ビ
ス
を
確
保
す
る
た
め
、
各
市
町
村

に
お
け
る
介
護
給
付
及
び
予
防
給
付
に
要

す
る
介
護
給
付
費
負
担
金
と
し
て
２
兆

４
、
７
３
６
億
円
、
介
護
給
付
費
財
政
調

整
交
付
金
６
、
７
７
１
億
円
、
第
２
号
保

険
料
国
庫
負
担
金
２
、
４
２
７
億
円
、
介

護
保
険
の
第
１
号
保
険
料
の
低
所
得
者

軽
減
措
置
５
９
５
億
円
が
予
算
措
置
さ

れ
た
。

ま
た
、
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総

合
事
業
等
の
推
進
に
対
し
て
１
、
５
５
３

億
円
、
市
町
村
で
実
施
す
る
包
括
的
支
援

事
業
の
推
進
に
対
し
て
２５

４
億
円
、
保

険
者
機
能
強
化
推
進
交
付
金
等
に
よ
る

保
険
者
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
推
進
に
対
し

て
２
９
５
億
円
、
加
え
て
、
地
域
の
実
情

に
応
じ
た
介
護
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
に
向

け
た
取
組
の
推
進
と
し
て
、
離
島
・
中
山

間
地
域
等
サ
ー
ビ
ス
確
保
対
策
事
業
に
対

し
て
２
、
０００


万
円
な
ど
、
地
域
包
括

ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
更
な
る
深
化
・
推
進
と

し
て
計
２
、
１
３
０
億
円
が
予
算
措
置
さ

れ
た
。

介
護
人
材
の
確
保
に
つ
い
て
は
89
億

円
が
予
算
措
置
さ
れ
た
。
訪
問
介
護
等

サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
確
保
支
援
、
地
域
の

ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
提
供
体
制
確
保
支

援
な
ど
、
介
護
人
材
の
「
参
入
促
進
」、

「
資
質
の
向
上
」、「
労
働
環
境
・
処
遇
の

改
善
」
を
図
る
た
め
の
多
様
な
取
組
を
支

援
す
る
。

そ
し
て
、
介
護
分
野
に
お
け
る
Ｄ
Ｘ
・

科
学
的
介
護
の
推
進
、
生
産
性
向
上
の
取

組
を
通
じ
た
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上

等
と
し
て
28
億
円
が
予
算
措
置
さ
れ
て

い
る
。

加
え
て
、「
共
生
社
会
の
実
現
を
推
進

す
る
た
め
の
認
知
症
基
本
法
」
と
令
和
６

年
12
月
に
閣
議
決
定
し
た
「
認
知
症
施
策

推
進
基
本
計
画
」
に
基
づ
い
た
地
域
共
生

社
会
の
実
現
に
向
け
た
認
知
症
施
策
の
総

合
的
な
推
進
と
し
て
１
２５

億
円
が
予
算

措
置
さ
れ
た
。

こ
の
ほ
か
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制

の
整
備
、
防
災
・
減
災
対
策
の
推
進
と
し

て
２
１
２
億
円
を
計
上
、
地
域
密
着
型
特

別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
等
の
地
域
密
着
型

サ
ー
ビ
ス
施
設
の
整
備
費
や
、
介
護
施
設

等
（
広
域
型
を
含
む
）
の
開
設
準
備
経
費
、

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
に
お
け
る
多
床

室
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
の
た
め
の
改

修
等
に
必
要
な
経
費
に
つ
い
て
支
援
を

行
う
。
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（単位：億円）

区　　　　　　分
令和７年度
予　算　額
　  （Ａ）（※１）

令和８年度
予　算　額

（Ｂ）

増加額
（Ｃ）

（Ｂ－Ａ）
伸率

（Ｃ／Ａ）

一　　　般　　　会　　　計 343,064 350,433（※２） 7,369 2.1％

社会保障関係費（※３） 339,883 347,088 7,205（※４） 2.1％

その他の経費 3,181 3,345 164 5.2％

年 金 特 別 会 計 721,786 744,280 22,494 3.1％

労 働 保 険 特 別 会 計 33,158 34,292 1,134 3.4％
子ども・子育て支援特別会計

（育児休業等給付勘定） 10,616 10,966 350 3.3％

東日本大震災復興特別会計 82 95 13 16.0％

［計数整理の結果、異同を生ずることがある。］
（※１）令和７年度予算額は当初予算額である。
（※２）年金スライド分2,368億円を含んでいる。
（※３）年金・医療・介護・雇用・福祉等の経費であり、義務的経費以外に裁量的経費も含まれる。
（※４）政府全体の社会保障関係費（こども家庭庁等の所管分を含む）の伸びは7,621億円。
（注）�各特別会計の額は、それぞれの勘定の歳出額の合計額から他会計・他勘定への繰入分を除いた純計額である。また、計数は、それぞれ四捨五入によっているので、�

端数において合計と合致しないものがある。

令和８年度 厚生労働省予算の全体像

（単位：億円）

事　項 事業内容 令和８年度
予　算　額

（参考）
令和７年度

予算額

子ども・子育て支援 子ども・子育て支援新制度の着実な実施・社会的養育の充実（注３） 前年同額 7,000
育児休業中の経済的支援の強化（注４） 前年同額 979

医
療
・
介
護

医療・介護サービス
の提供体制改革

病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等
・地域医療介護総合確保基金（医療分）
・診療報酬改定における消費税増収分等の活用分

960
1,563

909
1,615

地域包括ケアシステムの構築
・�平成27年度介護報酬改定における消費税増収分等の活用分（介護職

員の処遇改善等）
・在宅医療・介護連携、認知症施策の推進など地域支援事業の充実
・地域医療介護総合確保基金（介護分）
・令和4年度における介護職員の処遇改善
・令和6年度における介護職員の処遇改善

前年同額

508
430

前年同額
前年同額

1,196

414
524
752
689

医療・介護保険
制度の改革

国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充·子どもに係る国民健
康保険料等の均等割額の減額措置 前年同額 693

被用者保険の拠出金等に対する支援 前年同額 900
70歳未満の高額療養費制度の改正 前年同額 248
介護保険の第１号保険料の低所得者軽減強化 前年同額 1,190
介護保険保険者努力支援交付金 前年同額 200
国民健康保険への財政支援の拡充

（低所得者数に応じた財政支援、保険者努力支援制度等） 前年同額 3,816

国民健康保険の産前産後保険料の免除 前年同額 15
こども医療費助成に係る国民健康保険の減額調整措置の廃止 前年同額 47

難病・小児慢性
特定疾病への対応 難病・小児慢性特定疾病に係る公平かつ安定的な制度の運用等 前年同額 2,089

年　金
年金受給資格期間の25年から10年への短縮 前年同額 644
年金生活者支援給付金の支給 前年同額 3,958
遺族基礎年金の父子家庭への対象拡大 110 108

合　計 27,987 27,986
（注１） 金額は公費（国及び地方の合計額）。計数は、四捨五入の関係により、端数において合計と合致しないものがある。
（注２）�消費税増収分（2.4兆円）と社会保障改革プログラム法等に基づく重点化・効率化による財政効果（△ 0.4兆円）を活用し、

上記の社会保障の充実（2.8兆円）の財源を確保。
（注３）「子ども・子育て支援新制度の着実な実施・社会的養育の充実」の国費分については全額こども家庭庁に計上。
（注４）「育児休業中の経済的支援の強化 」の国費分については他省庁分を含む。

令和８年度における「社会保障の充実」（概要）
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１．国民健康保険関係予算
（単位：億円）

項　　　　　　目 令和８年度 
予　算　額 備　　　　　　考

国民健康保険関係助成費総計 34,991 　
市町村等の国民健康保険助成に必要な経費 32,246 　
１．医療保険給付諸費 29,910 　

⑴国民健康保険療養給付費等負担金 16,026 　
・療養給付費負担金 13,628
・保険基盤安定等負担金 2,398 子ども・子育て支援納付金に係る国庫補助を計上

⑵国民健康保険後期高齢者医療費支援金負担金 5,440 子ども・子育て支援納付金に係る国庫補助を計上
⑶国民健康保険財政調整交付金 5,623 　
⑷�国民健康保険後期高齢者医療費支援金財政調整交付金 1,530 子ども・子育て支援納付金に係る国庫補助を計上
⑸�国民健康保険保険者努力支援交付金 1,292

２．介護保険制度運営推進費 2,214 　
⑴国民健康保険介護納付金負担金 1,728 　
⑵国民健康保険介護納付金財政調整交付金 486 　

３．健康増進対策費 122 　
⑴国民健康保険特定健康診査・保健指導負担金 122 　

国民健康保険団体に必要な経費 24 　
⑴国民健康保険団体連合会等補助金 16
⑵国民健康保険制度関係業務事業費補助金 9

2．後期高齢者医療制度関係予算
（単位：億円）

項　　　　　　目 令和８年度 
予　算　額 備　　　　　　考

後期高齢者医療制度関係予算 63,645 　
一 般 会 計 63,642 　

⑴後期高齢者医療給付費等負担金 47,173 　
・後期高齢者医療給付費負担金 45,760 　
・高額医療費等負担金 1,413 ・�高額医療費負担分　1,338.0億円（令和７年度 1,269.3億円）

・�財政安定化基金負担分子ども子育て支援納付金に係る
国庫補助を計上　74.8億円（令和７年度 71.9億円）

⑵後期高齢者医療財政調整交付金 15,258 ・子ども子育て支援納付金に係る国庫補助を計上

⑶高齢者医療特別負担調整交付金 200 ・�拠出金負担が重い健康保険組合等の対象を拡大し、拡
大分に該当する保険者の負担軽減を図るための経費

⑷後期高齢者医療制度事業費補助金 52 ・健康診査（歯科健診含む）に要する経費
	 42.2億円	（令和７年度 41.1億円）
・特別高額医療費共同事業に要する経費
	 10.0億円	（令和７年度 10.0億円）

⑸後期高齢者医療制度関係業務事業費補助金 9 ・�後期高齢者医療広域連合電算処理システムの保守管理
等に要する経費等（国民健康保険団体連合会・国民健
康保険中央会向け）

⑹高齢者医療制度円滑運営事業費補助金 0

⑺高齢者医療運営円滑化等補助金 950 （高齢者医療支援金等負担金助成事業費）
・�後期高齢者支援金等の拠出金負担が重い健康保険組合

等の負担緩和を図るための経費（健保組合等向け）
東日本大震災復興特別会計 2

⑴後期高齢者医療災害臨時特例補助金 2 ・�一部負担金免除分　1.5億円	（令和７年度 1.7億円）
・保険料免除分　　　0.9億円（ 　　〃　   1.1億円）
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（単位：億円）

項　　　　　　目 令和８年度
予　算　額 備　　　　　　考

１�．介護保険制度による介護サービスの確保等（一部
社会保障の充実）

　⑴介護保険制度による介護サービスの確保
　　・介護給付費負担金
　　・介護給付費財政調整交付金
　　・第２号保険料国庫負担金
　⑵�介護保険の１号保険料の低所得者軽減措置（社会

保障の充実）

34,598

33,934
24,736
6,771
2,427

595

・�地域包括ケアシステムの実現に向け、介護を必要とす
る高齢者の増加に伴い、在宅サービス、施設サービス
等の提供に必要な経費を確保する。

２�．地域包括ケアシステムの更なる深化・推進
　⑴地域支援事業の推進（一部社会保障の充実）
　　・�介護予防・日常生活支援総合事業等の推進（一

部社会保障の充実）
　　・包括的支援事業の推進（社会保障の充実）
　⑵地域づくり加速化事業
　⑶�保険者機能強化推進交付金等による保険者インセ

ンティブの推進（一部社会保障の充実）
　⑷�保険者による自立支援、重度化防止、介護予防の

横展開
　⑸高齢者地域福祉推進事業（老人クラブへの助成）
　⑹全国健康福祉祭（ねんりんピック）事業
　⑺高齢者生きがい活動促進事業
　⑻在宅医療・介護連携推進支援事業
　⑼高齢者住まい・生活支援伴走支援事業
　⑽離島・中山間地域等サービス確保対策事業

2,130
1,807
1,553

254
0.76

295

0.59

23
1.0
0.17
0.45
0.20
0.20

・�地域包括ケアシステムの実現に向けて、高齢者の社会
参加・介護予防に向けた取組、配食・見守り等の生活
支援体制の整備、切れ目のない在宅医療と介護の連携
及び認知症の方への支援等を一体的に推進する。

３�．介護人材の確保
　⑴�地域医療介護総合確保基金（介護従事者の確保分）

（社会保障の充実）
　⑵介護職員処遇改善加算等の取得促進支援事業

89
86

3.0
４�．介護分野におけるDX・科学的介護の推進、生産性

向上の取組を通じた介護サービスの質の向上等
　⑴科学的介護情報システム（LIFE）の運用等
　⑵科学的介護に向けた質の向上支援等事業
　⑶介護サービス情報公表システム整備等事業
　⑷�介護テクノロジー開発等加速化事業
　⑸介護テクノロジー導入支援事業
　⑹介護事業所における生産性向上推進事業
　⑺ケアプランデータ連携システム構築事業
　⑻小規模事業者等の協働化に係る伴走支援事業

28

3.6
0.39
3.8
3.2

86億円の内数
1.2
1.7
0.6

５�．認知症施策の総合的な推進
　⑴�共生社会の実現を推進するための認知症基本法に

基づく都道府県・市町村の認知症施策推進計画の
策定支援

　⑵認知症に係る地域支援事業の推進（再掲）
　⑶認知症施策の総合的な取組
　⑷認知症研究の推進

125
0.23

88億円の内数
22
13

・�「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」と
令和６年12月に閣議決定した「認知症施策推進基本計
画」に基づき、認知症になってからも、希望をもって
自分らしく暮らし続けることができる共生社会の実現
に向けて、「新しい認知症観」に立ち、認知症施策を
総合的かつ計画的に推進する。

６�．介護サービス提供体制の整備、防災・減災対策の推進
　⑴�地域医療介護総合確保基金（介護施設等の整備分）

（社会保障の充実）
　⑵地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金
　⑶被災高齢者等把握事業（在宅福祉事業費補助金）

212
201

12
23億円の内数

・�地域密着型特別養護老人ホーム等の地域密着型サービ
ス施設の整備費や、介護施設等（広域型を含む）の開
設準備経費、特別養護老人ホームにおける多床室のプ
ライバシー保護のための改修等に必要な経費の助成を
行う。また、地域のニーズ等に即した地域密着型施設
から広域型施設への転換による受け皿の拡大、２施設
以上の施設の集約化・ダウンサイジング等に取り組む
施設への支援を引き続き実施する。

７．その他
　⑴老人保健健康増進等事業
　⑵高齢者向け集合住宅関連事業所指導強化推進事業
　⑶高齢者権利擁護等推進事業

49
24
0.24
1.2

８．復興特別会計 6

3．老人保健福祉関係予算
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【
こ
ど
も
家
庭
庁
関
係
予
算
の
概
要
】

令
和
８
年
度
の
こ
ど
も
家
庭
庁
予
算

は
、
総
額
（
一
般
会
計
と
特
別
会
計
の
合

計
）
７
兆
４
、
９
５
６
億
円
と
、
前
年
度

比
１
、
６
８
６
億
円
の
増
と
な
っ
た
。

「
こ
ど
も
未
来
戦
略
（
令
和
５
年
12
月

閣
議
決
定
）」
等
に
基
づ
き
、
左
記
の
５

本
柱
で
所
要
の
予
算
を
計
上
し
て
い
る
ほ

か
、「
こ
ど
も
ま
ん
な
か
社
会
」
に
向
け
た

こ
ど
も
・
若
者
・
子
育
て
支
援
を
大
幅
に

強
化
す
る
た
め
の
予
算
と
な
っ
て
い
る
。

主
な
施
策
は
左
記
の
と
お
り
。

①「
こ
ど
も
ま
ん
な
か
社
会
」
に
向
け
た�

基
本
政
策
の
推
進

「
企
業
等
と
連
携
し
た
こ
ど
も
・
若
者

の
た
め
の
社
会
環
境
の
変
革
」
と
し
て
７

億
円
、「
全
国
ど
の
地
域
で
も
こ
ど
も
が

健
や
か
に
育
つ
社
会
の
実
現
」
と
し
て
10

億
円
、「
こ
ど
も
の
育
ち
を
支
え
る
基
礎

的
な
支
援
」
と
し
て
６
、
５
６
８
億
円
を

計
上
し
て
い
る
。
県
等
が
財
政
力
の
低
い

市
町
村
が
行
う
こ
ど
も
施
策
の
拡
充
を
補

助
す
る
場
合
に
、
国
が
補
助
金
で
支
援
を

す
る
「
地
域
こ
ど
も
政
策
推
進
事
業
」
を

創
設
す
る
ほ
か
、
こ
ど
も
施
策
の
各
種
補

助
事
業
に
お
い
て
、
財
政
力
が
低
い
自
治

体
等
を
重
点
的
に
支
援
す
る
。

②
若
年
世
代
等
が
希
望
す
る
将
来
設
計
を

追
求
で
き
る
社
会
の
構
築

「
若
者
政
策
の
推
進
」
に
関
す
る
予
算

と
し
て
34
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。
思
春

期
の
こ
ど
も
が
安
心
し
て
医
療
機
関
で
健

康
相
談
で
き
る
環
境
を
つ
く
る
ほ
か
、
不

妊
治
療
等
の
交
通
費
等
を
補
助
創
設
す
る

な
ど
、
プ
レ
コ
ン
セ
プ
シ
ョ
ン
ケ
ア
を
推

進
す
る
。

加
え
て
、「
仕
事
と
子
育
て
の
両
立
へ

の
支
援
」に
関
す
る
予
算
と
し
て
１
兆
３
、

８
４
３
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。自
営
業
・

フ
リ
ー
ラ
ン
ス
等
の
国
民
年
金
第
１
号
被

保
険
者
に
つ
い
て
、
こ
ど
も
が
満
１
歳
に

な
る
ま
で
国
民
年
金
保
険
料
を
免
除
す
る

措
置
を
創
設
す
る
。
ま
た
、
病
児
保
育
の

広
域
連
携
の
た
め
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
（
予
約
等

シ
ス
テ
ム
）
の
取
組
等
を
支
援
す
る
こ
と

に
よ
り
、
子
育
て
世
帯
の
利
便
性
の
向
上

を
図
る
。
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
事
業
に
お

い
て
は
、
安
全
に
配
慮
し
た
待
機
児
童
の

受
入
れ
推
進
、
処
遇
改
善
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
支

援
を
拡
充
す
る
。

③
多
様
で
質
の
高
い
育
ち
の
環
境
の
提
供
等

「
多
様
で
質
の
高
い
育
ち
の
環
境
の
提

供
」
に
関
す
る
予
算
と
し
て
２
兆
６
１
３

億
円
を
計
上
し
て
い
る
。
保
育
士
等
の
処

遇
改
善
と
し
て
は
、
人
件
費
の
基
準
を
前

年
度
か
ら
５
・
３
％
引
き
上
げ
る
。
ま
た
、

親
の
就
労
の
有
無
を
問
わ
ず
保
育
所
を
利

用
で
き
る
こ
ど
も
誰
で
も
通
園
制
度
を
全

国
で
本
格
実
施
す
る
。
さ
ら
に
は
、
認
可

外
保
育
施
設
等
の
保
育
料
に
つ
い
て
、
保

護
者
の
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
の
給
付
の

上
限
額
を
引
き
上
げ
る
ほ
か
、
保
育
士
等

の
ミ
ド
ル
リ
ー
ダ
ー
の
育
成
や
活
動
に
係

る
費
用
等
を
補
助
す
る
仕
組
み
を
創
設

し
、
保
育
の
質
の
向
上
を
図
る
。

加
え
て
、「
こ
ど
も
の
安
心
・
安
全
」

に
関
す
る
予
算
と
し
て
１
６
３
億
円
を
計

上
し
て
い
る
。
令
和
８
年
12
月
施
行
期
限

の
こ
ど
も
性
暴
力
防
止
法
に
つ
い
て
、
体

制
確
保
・
対
象
事
業
者
の
支
援
・
周
知
広

報
等
を
行
う
こ
と
で
、
本
法
の
円
滑
な
施

行
を
図
る
。
ま
た
、
保
育
所
等
に
お
け
る

虐
待
防
止
と
虐
待
対
応
に
係
る
自
治
体
の

体
制
強
化
も
図
る
。

④
地
域
の
多
様
な
主
体
が
連
携
し
た
こ
ど

も
・
若
者
支
援
シ
ス
テ
ム
の
構
築

「
支
援
ニ
ー
ズ
を
見
逃
さ
な
い
コ
ン
タ

ク
ト
ポ
イ
ン
ト
・
相
談
体
制
の
構
築
」
に

関
す
る
予
算
と
し
て
１
、
２
４
８
億
円
を

計
上
し
て
い
る
。
妊
婦
等
へ
の
支
援
給
付

と
相
談
支
援
、
産
婦
健
診
等
を
行
う
。
ま

た
、
子
育
て
の
相
談
支
援
を
こ
ど
も
家
庭

セ
ン
タ
ー
で
一
元
的
に
対
応
す
る
よ
う
に

す
る
ほ
か
、こ
ど
も
の
自
殺
の
要
因
分
析
、

Ｉ
Ｃ
Ｔ
や
Ａ
Ｉ
の
活
用
も
見
据
え
た
新
た

な
自
殺
対
策
の
検
討
等
を
行
う
。

加
え
て
、「
支
援
ニ
ー
ズ
を
抱
え
る
こ

ど
も
・
若
者
へ
の
支
援
」
に
関
す
る
予
算

と
し
て
８
、
７
３
５
億
円
を
計
上
し
て
い

る
。
物
価
高
へ
の
対
応
と
し
て
、
ひ
と
り

親
・
貧
困
家
庭
の
こ
ど
も
に
対
す
る
長
期

休
暇
中
の
食
事
集
中
支
援
を
創
設
す
る
。

ま
た
、
障
害
児
支
援
事
業
所
等
の
職
員
、

専
門
性
の
あ
る
児
童
相
談
所
職
員
等
や
児

童
養
護
施
設
等
の
職
員
の
処
遇
改
善
を

行
う
。

⑤
人
口
動
態
・
社
会
経
済
の
変
化
を
踏
ま

え
た
持
続
的
な
こ
ど
も
政
策
の
展
開

人
口
減
少
地
域
で
の
保
育
提
供
体
制
の

維
持
・
確
保
へ
の
支
援
等
を
行
う
ほ
か
、

施
設
整
備
交
付
金
に
よ
る
保
育
施
設
等
の

改
築
等
の
支
援
や
こ
ど
も
Ｄ
Ｘ
の
着
実
な

推
進
を
図
る
。

説説解解

こども家庭庁予算・施策の概要こども家庭庁予算・施策の概要

こ ど も 家 庭 庁こ ど も 家 庭 庁
⃝令和８年度 関係省庁予算 ⃝
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（単位：億円）

区分 令和８年度予算額（A） 令和７年度予算額（B） 対前年度比（A－B）

一般会計 42,795 42,367 ＋428

子ども・子育て
支援特別会計（注１） 32,161 30,903 ＋1,258

うち子ども・子育て支援勘定 21,118 20,216 ＋902

うち育児休業等給付勘定 11,043 10,687 ＋356

合計 74,956 73,270 ＋1,686

（注１）一般会計からの繰入れ等を除いた計数。
（注２）上記の金額にはデジタル庁一括計上予算は含まれていない。
（注３）計数整理の結果、異同を生じることがある。
（注４）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。
（注５）�子ども・子育て支援特別会計の主な収入は、雇用保険料収入9,141億円、事業主拠出金収入7,758億円、子ども・子育て支援

納付金収入（令和８年度より開始）6,436億円、子ども・子育て支援特例公債金5,072億円。

令和８年度こども家庭庁関係予算

令和８年度こども家庭庁予算案の概要
（　）内は令和７年度予算額

１．「こどもまんなか社会」に向けた基本政策の推進
（１）企業等と連携したこども・若者のための社会環境の変革
・�「こどもとともに成長する企業」構想の推進等　７億円（２億円）

（２）全国どの地域でもこどもが健やかに育つ社会の実現
・�地域こども政策推進事業の創設　等　10億円（新規）

（３）こどもの育ちを支える基礎的な支援
・�多子世帯を含めた大学授業料減免等の着実な実施　6,567億円（6,532億円）
・こども政策に関するEBPM推進体制の強化　0.1億円（新規）
※こども未来戦略により拡充された児童手当の確実な支給のため、２兆973億円を計上。

２．若年世代等が希望する将来設計を追求できる社会の構築
（１）若者政策の推進
・若年世代とのつながり・居場所づくりの推進　７億円（９億円）
・虐待や貧困などに直面する学生等へのアウトリーチ支援　３億円（３億円）
・若年世代の将来設計の可能性の最大化　11億円（11億円）
・プレコンセプションケアの推進等　等　12億円（12億円）　
　－プレコンセプションケア推進のための体制強化
　－不妊治療等のアクセス支援　等

（２）仕事と子育ての両立への支援
・自営業・パート・フリーランス・農家等の育児中の国民年金保険料免除　152億円（新規）
・病児保育の充実　149億円（113億円）
・放課後児童クラブ事業の拡充　1,361億円（1,261億円）
・企業主導型保育・ベビーシッター利用者支援事業　2,428億円（2,347億円）
・手取り10割相当の育休給付、育児時短給付　9,649億円（9,648億円）　等
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３．多様で質の高い育ちの環境の提供等
（１）多様で質の高い育ちの環境の提供
・保育士等の処遇改善　＋858億円
・こども誰でも通園制度の全国展開　349億円（126億円）
・認可外保育施設等の利用料に係る給付上限額の引き上げ　＋37億円
・３歳児に係る保育士等の配置基準の完全実施（R10年度から）
・保育士等のミドルリーダーによる地域の保育の質の向上　１億円（新規）
・第三者評価による保育の質の向上や「見える化」の推進等　２億円（２億円）
・保育士・保育所支援センターの推進　５億円（５億円）　等

（２）こどもの安心・安全
・こども性暴力防止法の円滑な施行　27億円（新規） 
・保育所等における虐待防止対策　２億円（新規） 
・こどものためのショートステイ・トワイライトステイの強化　等　12億円（７億円）

４．地域の多様な主体が連携したこども・若者支援システムの構築
（１）支援ニーズを見逃さないコンタクトポイント・相談体制の構築
［妊娠・出産・乳幼児］
・妊婦等への支援給付と相談支援、産婦健診等　873億円（929億円）
・出産直後の母子の心身ケアや育児サポート、乳児全戸訪問等　100億円（89億円）
［こども・若者］
・こども家庭センターによる総合的な相談支援　245億円（295億円）
・ひとり親家庭への相談支援体制の更なる強化　９億円（６億円）
・こどもの自殺の要因分析、ICTやAIの活用も見据えた新たな自殺対策の検討等　２億円（１億円）　等

（２）支援ニーズを抱えるこども・若者への支援
［ひとり親・貧困家庭］
・物価高に対応したひとり親・貧困家庭のこどもへの集中的な食事等支援の創設　11億円（新規）
・ひとり親家庭等のこどもの体験機会・学習支援の大幅な拡充　36億円（18億円）
・ひとり親家庭の収入増に向けた就業と養育費確保への支援　等　119億円（125億円）
［障害児・医療的ケア児等］
・障害児等の保育所等におけるインクルージョン（包容）の強化　16億円（改訂） 
・医療的ケア児やその家族への支援の拡充　等　53億円（46億円）
［児童虐待・社会的養護］
・専門性ある児童相談所職員等の処遇の大幅な改善　９億円（４億円）
・養育環境等に課題を抱える児童等のための包括的な支援　６億円（11億円）
・家庭養育環境を確保するための里親等委託の推進　10億円（10億円）
・児童養護施設等の職員の処遇改善　＋49億円　等

５．人口動態・社会経済の変化を踏まえた持続的なこども政策の展開
・人口減少地域での保育提供体制の維持・確保への支援等　６億円（新規）
・施設整備交付金による保育施設等の改築等の支援、こどもDXの着実な推進　334億円（334億円）　等
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【
国
土
交
通
省
予
算
の
概
要
】

国
土
交
通
省
の
令
和
８
年
度
一
般
会
計

予
算
の
総
額
は
、
６
兆
７
４
９
億
円
（
対

前
年
度
倍
率
１
・
02
）
と
な
っ
た
。
こ
の

う
ち
、社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
は
４
、

５
９
７
億
円
（
同
０
・
94
）、
防
災
・
安

全
交
付
金
は
8
、
5
2
9
億
円
（
同
１
・

01
）
が
そ
れ
ぞ
れ
計
上
さ
れ
た
。

【
道
路
局
関
係
】

道
路
局
関
係
予
算
は
、
２
兆
１
、
２
６

５
億
円（
同
１
・
00
）が
計
上
さ
れ
、う
ち

直
轄
事
業
は
１
兆
６
、
０
２２

億
円
（
同

１
・
00
）、
補
助
事
業
は
５
、
１
２
３
億

円
（
同
１
・
00
）、
有
料
道
路
事
業
等
は

１
２
０
億
円
（
同
１
・
00
）
と
な
っ
て
い
る
。

防
災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
、
予
防
保

全
型
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
へ
の
本
格
転
換
、
人

流
・
物
流
を
支
え
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
拠
点

の
整
備
、
2
050


年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
の
実
現
に
向
け
た
道
路
の
脱
炭
素

化
の
推
進
、
道
路
シ
ス
テ
ム
の
Ｄ
Ｘ
、
道

路
空
間
の
安
全
・
安
心
や
賑
わ
い
の
創
出

に
つ
い
て
、
令
和
７
年
度
補
正
予
算
と
合

わ
せ
て
切
れ
目
な
く
取
組
を
進
め
る
。

ま
た
、
令
和
７
年
６
月
に
閣
議
決
定
さ

れ
た
「
第
１
次
国
土
強
靱
化
実
施
中
期
計

画
」を
踏
ま
え
、高
規
格
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
整
備
や
老
朽
化
対
策
等
の
抜
本
的
な

対
策
を
含
め
て
、
防
災
・
減
災
、
国
土
強

靱
化
の
取
組
を
着
実
に
推
進
す
る
。

【
水
管
理
・
国
土
保
全
局
関
係
】

水
管
理
・
国
土
保
全
局
関
係
予
算
は
、

１
兆
１
、
０
５
０
億
円
（
同
1
・
03
）
が

計
上
さ
れ
、
う
ち
一
般
公
共
事
業
費
は
１

兆
６
７
０
億
円
（
同
1
・
03
）、
災
害
復

旧
関
係
費 

は
370


億
円
（
同
1
・
23
）

と
な
っ
て
い
る
。

気
候
変
動
の
影
響
や
激
甚
化
・
頻
発
化

す
る
水
災
害
の
被
害
を
踏
ま
え
、「
第
１

次
国
土
強
靱
化
実
施
中
期
計
画
」
に
基
づ

く
令
和
７
年
度
補
正
予
算
も
一
体
的
に
活

用
し
、ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
一
体
と
な
っ
た
流

域
治
水
の
取
組
を
加
速
化
・
深
化
さ
せ
る

と
と
も
に
、
流
域
治
水
・
水
利
用
・
流
域
環

境
の
一
体
的
な
取
組
を
進
め
る
「
流
域
総

合
水
管
理
」
を
推
進
す
る
。
ま
た
、
上
下
水

道
管
路
の
老
朽
化
対
策
を
は
じ
め
、
持
続

可
能
な
イ
ン
フ
ラ
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
サ
イ
ク

ル
の
実
現
に
向
け
た
取
組
を
推
進
す
る
。

【
国
土
政
策
局
関
係
】

国
土
政
策
局
関
係
予
算
は
、
750


億

円
（
同
1
・
01
）
が
計
上
さ
れ
た
。

国
土
計
画
の
推
進
と
し
て
、
行
政
経
費

１
億
円
（
同
０
・
92
）、
公
共
事
業
関
係

費
３
・
３
億
円
（
同
１
・
00
）
が
計
上
さ

れ
た
。
第
三
次
国
土
形
成
計
画
が
目
指
す

「
新
時
代
に
地
域
力
を
つ
な
ぐ
国
土
」
の

実
現
に
向
け
、
地
域
資
源
を
最
大
限
活
か

し
各
圏
の
機
能
分
散
と
広
域
圏
内
外
の
交

流
・
連
携
を
通
じ
た
連
結
強
化
を
図
る
と

と
も
に
、
日
常
の
暮
ら
し
に
必
要
な
サ
ー

ビ
ス
が
持
続
的
に
提
供
さ
れ
る
「
地
域
生

活
圏
」
の
形
成
を
推
進
す
る
こ
と
で
、
広

域
圏
か
ら
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ま
で
の
各
階
層

に
わ
た
る
生
活
・
経
済
圏
域
を
重
層
的
に

形
成
し
、
二
地
域
居
住
等
を
は
じ
め
と
す

る
地
方
へ
の
人
の
流
れ
の
創
出
・
拡
大
を

進
め
、「
シ
ー
ム
レ
ス
な
拠
点
連
結
型
国

土
」
の
実
現
を
図
る
。
併
せ
て
、
第
六
次

国
土
利
用
計
画
で
掲
げ
た
「
持
続
可
能
で

自
然
と
共
生
し
た
国
土
利
用
・
管
理
」
の

実
現
に
向
け
て
、
人
口
減
少
・
高
齢
化
等

を
背
景
と
し
た
国
土
の
管
理
水
準
の
低
下

な
ど
に
対
応
し
て
い
く
た
め
、「
国
土
の

管
理
構
想
」
に
よ
る
最
適
な
国
土
利
用
・

管
理
の
取
組
を
推
進
す
る
。

ま
た
、
防
災
・
減
災
へ
の
機
動
的
な
対

応
と
し
て
、
公
共
事
業
関
係
費
139


・

3
億
円
（
同
1
・
00
）
が
計
上
さ
れ
、
気

候
変
動
の
影
響
等
に
よ
り
豪
雨
等
の
自
然

説説解解
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災
害
が
激
甚
化
・
頻
発
化
し
て
い
る
状
況

を
踏
ま
え
、
国
民
の
安
全
・
安
心
の
確
保

を
よ
り
一
層
図
る
た
め
、
年
度
途
中
に
緊

急
的
か
つ
機
動
的
に
予
算
を
配
分
し
、
防

災
・
減
災
対
策
等
の
強
化
を
図
る
公
共
事

業
を
支
援
す
る
。

【
空
き
家
・
所
有
者
不
明
土
地
関
係
】

住
宅
局
関
係
予
算
に
お
い
て
、
空
き
家

対
策
総
合
支
援
事
業
に
59
億
円
（
同
１
・

00
）
が
計
上
さ
れ
、
空
き
家
の
除
却
・
活

用
促
進
へ
の
支
援
等
に
取
り
組
む
。

ま
た
、
不
動
産
・
建
設
経
済
局
関
係
予

算
に
お
い
て
、
所
有
者
不
明
土
地
・
低
未

利
用
土
地
の
円
滑
な
利
活
用
や
適
正
管
理

の
推
進
と
し
て
０
・
５
億
円
（
同
０
・

81
）
が
計
上
さ
れ
、
所
有
者
不
明
土
地
・

低
未
利
用
土
地
の
円
滑
な
利
活
用
や
適
正

管
理
を
推
進
す
る
た
め
、
市
町
村
や
民
間

事
業
者
等
が
実
施
す
る
所
有
者
不
明
土
地

等
対
策
や
、
所
有
者
不
明
土
地
利
用
円
滑

化
等
推
進
法
人
の
指
定
の
円
滑
化
及
び
空

き
地
の
利
活
用
等
に
資
す
る
先
導
的
取
組

を
支
援
す
る
。
ま
た
、
地
域
価
値
共
創
に

向
け
た
空
き
家
等
の
流
通
・
利
活
用
と
し

て
令
和
７
年
度
補
正
予
算
と
合
わ
せ
て

０
・
３
億
円
が
計
上
さ
れ
、
共
創
に
よ
る

地
域
の
新
た
な
価
値
の
創
出
（
地
域
価
値

共
創
）
に
向
け
、不
動
産
業
者
を
核
と
し
、

地
方
公
共
団
体
、
他
業
種
等
多
様
な
プ

レ
ー
ヤ
ー
の
協
業
に
よ
る
空
き
家
等
の
流

通
・
利
活
用
を
促
進
す
る
。

【
地
域
公
共
交
通
関
係
】

総
合
政
策
局
関
係
予
算
に
お
い
て
、「
交

通
空
白
」
の
解
消
等
に
向
け
た
地
域
交
通

の
リ
・
デ
ザ
イ
ン
の
全
面
展
開
と
し
て
、

令
和
７
年
度
補
正
予
算
と
合
わ
せ
て
５
５

８
億
円
（
同
２
・
67
）
が
計
上
さ
れ
、「『
交

通
空
白
』
解
消
に
向
け
た
取
組
方
針
２
０

２
５
」
に
基
づ
き
、
複
数
の
自
治
体
、
交

通
事
業
者
等
の
共
同
化
・
協
業
化
に
よ
る

地
域
交
通
の
持
続
可
能
性
の
確
保
や
デ
マ

ン
ド
交
通
・
公
共
ラ
イ
ド
シ
ェ
ア
等
の
移

動
手
段
確
保
の
後
押
し
等
に
よ
り
、
地
域

の
実
情
に
応
じ
た
移
動
手
段
の
確
保
・
維

持
の
取
組
を
進
め
る
。

な
お
、
こ
れ
ら
の
予
算
に
加
え
、
社
会

資
本
整
備
総
合
交
付
金
に
よ
り
地
域
公
共

交
通
再
構
築
事
業
を
行
う
。

【
観
光
地
協
議
会
関
係
】

観
光
庁
の
令
和
８
年
度
予
算
の
総
額

は
、
1
、
383


億
円
（
同
2
・
39
）
と

な
っ
た
。
こ
の
う
ち
、
国
際
観
光
旅
客
税

財
源
充
当
額
は
1
、300


億
円
で
あ
る
。

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
受
入
れ
と
住
民
生
活

の
質
の
確
保
と
の
両
立
と
し
て
317


億

円
（
同
2
・
57
）
が
計
上
さ
れ
、オ
ー
バ
ー

ツ
ー
リ
ズ
ム
の
未
然
防
止
・
抑
制
を
は
じ

め
と
す
る
観
光
地
の
受
入
環
境
整
備
の
促

進
や
地
域
一
体
と
な
っ
た
持
続
可
能
な
観

光
地
域
づ
く
り
の
推
進
等
に
取
り
組
む
。

ま
た
、
地
方
誘
客
の
推
進
に
よ
る
需
要

分
散
と
し
て
７
４
９
億
円
（
同
２
・
33
）

が
計
上
さ
れ
、
地
方
の
観
光
地
の
魅
力
向

上
・
地
方
誘
客
や
地
方
へ
の
交
通
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
機
能
強
化
等
に
取
り
組
む
。

さ
ら
に
、
観
光
産
業
の
活
性
化
と
し
て

69
億
円（
同
2
・
21
）が
計
上
さ
れ
、イ
ン

バ
ウ
ン
ド
と
ア
ウ
ト
バ
ウ
ン
ド
の
双
方
向

の
人
的
交
流
の
拡
大
に
向
け
た
環
境
整
備

や
廃
屋
撤
去
・
再
生
に
よ
る
地
方
温
泉
地

等
の
ま
ち
づ
く
り
の
支
援
等
に
取
り
組
む
。

な
お
、
令
和
７
年
度
補
正
予
算
に
お
い

て
は
、オ
ー
バ
ー
ツ
ー
リ
ズ
ム
対
策
等
観
光

交
通
の
確
保
、
地
方
誘
客
促
進
に
向
け
た

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
安
全
・
安
心
対
策
、違
法

な
民
泊
サ
ー
ビ
ス
の
解
消
、
観
光
需
要
分

散
の
た
め
の
地
域
観
光
資
源
の
コ
ン
テ
ン

ツ
化
促
進
、ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
ツ
ー
リ
ズ
ム
の

促
進
に
向
け
た
環
境
整
備
、観
光
地
・
観
光

産
業
に
お
け
る
省
力
化
・
省
人
化
の
推
進

等
と
し
て
2
2
5
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。

【
半
島
協
議
会
関
係
】

半
島
振
興
関
係
予
算
の
う
ち
、
半
島
地

域
振
興
対
策
事
業
経
費
と
し
て
68
百
万
円

（
前
年
度
72
百
万
円
）
が
措
置
さ
れ
た
。

こ
の
う
ち
、
半
島
地
域
の
自
立
的
発
展
に

向
け
た
交
流
・
定
住
促
進
、
産
業
振
興
、

防
災
・
物
流
強
化
を
図
る
た
め
、
様
々
な

主
体
の
取
組
を
道
府
県
が
パ
ッ
ケ
ー
ジ
化

し
て
一
体
的
・
広
域
的
に
推
進
す
る
ソ
フ

ト
施
策
の
支
援
を
行
う
半
島
振
興
広
域
連

携
促
進
事
業
に
つ
い
て
、
対
象
事
業
に
防

災
環
境
整
備
（
簡
易
な
施
設
整
備
）
が
追

加
さ
れ
た
。

ま
た
、
令
和
７
年
度
補
正
予
算
に
お
い

て
、
半
島
防
災
等
促
進
モ
デ
ル
事
業
と
し

て
100


百
万
円
が
計
上
さ
れ
た
。
半
島

防
災
等
の
取
組
に
関
し
、
民
間
事
業
者
や

N
P
O
等
か
ら
技
術
や
ノ
ウ
ハ
ウ
を
国
が

公
募
。
モ
デ
ル
と
な
る
半
島
地
域
に
お
い

て
、
当
該
事
業
者
と
自
治
体
に
よ
る
災
害

発
生
時
に
必
要
と
な
る
人
材
及
び
資
材
の

供
給
体
制
の
構
築
や
災
害
に
備
え
る
た
め

の
広
域
的
な
防
災
連
携
・
役
割
分
担
等
に

係
る
実
証
調
査
を
実
施
し
、
得
ら
れ
た
知

見
を
分
析
し
て
、
半
島
防
災
等
の
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
や
好
事
例
等
と
し
て
全
て
の
半
島

地
域
へ
の
横
展
開
を
実
施
す
る
。
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令和８年度国土交通省関係予算国費総括表
（単位：百万円）

項　　　　目 令和８年度
（A）

令和７年度
（B） 備　　　　　考

対前年度
倍　　率
（A）／（B）

治 山 治 水 897,082 1.01 892,209 １．�本表は、内閣府計上の沖縄振興予算のう
ち、国土交通省関係分を含み、国土交通
省計上の北海道開発予算、離島振興予算、
奄美群島振興開発予算等のうち、他省庁
関係分を含まない国土交通省関係予算の
総括表である。

２．�本表から内閣府計上の国土交通省関係分
を除き、国土交通省計上の他省庁関係分
等を加えた国土交通省所管の予算額は、
６兆1,993億円である。

３．�推進費等の内訳は、�
防災・減災対策等強化事業推進費�
� 13,929百万円�
官民連携基盤整備推進調査費�
� 332百万円�
北海道特定特別総合開発事業推進費�
� 4,339百万円�
社会資本整備円滑化地籍整備事業費�
� 1,900百万円�
である。

４．�本表のほか、�
委託者の負担に基づいて行う附帯・受託
工事費� 54,305百万円�
国土交通省関係の政府情報システムのデ
ジタル庁一括計上分� 34,390百万円�
東日本大震災復興特別会計（復旧・復興） 
� 34,769百万円�
がある。

５．�公共工事等の実施時期の平準化等を図る
ため、２か年以上の国債（国庫債務負担
行為）807,081百 万 円及びゼロ国債
162,800百万円を設定している。

６．�国土強靱化実施中期計画に位置づけられ
た事業等について計画的かつ円滑な事業
執行を図るため、事業加速円滑化国債
231,288百万円を設定している。

７．�計数は、それぞれ四捨五入しているため
端数において合計とは一致しない場合が
ある。

８．計数は、整理の結果異動することがある。

治 水 864,761 1.01 859,986

海 岸 32,321 1.00 32,223

道 路 整 備 1,678,341 1.00 1,672,077

港 湾 空 港 鉄 道 等 417,947 1.01 413,580

港 湾 246,613 1.00 245,603

空 港 42,112 1.06 39,614

都 市・ 幹 線 鉄 道 23,052 1.01 22,822

新 幹 線 80,372 1.00 80,372

船 舶 交通安全基盤 25,798 1.02 25,169

住 宅 都 市 環 境 整 備 732,144 1.00 730,158

住 宅 対 策 156,242 1.00 156,060

都 市 環 境 整 備 575,902 1.00 574,098

市 街 地 整 備 102,811 1.00 102,416

道 路 環 境 整 備 448,134 1.00 446,808

都 市 水 環 境 整 備 24,957 1.00 24,874

公園水道廃棄物処理等 192,723 1.13 170,807

上 下 水 道 160,187 1.16 138,375

上 下 水 道 6,726 1.05 6,409

水 道 20,492 1.01 20,269

下 水 道 132,969 1.19 111,697

国 営 公 園 等 32,536 1.00 32,432

社 会 資 本 総 合 整 備 1,312,611 0.98 1,334,365

社会資本整備総合交付金 459,693 0.94 487,410

防 災・ 安 全 交 付 金 852,918 1.01 846,955

小　　　　計 5,230,848 1.00 5,213,196

推 進 費 等 20,500 1.00 20,442

一般公共事業計 5,251,348 1.00 5,233,638

災 害 復 旧 等 43,701 1.05 41,642

公共事業関係計 5,295,049 1.00 5,275,280

そ の 他 施 設 58,359 1.00 58,443

行 政 経 費 721,472 1.17 619,039

合　　　　計 6,074,879 1.02 5,952,762

第3347号 2026年（令和 8年） 2月 2日　34

政　策

町 村 週 報（第三種郵便物認可）

p32-36 3347 政策_国土交通省.indd   34p32-36 3347 政策_国土交通省.indd   34 2026/01/21   17:12:322026/01/21   17:12:32



1.　道路局関係予算総括表
（単位：億円）

項　　　　　目 令和８年度決定額�
（A）

令和７年度�
（B）

対前年度倍率�
（A）／（B）

直 轄 事 業 16,022 15,959 1.00

改 築 そ の 他 10,109 10,217 0.99

維 持 修 繕 4,768 4,634 1.03

諸 費 等 1,145 1,108 1.03

補 助 事 業 5,123 5,110 1.00

高規格道路、IC等アクセス道路その他 2,546 2,559 0.99

道 路 メ ン テ ナ ン ス 事 業 2,312 2,282 1.01

除 雪 140 133 1.05

補 助 率 差 額 125 136 0.92

有 料 道 路 事 業 等 120 120 1.00

合　　計 21,265 21,189 1.00

注１．�直轄事業の国費には、地方公共団体の直轄事業負担金（2,908億円）を含む。
注２．四捨五入の関係で、各計数の和が一致しない場合がある。
※上記の他に、防災・安全交付金（国費8,529億円［対前年度比1.01］）、社会資本整備総合交付金（国費4,597億円［対前年度比
0.94］）があり、地方の要望に応じて道路整備に充てることができる。
※上記の他に、東日本大震災からの復旧・復興対策事業として、令和８年度予算において社会資本整備総合交付金（国費13億円［対
前年度比0.05］）があり、地方の要望に応じて道路整備に充てることができる。
※上記の他に、直轄道路（権限代行区間を含む）に係る災害復旧事業費（国費36億円）等がある。
※上記の他に、行政部費（国費７億円）およびデジタル庁一括計上分（国費11億円）がある。

2.　水管理・国土保全局関係予算
（単位：億円）

項　　　目 令 和 ８ 年 度
（A）

令 和 ７ 年 度
（B）

対 前 年 度 倍 率
（A）／（B）

一 般 公 共 事 業 費 10,670 10,402 1.03

治 山 治 水 8,818 8,770 1.01

治 水 8,648 8,600 1.01

海 岸 171 170 1.00

住 宅 都 市 環 境 整 備 250 249 1.00

都 市 水 環 境 整 備 250 249 1.00

上　 下　 水　 道 67 64 1.05

水 　 　 　 　 　 道 205 203 1.01

下 水 道 1,330 1,117 1.19

災 害 復 旧 関 係 費 <393>
370

<372>
300

1.06
1.23

公 共 事 業 関 係 11,040 10,702 1.03

行 政 経 費 10 10 0.99

合　　　　計 11,050 10,712 1.03

※１�上記計数には、� �
（1）デジタル庁一括計上分を含まない。� �
（2）個別補助化に伴う増分216 億円を含む。

※２�＜＞書きは、水管理・国土保全局以外の災害復旧関係費の直轄代行分を含む。� �
（上記以外に、省全体で社会資本整備総合交付金4,597 億円、防災・安全交付金8,529 億円がある。）
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3.　国土政策局関係予算

項　　　　　目 令和８年度�
（A）

令和７年度
（B）

対前年度倍率�
（A）／（B）

Ⅰ．行政経費

１．国土計画の推進

　⑴国土形成計画の実装

　うち　・二地域居住等の促進・地域生活圏の形成等

　⑵国土利用計画の推進

　うち　・市町村管理構想・地域管理構想の策定推進

２．離島、奄美群島、小笠原諸島、半島、豪雪地帯の振興支援

　うち　・離島活性化交付金

　　　　・スマートアイランド

　　　　・奄美群島振興への支援

　　　　・小笠原諸島振興開発施策の推進

　　　　・半島地域振興施策の推進

　　　　・豪雪地帯対策の推進

３．その他

100

87

63

13

13

4,651

1,001

87

2,382

1,051

68

62

198

109

90

54

19

19

4,693

1,006

111

2,368

1,067

72

69

201

0.92

0.97

1.16

0.71

0.71

0.99

1.00

0.78

1.01

0.99

0.94

0.91

0.99

行　政　経　費　　　計 4,949 5,002 0.99

Ⅱ．公共事業関係費

○推進費等

　　　　・官民連携基盤整備推進調査費

　　　　・防災・減災対策等強化事業推進費

○離島振興及び奄美振興〈一括計上分〉

　　　　・離島振興事業

　　　　・奄美群島振興開発事業

14,261

332

13,929

55,808

38,155

17,653

14,217

331

13,886

55,416

37,469

17,947

1.00

1.00

1.00

1.01

1.02

0.98

公共事業関係費　　　計 70,069 69,633 1.01

合　　　　　　計 75,018 74,635 1.01

（注）1．本表のほか、社会資本整備総合交付金（広域連携事業）　459,693百万円の内数がある。
　　 ２．端数処理の関係で、合計額等は必ずしも一致しない。

（単位：百万円）
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令
和
８
年
度
の
農
林
水
産
関
係
当
初
予

算
（
以
下
、
当
初
予
算
）
は
２
兆
２
、
９

５
６
億
円
（
前
年
度
比
２
５
０
億
円
増
）、

令
和
７
年
度
補
正
予
算
（
以
下
、
７
年
度

補
正
）
は
９
、
６
０
２
億
円
と
な
り
、
合

わ
せ
て
３
兆
２
、
５
５
８
億
円
（
前
年
度

比
１
、
１
７
４
億
円
増
）
と
な
っ
た
。

新
た
な
食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
計
画

を
踏
ま
え
、
農
業
構
造
転
換
集
中
対
策
を

着
実
に
実
施
し
つ
つ
、
農
林
水
産
業
の
持

続
可
能
な
成
長
を
実
現
す
る
た
め
、
食
料

安
全
保
障
の
強
化
、
環
境
と
調
和
の
と
れ

た
食
料
シ
ス
テ
ム
の
確
立
、
農
業
の
持
続

的
な
発
展
、
農
村
の
振
興
等
の
た
め
の
経

費
を
計
上
し
た
。
ま
た
、
２
０
５
０
年
ネ
ッ

ト
・
ゼ
ロ
等
に
貢
献
す
る
「
森
の
国
・
木

の
街
」
の
実
現
に
向
け
た
森
林
資
源
循
環

利
用
施
策
の
総
合
的
な
展
開
、
海
洋
環
境

の
激
変
に
適
応
す
る
た
め
の
水
産
業
の
強

靱
化
等
を
実
施
す
る
。

公
共
事
業
費
は
７
、
０
２
６
億
円
（
前

年
度
比
60
億
円
増
）、
７
年
度
補
正
で
４
、

２
９
０
億
円
が
計
上
さ
れ
、
農
業
農
村
整

備
事
業
や
治
山
事
業
、
森
林
整
備
事
業
、

水
産
基
盤
整
備
事
業
等
に
充
て
ら
れ
る
。

【
農
業
関
係
】

令
和
８
年
度
の
農
業
関
係
予
算
の
主
な

内
容
は
４
項
目
。

食
料
安
全
保
障
の
強
化
に
つ
い
て
は
、

新
た
な
食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
法
に
基

づ
く
初
動
５
年
間
の
農
業
構
造
転
換
集
中

対
策
と
し
て
、「
農
地
の
大
区
画
化
等
」「
共

同
利
用
施
設
の
再
編
・
集
約
化
」「
ス
マ
ー

ト
農
業
技
術
の
開
発
・
導
入
等
」「
輸
出

産
地
の
育
成
」
を
集
中
的
・
計
画
的
に
推

進
し
、
農
業
の
生
産
性
と
収
益
性
を
向
上

す
る
た
め
、
当
初
予
算
で
４
９
４
億
円
、

７
年
度
補
正
で
２
、
４
１
０
億
円
を
計
上

し
た
。
ま
た
、
昨
年
来
の
米
価
高
騰
を
受

け
て
主
食
用
米
以
外
の
作
付
が
減
少
す
る

と
見
込
ま
れ
る
こ
と
に
加
え
、
畑
地
化
の

進
展
に
伴
い
、
令
和
８
年
産
に
お
け
る
交

付
対
象
水
田
が
減
少
す
る
こ
と
、
飼
料
用

米
の
一
般
品
種
の
支
援
単
価
が
令
和
６
・

７
年
度
に
引
き
続
い
て
段
階
的
に
引
き
下

げ
ら
れ
る
こ
と
等
を
反
映
し
、
水
田
活
用

の
直
接
支
払
交
付
金
等
に
当
初
予
算
で
前

年
度
か
ら
１
１
８
億
円
減
と
な
る
２
、
７

５
２
億
円
を
計
上
し
た
。
さ
ら
に
、
持
続

的
な
食
料
の
供
給
が
可
能
と
な
る
よ
う
、

合
理
的
な
価
格
の
形
成
に
向
け
て
、
コ
ス

ト
構
造
や
取
引
価
格
の
調
査
、
消
費
者
等

の
理
解
醸
成
、
フ
ー
ド
G
メ
ン
活
動
を
推

進
す
る
た
め
、
当
初
予
算
で
２
億
円
、
７

年
度
補
正
で
４
億
円
を
計
上
し
た
。
加
え

て
、
米
の
需
給
及
び
価
格
の
安
定
に
向
け

て
、
安
定
的
な
種
子
の
生
産
・
供
給
体
制

の
構
築
、
節
水
型
乾
田
直
播
な
ど
の
低
コ

ス
ト
生
産
技
術
の
確
立
、
米
・
米
加
工
品

の
輸
出
拡
大
推
進
な
ど
、
生
産
か
ら
消
費

ま
で
の
各
取
組
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た

め
、「
米
穀
等
安
定
生
産
・
需
要
開
拓
総

合
対
策
事
業
」
に
当
初
予
算
で
15
億
円
、

７
年
度
補
正
で
24
億
円
を
計
上
し
た
。

環
境
と
調
和
の
と
れ
た
食
料
シ
ス
テ
ム

の
確
立
に
つ
い
て
は
、
有
機
農
業
を
は
じ

め
と
す
る
環
境
負
荷
低
減
の
取
組
や
、
都

道
府
県
等
の
サ
ポ
ー
ト
体
制
づ
く
り
・
活

動
を
支
援
す
る
た
め
、「
み
ど
り
の
食
料

シ
ス
テ
ム
戦
略
推
進
総
合
対
策
」
に
当
初

予
算
で
６
億
円
、
７
年
度
補
正
で
40
億
円
、

「
環
境
保
全
型
農
業
直
接
支
払
交
付
金
」

に
当
初
予
算
で
28
億
円
を
そ
れ
ぞ
れ
計
上

し
た
。

農
業
の
持
続
的
な
発
展
に
つ
い
て
は
、

生
産
性
・
収
益
性
等
の
向
上
や
ス
マ
ー
ト

農
業
の
導
入
に
向
け
て
、
農
業
構
造
転
換

集
中
対
策
と
し
て
農
地
の
大
区
画
化
等
を

推
進
す
べ
く
、
基
盤
整
備
を
進
め
る
と
と

も
に
、
国
土
強
靱
化
の
た
め
の
農
業
水
利

施
設
の
更
新
・
長
寿
命
化
を
支
援
す
る
た

め
、
当
初
予
算
で
４
、
５
０
４
億
円
、
７

年
度
補
正
で
２
、
４
３
９
億
円
を
計
上
し

た
。
ま
た
、
農
業
者
の
急
減
が
想
定
さ
れ

る
中
で
、
こ
れ
か
ら
の
農
業
を
担
う
人
材

を
確
保
し
て
い
く
た
め
、
就
農
に
あ
た
っ

て
の
資
金
交
付
や
初
期
投
資
支
援
、
地
域

に
お
け
る
新
規
就
農
者
の
誘
致
や
就
労
条

件
等
の
労
働
環
境
の
整
備
等
を
支
援
す
る
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た
め
、
当
初
予
算
で
１
４
６
億
円
、
７
年

度
補
正
で
67
億
円
を
計
上
し
た
。さ
ら
に
、

将
来
像
が
明
確
化
さ
れ
た
地
域
計
画
の
早

期
実
現
に
向
け
て
、
農
地
の
集
約
化
を
加

速
す
る
た
め
、
農
地
中
間
管
理
機
構
の
事

業
運
営
、
農
業
委
員
会
に
お
け
る
農
地
の

出
し
手
・
受
け
手
の
意
向
確
認
な
ど
の
取

組
を
支
援
す
る
た
め
、
当
初
予
算
で
１
７

４
億
円
、
７
年
度
補
正
で
80
億
円
を
計
上

し
た
。

農
村
の
振
興
に
つ
い
て
は
、
高
齢
化
や

人
口
減
少
に
よ
る
中
山
間
地
域
等
の
機
能

低
下
、
荒
廃
農
地
の
増
大
、
鳥
獣
被
害
の

発
生
等
の
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、「
農

山
漁
村
振
興
交
付
金
」
に
当
初
予
算
で
70

億
円
、
７
年
度
補
正
で
30
億
円
、「
鳥
獣

被
害
防
止
対
策
」に
当
初
予
算
で
99
億
円
、

７
年
度
補
正
で
68
億
円
を
そ
れ
ぞ
れ
計
上

し
、
農
林
水
産
業
に
関
わ
る
地
域
の
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
維
持
、
農
山
漁
村
の
活
性

化
・
自
立
化
、
鳥
獣
被
害
の
防
止
に
資
す

る
取
組
等
を
支
援
す
る
。

【
林
業
予
算
】　

林
野
庁
関
係
の
概
算
決
定
額
は
３
、
１

１
２
億
円
で
、前
年
度
比
１
・
４
％（
44
億

円
）
増
と
な
っ
た
。
ま
た
７
年
度
補
正
予

算
と
し
て
、
１
、４
１
９
億
円
を
計
上
し
た
。

公
共
事
業
予
算
は
１
、９
９
２
億
円
で
、

う
ち
「
治
山
事
業
」
で
は
当
初
予
算
６
２

８
億
円
（
前
年
度
比
０
・
48
％
増
）
に
加

え
、補
正
予
算
３
４
０
億
円
を
計
上
し
た
。

同
事
業
は
、
豪
雨
・
地
震
等
に
起
因
す
る

山
地
・
複
合
災
害
対
策
を
念
頭
に
、
激
甚

災
害
被
災
地
で
の
危
険
箇
所
調
査
や
海
岸

防
災
林
の
適
正
管
理
等
、
効
率
的
か
つ
効

果
的
な
国
土
強
靱
化
に
向
け
た
取
組
を
推

進
す
る
。「
森
林
整
備
事
業
」
で
は
、
当

初
予
算
１
、２
７
１
億
円
（
前
年
度
比
１
・

２
％
増
）
に
加
え
、
補
正
予
算
５
２
３
億

円
を
確
保
し
た
。
同
事
業
に
は
、
既
存
の

取
組
に
加
え
、
新
た
に
林
野
火
災
対
策
と

し
て
山
火
事
防
止
施
設
を
備
え
た
林
道
や

延
焼
防
止
に
資
す
る
防
火
帯
の
整
備
推

進
、
ク
マ
類
を
始
め
と
す
る
野
生
鳥
獣
の

人
身
被
害
対
策
と
し
て
広
葉
樹
林
化
や
林

縁
部
で
の
緩
衝
林
帯
の
整
備
推
進
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
そ
の
他
、
災
害
復
旧
事
業
で

は
当
初
予
算
93
億
円
に
加
え
、
補
正
予
算

２
９
３
億
円
を
計
上
し
た
。

非
公
共
事
業
予
算
は
１
、
１
２
０
億
円

で
、
う
ち
「
森
林
・
林
業
・
木
材
産
業
グ

リ
ー
ン
成
長
総
合
対
策
」
で
は
当
初
予
算

１
５
４
億
円
に
加
え
、
補
正
予
算
５
０
６

億
円
を
計
上
し
た
。
同
対
策
で
は
、
林
道

路
網
の
整
備
や
森
林
病
害
虫
へ
の
対
策
、

木
造
公
共
建
築
物
の
整
備
、
木
材
産
業
人

材
の
確
保
、
森
業
の
推
進
、
木
質
系
新
素

材
の
開
発
、
半
林
半
Ｘ
の
推
進
等
を
支
援

す
る
。
そ
の
他
、「
東
日
本
大
震
災
復
興

関
連
予
算
」
と
し
て
92
億
円
、「
シ
カ
等

に
よ
る
森
林
被
害
緊
急
対
策
事
業
」
と
し

て
82
百
万
円
（
前
年
度
比
25
％
減
）
な
ど

を
計
上
し
た
。

【
水
産
関
係
】

水
産
関
係
当
初
予
算
の
総
額
は
前
年
度

当
初
比
17
億
円
増
の
１
、
８
７
６
億
円
で

７
年
度
補
正
１
、３
９
８
億
円
と
合
わ
せ
、

91
億
円
増
の
３
、２
７
４
億
円
と
な
っ
た
。

水
産
関
係
公
共
事
業
の
「
水
産
基
盤
整

備
事
業
」
は
、
当
初
予
算
で
７
３
８
億
円

（
前
年
度
比
７
億
円
増
）、
７
年
度
補
正
で

３
３
９
億
円
を
計
上
し
、
拠
点
漁
港
等
の

流
通
機
能
強
化
と
養
殖
拠
点
整
備
に
よ
る

水
産
業
の
成
長
産
業
化
を
推
進
す
る
と
と

も
に
、
環
境
変
化
に
対
応
し
た
漁
場
整
備

や
藻
場
・
干
潟
の
保
全
・
造
成
、
漁
港
施

設
の
耐
震
・
耐
津
波
・
耐
浪
化
や
長
寿
命

化
等
に
よ
る
漁
業
地
域
の
防
災
・
減
災
・

国
土
強
靱
化
対
策
、
漁
港
利
用
促
進
の
た

め
の
環
境
整
備
等
を
推
進
す
る
。

国
が
不
安
定
な
漁
業
の
収
入
と
経
営
を

支
え
る
た
め
に
設
け
た
漁
業
経
営
安
定
対

策
で
は
、「
漁
業
収
入
安
定
対
策
事
業
」

と
し
て
当
初
、
補
正
あ
わ
せ
て
３
４
４
億

円
を
措
置
。
漁
獲
変
動
等
に
伴
う
減
収
を

補
填
す
る
資
源
管
理
等
推
進
漁
業
収
入
安

定
対
策
（
積
立
ぷ
ら
す
）
等
を
推
進
す
る
。

「
漁
業
経
営
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
構
築

事
業
」
に
は
、
当
初
予
算
で
２
億
円
、
７

年
度
補
正
で
２
３
２
億
円
を
計
上
し
、
燃

油
・
配
合
飼
料
の
価
格
が
一
定
の
基
準
を

超
え
て
上
昇
し
た
場
合
の
補
填
金
を
交
付

し
、
漁
業
者
の
減
収
補
填
を
図
る
。

ま
た
、
養
殖
技
術
立
国
の
確
立
を
目
指

し
、「
養
殖
業
成
長
産
業
化
推
進
事
業
」、

「
漁
業
構
造
改
革
総
合
対
策
事
業
」
に
合

わ
せ
て
当
初
予
算
で
５
億
円
、
７
年
度
補

正
で
65
億
円
を
計
上
し
、
養
殖
業
の
成
長

産
業
化
の
実
現
や
、
収
益
性
向
上
の
た
め

の
新
技
術
を
活
用
し
た
養
殖
シ
ス
テ
ム
の

導
入
等
の
支
援
を
図
る
。

海
洋
環
境
の
変
化
に
対
応
で
き
る
資
源

調
査
や
資
源
評
価
の
推
進
及
び
管
理
体
制

の
構
築
の
た
め
、
当
初
予
算
で
２
３
４
億

円
を
計
上
。
調
査
船
調
査
、
漁
船
活
用
型

調
査
等
に
よ
る
デ
ー
タ
収
集
及
び
資
源
評

価
の
高
度
化
に
よ
り
、
最
大
持
続
生
産
量

（
Ｍ
Ｓ
Ｙ
）
ベ
ー
ス
と
す
る
資
源
評
価
を

実
施
し
、
不
漁
等
を
含
む
資
源
変
動
要
因

の
解
明
に
取
り
組
む
。

ま
た
、
我
が
国
周
辺
水
域
で
の
水
産
資

源
の
管
理
徹
底
と
公
海
で
の
国
際
ル
ー
ル

に
基
づ
く
操
業
秩
序
維
持
の
た
め
、
外
国

漁
船
の
違
法
操
業
に
対
す
る
万
全
な
漁
業

取
締
等
を
実
施
す
る
。
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政　策

令和８年度 農林水産関係予算の骨子
総括表

（単位：億円）

区　　　　分 令和７年度
予算額

令和８年度
概算決定額

令和７年度
補正追加額

農 林 水 産 予 算 額 22,706 22,956 　 9,602
（対前年度比） － 101.1%

1.　 公 共 事 業 費 6,966 7,026 　 4,290
（対前年度比） － 100.9%

　　 一 般 公 共 事 業 費 6,786 6,846 　 3,394
（対前年度比） － 100.9%

　　 災 害 復 旧 等 事 業 費 180 180 　 896
（対前年度比） － 100.0%

2.　 非 公 共 事 業 費 15,741 15,931 　 5,312
（対前年度比） － 101.2%

（注）１　�金額は関係ベース。
　　 ２　計数整理の結果、異動を生じることがある。
　　 ３　計数は、四捨五入のため、端数において合計とは一致しないものがある。

公共事業費一覧
（単位：億円）

区　　　　分 令和７年度
予算額

令和８年度
概算決定額

令和７年度
補正追加額

農 業 農 村 整 備 3,331 3,365 2,165
（対前年度比） 　 101.0%

林 野 公 共 1,880 1,899 863
（対前年度比） 　 101.0%

治 山 625 628 340
（対前年度比） 　 100.5%

森 林 整 備 1,256 1,271 523
（対前年度比） 　 101.2%

水 産 基 盤 整 備 731 738 339
（対前年度比） 　 101.0%

海 岸 81 81 28
（対前年度比） 　 100.0%

農 山 漁 村 地 域 整 備 交 付 金 762 762 -
（対前年度比） 　 100.0%

一 般 公 共 事 業 費 計 6,786 6,846 3,394
（対前年度比） 　 100.9%

災 害 復 旧 等 180 180 896
（対前年度比） 　 100.0%

公 共 事 業 費 計 6,966 7,026 4,290
（対前年度比） 　 100.9%

（注）‌�１．金額は、関係ベース。� �
２．計数整理の結果、異動を生じることがある。� �
３．計数は、四捨五入のため、端数において合計とは一致しないものがある。� �
４．農業農村整備事業関係予算は、6,942億円。その内訳は以下のとおり。
　　・農業農村整備事業3,365億円
　　・農山漁村地域整備交付金のうち農業農村整備分584億円
　　・�非公共の農業農村整備関連事業554億円（農地耕作条件改善事業、大区画化等加速化支援事業、農業水路等長

寿命化・防災減災事業、畑作等促進整備事業、農業生産基盤情報通信環境整備事業及び農山漁村振興交付金）
　　・７年度補正額（農業農村整備事業及び非公共の農業農村整備関連事業）2,439億円
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政　策

令和８年度農林水産関係予算の重点事項
８年度当初予算　　２兆2,956億円（２兆2,706億円）
７年度補正予算　　9,602億円
（※）各事項の下段（ ）内は、令和７年度当初予算額

Ⅰ　食料安全保障の強化

１ 農業構造転換集中対策
【８年度当初】 【７年度補正】

494億円（注）（　244億円） 2,410億円
（注１）財源として日本中央競馬会（JRA）からの臨時・特例の措置250億円も活用

（注２）次期通常国会に関連法案を提出予定
・農業農村整備（農地の大区画化等）＜一部公共＞ 166億円 （    126億円） 574億円
・共同利用施設の再編集約・合理化 238億円 （      69億円） 811億円
・�スマート農業技術・新品種の開発、生産性向上
に資する農業機械の導入

54億円 （      28億円） 897億円

・施設整備、販路拡大等を通じた輸出産地の育成 37億円 （      22億円） 129億円

２ 食料の安定供給の確保
◎　米の安定供給に向けた環境整備

【８年度当初】 【７年度補正】
（米穀等安定生産・需要開拓総合対策事業）

15億円（ 　 －　  ）
（米穀等安定生産・需要開拓総合対策事業）

24億円
（米穀周年供給・需要拡大支援事業）

50億円 （      50億円）

◎　海外依存度の高い品目の生産拡大の推進
【８年度当初】 【７年度補正】

・水田活用の直接支払交付金等 2,752億円 （ 2,870億円）
（水田活用の直接支払交付金）

2,612億円の内数（2,760億円の内数）
（畑作物産地形成促進事業）

135億円
（コメ新市場開拓等促進事業） 140億円 （    110億円）

（畑地化促進助成） 2,612億円の内数（2,760億円の内数） （畑地化促進事業）195億円
・水田農業の高収益化の推進＜一部公共＞ （畑地化促進助成） 2,612億円の内数（2,760億円の内数） （農業農村整備事業）2,165億円の内数

（持続的生産強化対策事業） 
140億円の内数（ 142億円の内数）

（強い農業づくり総合支援交付金） 
120億円の内数（ 120億円の内数）

（農業農村整備事業） 3,365億円の内数（3,331億円の内数）
・小麦・大豆の国産化の推進＜一部公共＞ （国産小麦・大豆供給力強化総合対策） 0.4億円（　 0.4億円） （国産小麦・大豆供給力強化総合対策等） 

70億円
（持続的生産強化対策事業） 

140億円の内数（ 142億円の内数）
（畑作物産地形成促進事業） 

135億円の内数

（共同利用施設の整備等） 338億円の内数（ 200億円の内数） （新基本計画実装・農業構造転換支援事業） 
617億円の内数

（農業農村整備事業） 3,365億円の内数（3,331億円の内数） （産地生産基盤パワーアップ事業） 
80億円の内数

（畑作等促進整備事業） 29億円 （      22億円） （農業農村整備事業） 326億円の内数

（農地耕作条件改善事業） 203億円の内数（ 198億円の内数）
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◎　農業の生産基盤の強化
【８年度当初】 【７年度補正】

・持続的生産強化対策事業 140億円 （    142億円）
ア　加工・業務用野菜の国産シェア奪還 ３億円 （      ４億円） （国産青果物安定供給体制の構築） ２億円
イ　果樹の生産増大対策 56億円 （      53億円）
ウ　花き支援対策 ７億円 （      ７億円）
エ　茶・薬用作物等支援対策 12億円 （      12億円）

・共同利用施設の整備等（一部再掲） 338億円 （    200億円） （新基本計画実装・農業構造転換支援事業）
617億円

（強い農業づくり総合支援交付金） 120億円 （    120億円）
（新基本計画実装・農業構造転換支援事業） 217億円 （      80億円）

（産地生産基盤パワーアップ事業） 80億円

・畑作物産地生産体制確立・強化緊急対策事業 58億円
・甘味資源作物生産支援対策 105億円 （    106億円）
・協同農業普及事業交付金 24億円 （      24億円）
・2027年国際園芸博覧会に向けた対応 81億円 （      ５億円） 15億円

◎　畜産・酪農の生産基盤の強化
【８年度当初】 【７年度補正】

・畜産クラスター等による生産基盤の維持･強化 （畜産クラスター事業等）（所要額） 591億円
（畜産生産性向上等緊急支援対策）

50億円の内数

・和牛肉需要拡大緊急対策 170億円
・国産牛乳乳製品需要拡大・競争力強化対策 （所要額） 133億円
・畜産生産体制の強化 ８億円 （      ８億円） 41億円
・畜産・酪農における環境負荷低減等の取組の推進 （飼料生産基盤立脚型酪農・肉用牛産地支援）

52億円の内数（   56億円の内数）
（農山漁村地域整備交付金） 762億円の内数（ 762億円の内数）

（持続可能性配慮型畜産推進事業）１億円 （      １億円）
・家畜・食肉等の流通体制の強化（一部再掲） （食肉流通構造高度化・輸出拡大総合対策事業）

17億円 （      12億円）
（畜産物等流通構造高度化・輸出拡大事業）

167億円
（緊急時液卵加工流通円滑化対策事業）

４億円
・養蜂支援対策 ２億円 （      ２億円）

◎　安定的な輸入及び備蓄の確保
【８年度当初】 【７年度補正】

・�食料・生産資材の安定的なサプライチェーンの確保 0.3億円 （     0.3億円） 25億円
・国際協力の推進 27億円 （      27億円） ６億円
・不測時に備えた食料供給体制強化対策 （世界食料需給動向等総合調査・分析事業）

0.5億円 （      １億円）
４億円

３ 生産資材の確保・安定供給
◎　肥料の国産化・安定供給

【８年度当初】 【７年度補正】
0.3億円 （     0.3億円） 70億円

◎　国産飼料の生産・利用拡大、飼料の安定供給
【８年度当初】 【７年度補正】

・国産飼料の生産・利用拡大（一部再掲） （飼料生産基盤立脚型酪農・肉用牛産地支援）
52億円 （      56億円）

（飼料備蓄・増産流通合理化事業のうち国産飼料増産対策事業） 
18億円の内数（   18億円の内数）

（所要額） 154億円

・草地関連基盤整備＜公共＞ 3,365億円の内数（3,331億円の内数） 326億円の内数

・飼料の安定供給 （飼料備蓄・増産流通合理化事業のうち飼料穀物備蓄・流通合理化事業） 
18億円の内数（   18億円の内数）

４ 合理的な価格の形成
【８年度当初】 【７年度補正】

（適正取引推進調査事業等）２億円 （      １億円） ４億円
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５ 円滑な食品アクセスの確保
◎　物流革新に向けた取組の推進（一部再掲）

【８年度当初】 【７年度補正】
（持続可能な食品等流通対策事業）

４億円 （      １億円）
（強い農業づくり総合支援交付金） 120億円の内数（ 120億円の内数）
（持続的生産強化対策事業） 140億円の内数（ 142億円の内数）

（食品等物流合理化緊急対策事業）
20億円

（卸売市場緊急整備事業）
78億円

◎　買物困難者、経済的に困窮している者の食品アクセスの確保
【８年度当初】 【７年度補正】
４億円の内数（  ２億円の内数） ６億円

６ 農産物・食品の輸出の促進
◎　輸出産地の形成・供給体制の強化（一部再掲）

【８年度当初】 【７年度補正】
・輸出産地・事業者の育成・展開 75億円 （      68億円）

・グローバル産地づくり推進事業
・�サプライチェーン連結強化プロ
ジェクト事業

・�食品産業の輸出向けHACCP 等
対応施設整備事業

等

340億円

・輸出促進に向けた環境整備 （輸出環境整備推進事業）12億円 （      13億円） （輸出環境整備緊急対策） 11億円の内数

◎　海外需要の拡大に向けた取組の強化（一部再掲）
【８年度当初】 【７年度補正】

・海外での輸出支援体制の確立 ６億円 （      ２億円） 21億円
・�オールジャパンでのマーケットイン輸出の取組強化 32億円 （      24億円） 77億円

◎　知的財産の保護・活用の強化
【８年度当初】 【７年度補正】

・知的財産の実効的な保護・活用と海外流出の防止 ３億円 （      ３億円） （輸出環境整備緊急対策）11億円の内数

・地理的表示（GI）等を活用したブランド化の推進 １億円 （      １億円）

７ 農林水産業・農山漁村に対する国民理解の醸成
【８年度当初】 【７年度補正】
（消費者理解醸成・行動変容推進事業）

0.4億円 （     0.5億円）
（農山漁村振興交付金）70億円の内数（   74億円の内数）
（消費・安全対策交付金等）22億円の内数（   22億円の内数）

（みどりの食料システム戦略推進総合対策）
６億円の内数（  ６億円の内数）

（消費者理解醸成・行動変容推進事業）
１億円

８ 食品産業（食品製造業、外食産業、食品関連流通業）の持続的な発展
◎　食品産業と農林漁業等の連携強化

【８年度当初】 【７年度補正】
２億円 （      １億円） 53億円

◎　食品産業における持続可能性に配慮した取組の促進
【８年度当初】 【７年度補正】

・サステナビリティ課題の解決支援 １億円 （      １億円） １億円
・食品ロス削減・プラスチック資源循環対策 １億円 （      １億円） ３億円
・フードテックへの投資促進 122億円の内数（ 132億円の内数） 168億円の内数
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Ⅱ　農業の持続的な発展

１ 地域計画を核とした施策の構築
◎　地域計画の実現に向けた支援

【８年度当初】 【７年度補正】
527億円

・強い農業づくり総合支援交付金
・�新基本計画実装・農業構造転換
支援事業

・農地利用効率化等支援事業
・地域農業構造転換支援対策
・新規就農者育成総合対策

等

936億円
・�新基本計画実装・農業構造転換
支援事業

・農地集約化促進事業
・新規就農者確保緊急円滑化対策
・地域農業構造転換支援対策

等

◎　地域の農業を担う者の事業展開の促進
【８年度当初】 【７年度補正】

・意欲ある農業者の経営発展の促進（一部再掲） （地域農業構造転換支援対策） 29億円 （      14億円）
（農地利用効率化等支援事業） 11億円 （      ６億円）

（民間資金の活用関連） 37億円の内数（   39億円の内数）

（地域農業構造転換支援対策） 
129億円の内数

（民間資金の活用関連） 83億円の内数

・集落営農連携促進等事業 ２億円 （      ２億円）
・農業経営・就農支援体制整備推進事業 ６億円 （      ６億円） （地域外からの担い手参入促進緊急対策）１億円

◎　農地の集積・集約の取組の加速化
【８年度当初】 【７年度補正】

・農地中間管理機構を活用した農地の集約化の推進 46億円 （      43億円） 80億円
・農業委員会による農地利用の最適化の推進 128億円 （    122億円）
・�スマート農業技術等の活用の促進に資する基盤
整備の推進＜一部公共＞（一部再掲）

（農業農村整備事業） 3,365億円の内数（3,331億円の内数）
（農地の耕作条件改善等） 208億円の内数（ 198億円の内数）

（農業生産基盤情報通信環境整備事業）
 ７億円（ 　 －　  ）

（農業農村整備事業） 
2,165億円の内数

（農地の耕作条件改善等） 
125億円の内数

（農業生産基盤情報通信環境整備事業）
 ２億円

◎　農業人材の育成・確保
【８年度当初】 【７年度補正】

・農業支援サービス事業者の育成・確保（再掲） 25億円 （     0.3億円） 157億円
・新規就農者の育成（一部再掲） （新規就農者育成総合対策等） 

133億円の内数 （    107億円）
（新規就農者確保緊急円滑化対策）

54億円
（地域農業構造転換支援対策） 

129億円の内数

・農業労働力等の確保 31億円 （      32億円） 13億円の内数

・女性の活躍推進 １億円 （      １億円） 13億円の内数

・多様な農業人材の意欲的な取組の推進 （持続的生産強化対策事業） 140億円の内数（142億円の内数）
（農業支援サービス事業者の育成・確保） 25億円 （     0.3億円）

（多面的機能支払交付金） 500億円の内数（ 500億円の内数）
（中山間地域等直接支払交付金）

 285億円の内数（ 285億円の内数）
（農山漁村振興交付金）70億円の内数（   74億円の内数）

（農業経営・就農支援体制整備推進事業）
６億円 （      ６億円）

（集落営農連携促進等事業）２億円 （      ２億円）
等

（農業支援サービス事業者の育成・確保）
 157億円の内数

（中山間地域等対策）
30億円の内数

等

２ 生産性の向上に資するスマート農業の実用化等の推進
【８年度当初】 【７年度補正】

・スマート農業技術活用促進集中支援プログラム 185億円（182億円）
・�スマート農業技術活用促進総合対策
・�スマート農業・農業支援サービ
ス事業導入総合サポート事業

・強い農業づくり総合支援交付金
・農地利用効率化等支援事業
・地域農業構造転換支援対策

等

529億円
・�スマート農業技術開発・供給加
速化対策

・�スマート農業・農業支援サービス
事業導入総合サポート緊急対策

等
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町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

・�スマート農業技術の開発・供給、革新的新品種の
開発、スタートアップへの総合的支援（一部再掲）

３億円 （      ３億円） 187億円

・�スマート農業技術・サービス事業の導入の加速化
（一部再掲）

25億円 （     0.3億円） 157億円

・新技術等の研究開発 （戦略的農林水産研究推進事業）
９億円 （      14億円）

（「知」の集積と活用の場によるイノベーション創出推進事業）
22億円 （      28億円）

25億円

３ 農業生産基盤の整備・保全（一部再掲）
【８年度当初】 【７年度補正】

・農業農村整備事業＜公共＞ 3,365億円 （ 3,331億円） 2,165億円
・農地耕作条件改善事業 203億円 （    198億円） 100億円
・大区画化等加速化支援事業 ５億円（ 　 －　  ） 25億円
・農業水路等長寿命化・防災減災事業 272億円 （    282億円） 147億円
・畑作等促進整備事業 29億円 （      22億円）
・農業生産基盤情報通信環境整備事業 ７億円（ 　 －　  ） ２億円
・農山漁村地域整備交付金＜公共＞ 762億円の内数（ 762億円の内数）

４ 経営安定対策の適確な実施
【８年度当初】 【７年度補正】

・畑作物の直接支払交付金 （所要額） 1,924億円 （ 2,024億円）
・収入減少影響緩和対策交付金 （所要額） 468億円 （    446億円）
・収入保険制度の実施 290億円 （    399億円）
・農業共済事業の実施 （所要額） 793億円 （    801億円）
・野菜価格安定対策事業 （所要額） 157億円 （    156億円）
・施設園芸等燃料価格高騰対策 44億円
・畜産・酪農経営安定対策 （所要額） 2,307億円 （ 2,303億円）

５ 家畜伝染病、病害虫等への対応強化
【８年度当初】 【７年度補正】

・家畜衛生等総合対策 77億円 （      77億円） 34億円
・消費・安全対策交付金 19億円 （      19億円） 13億円
・総合防除の推進 （消費・安全対策交付金等）

20億円の内数（   20億円の内数）
（みどりの食料システム戦略推進総合対策）

６億円の内数（  ６億円の内数）

（みどりの食料システム戦略緊急対策事業）
40億円の内数

Ⅲ　農村の振興

１ 農村関係人口の拡大、経済面・生活面の取組等による農村の振興
【８年度当初】 【７年度補正】

・中山間地域を始めとした農山漁村の振興 70億円 （      74億円） 30億円
このほか関係中山間地域優先枠

96億円
・農業農村整備事業＜公共＞（再掲） 3,365億円 （ 3,331億円） 2,165億円
・中山間地農業ルネッサンス事業＜一部公共＞ 413億円 （    412億円）

２ 鳥獣被害防止対策等
【８年度当初】 【７年度補正】

・鳥獣被害防止対策とジビエ利用の推進 100億円 （    100億円） 70億円
・特殊自然災害対策施設緊急整備事業 ３億円 （      ３億円）

第3347号 2026年（令和 8年） 2月 2日　44

p39-46 3347 政策-農林水産省-図表.indd   44p39-46 3347 政策-農林水産省-図表.indd   44 2026/01/21   17:15:252026/01/21   17:15:25



町 村 週 報 （第三種郵便物認可）

政　策

Ⅳ　環境と調和のとれた食料システムの確立

【８年度当初】 【７年度補正】
・環境保全型農業直接支払交付金 28億円 （      28億円）
・みどりの食料システム戦略推進総合対策 ６億円 （      ６億円） 40億円
・気候変動への適応の取組の推進 （フードテックへの投資促進） 122億円の内数（ 132億円の内数）

（米穀等安定生産・需要開拓総合対策事業）
15億円の内数（ 　 －　  ）

（果樹農業生産力増強総合対策）56億円の内数（   53億円の内数）
（水利施設管理強化事業）40億円の内数（   34億円の内数）

（みどりの食料システム戦略推進総合対策）
６億円の内数（  ６億円の内数）

等

（生産性の抜本的な向上を加速化する革新的新品種開発）
30億円の内数

（フードテックへの投資促進） 168億円の内数

（気候変動対応等高需要種子増産・確保緊急対策事業）
２億円の内数

（農業水利施設、農業用ため池等の防災・減災、国土強靱化対策） 
1,378億円の内数

等
・�強い農業づくり総合支援交付金、農地利用効率化等支援事業 131億円の内数（ 139億円の内数）
・畜産・酪農における環境負荷低減等の取組の推進 （飼料生産基盤立脚型酪農・肉用牛産地支援）

52億円の内数 （      56億円の内数）
（農山漁村地域整備交付金） 762億円の内数 （    762億円の内数）

（持続可能性配慮型畜産推進事業）
１億円の内数（ 　 －　  ）

・��食品産業における持続可能性に配慮した取組の促進 １億円の内数（  １億円の内数） ３億円の内数

・森林・林業・木材産業によるグリーン成長の実現 154億円の内数（ 144億円の内数） 450億円の内数

・水産業における持続可能性の確保 ５億円の内数（   15億円の内数） 283億円の内数

Ⅴ　多面的機能の発揮

【８年度当初】 【７年度補正】
・多面的機能支払交付金 500億円 （    500億円）
・中山間地域等直接支払交付金 285億円 （    285億円）
・環境保全型農業直接支払交付金（再掲） 28億円 （      28億円）

Ⅵ　2050年ネット・ゼロ等に貢献する 
　　「森の国・木の街」の実現に向けた 森林資源循環利用施策の総合的な展開

【８年度当初】 【７年度補正】
・森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策 154億円 （    144億円） （林業・木材産業国際競争力強化総合対策）

450億円
（花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策）

56億円
ア　森林集約・循環成長対策 80億円 （      70億円） 124億円
イ　木材等の付加価値向上・需要拡大対策 15億円 （      14億円） 33億円
ウ　森林・林業担い手育成総合対策 46億円 （      47億円） 21億円
エ　スマート林業・DX推進総合対策 ３億円 （      ２億円） ７億円
オ　森林・山村地域活性化振興対策 10億円 （      10億円）

・花粉症解決に向けた総合対策＜一部公共＞ 56億円
（林業・木材産業国際競争力強化総合対策） 

450億円の内数

・森林整備事業＜公共＞ 1,271億円 （ 1,256億円） 523億円
・治山事業＜公共＞ 628億円 （    625億円） 340億円
・農山漁村地域整備交付金＜公共＞（再掲） 762億円の内数（ 762億円の内数）

Ⅶ　海洋環境の激変に適応するための水産業の強靱化

◎　環境激変に適応するための大胆な変革の推進
【８年度当初】 【７年度補正】

・�海洋環境の急激な変化を的確に捉える資源調
査・評価の推進及び管理体制の構築

78億円 （      70億円） 11億円

・�海洋環境の変化に対応するための新たな操業の
構築・推進

２億円 （      12億円） （所要額） 165億円

・�経営環境の変化を見据えた将来構想に基づく遠
洋漁業の構造再編

６億円 （      ６億円） 38億円

第3347号45　2026年（令和 8年） 2月 2日

p39-46 3347 政策-農林水産省-図表.indd   45p39-46 3347 政策-農林水産省-図表.indd   45 2026/01/21   17:15:282026/01/21   17:15:28



町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政　策

・IUU漁業を阻止するための取組の強化等 157億円の内数（ 156億円の内数） 78億円の内数

◎　未来の水産業を担う経営体・人の確保
【８年度当初】 【７年度補正】

・�地域を担う漁業者を後押しするための仕組みづくり 54億円 （      66億円） 263億円
・�漁業を魅力ある職業とするための働き方・職場
環境の改善、新規就業者の受入体制の拡充

213億円 （    202億円） 100億円

◎　豊かで魅力ある浜づくり
【８年度当初】 【７年度補正】

・�海業の全国的な展開の加速化による新たな源泉
づくり＜一部公共＞

759億円 （    755億円） 68億円

・漁村環境の保全に向けた漁業者活動の推進 30億円 （      32億円） 44億円
・魚食の拡大に向けた新たなアプローチ ６億円 （      ６億円）

◎　増大するリスクも踏まえた養殖業等における対応
【８年度当初】 【７年度補正】

・養殖技術立国の確立 ５億円 （      15億円） 81億円
・ウナギ安定供給緊急総合対策事業等 ７億円
・内水面及びさけ・ます等栽培資源総合対策 13億円 （      13億円）
・水産業のスマート化の推進 １億円 （      ２億円） ５億円
・漁協系統組織の経営の健全化・基盤強化等 ３億円 （      ３億円） 13億円
・�水産物の持続的・安定的な供給に向けた持続可
能な加工・流通システムの推進

６億円 （      ６億円） ８億円

・捕鯨対策 （所要額）51億円 （      51億円）
・漁業経営安定対策の着実な実施 289億円 （    288億円） 415億円

◎　水産基盤の整備、漁港機能の再編・集約化と強靱化の推進
【８年度当初】 【７年度補正】

・水産基盤整備事業＜公共＞ 738億円 （    731億円） 339億円
・漁港の機能増進 １億円 （      ２億円） 17億円
・農山漁村地域整備交付金＜公共＞（再掲） 762億円の内数（ 762億円の内数）

Ⅷ　防災・減災、国土強靱化と災害復旧等の推進

◎　防災・減災、国土強靱化の推進
【８年度当初】 【７年度補正】

・農業水利施設、ため池等の対策［公共］ 1,378億円
・治山施設の設置等による対策［公共］ 340億円
・森林整備による対策［公共］ 258億円
・漁業地域の対策［公共］ 291億円
・海岸堤防等の対策［公共］ 28億円
・卸売市場施設の対策 ３億円
・園芸産地における対策 ２億円
・流域治水対策 １億円

◎　災害被害の復旧・復興
【８年度当初】 【７年度補正】

・災害復旧等事業［公共］ 180億円 （    180億円） 896億円
・�令和６年能登半島地震等及び令和７年８月から
の豪雨への対応
ア　�農業機械・施設等の再建、営農再開に向けた支援 31億円（ 　 －　  ） 29億円
イ　水産業共同利用施設、漁船等の復旧 10億円
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中
学
校
35
人
学
級
の
実
現
、
複
数
配
置
基

準
引
き
下
げ
に
よ
る
養
護
教
諭
の
配
置
充

実
、
複
数
の
共
同
学
校
事
務
室
を
統
括
す

る
事
務
職
員
定
数
の
新
設
に
よ
る
学
校
事

務
体
制
の
機
能
強
化
な
ど
、
令
和
10
年
度

ま
で
の
新
た
な
定
数
改
善
計
画
を
策
定
す

る
こ
と
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
教
師
の
処
遇
改
善
と
し
て
、
教

職
調
整
額
の
５
％
→
６
％
へ
の
改
善
、
主

務
教
諭
の
創
設
、
部
活
動
指
導
手
当
を
日

額
２
、
７
０
０
円
→
３
、
９
０
０
円
へ
の

見
直
し
を
行
う
。

「
G
I
G
A
ス
ク
ー
ル
構
想
支
援
体
制

整
備
事
業
」
に
は
３
億
円
を
計
上
。
次
世

代
型
校
務
D
X
環
境
の
整
備
状
況
が
６
・

１
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
次

世
代
校
務
D
X
環
境
の
全
国
的
な
整
備
、

学
校
の
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
速
度
の
改
善

等
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

「
部
活
動
の
地
域
展
開
等
の
全
国
的
な

実
施
」
に
は
57
億
円
、
令
和
７
年
度
補
正

予
算
で
は
82
億
円
を
計
上
。
令
和
８
年
度

か
ら
開
始
さ
れ
る
改
革
実
行
期
間
に
お
け

る
部
活
動
の
地
域
展
開
等
の
全
国
的
な

実
施
を
推
進
す
る
。
休
日
の
地
域
ク
ラ
ブ

活
動
の
活
動
費
や
推
進
体
制
の
整
備
に
対

す
る
支
援
の
ほ
か
、
部
活
動
指
導
員
の
配

置
支
援
、
平
日
も
含
め
た
地
域
展
開
等
の

加
速
化
の
た
め
の
実
証
事
業
の
実
施
等
を

行
う
。

○
新
し
い
時
代
の
学
び
の
実
現
に
向
け
た

学
校
施
設
の
整
備
等

「
公
立
学
校
施
設
の
整
備
」
に
は
６
７

８
億
円
、
令
和
７
年
度
補
正
予
算
で
は

2
、
552


億
円
を
計
上
。
子
供
た
ち
の

多
様
な
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
教
育
環
境
の
向

上
と
老
朽
化
対
策
の
一
体
的
整
備
、
避
難

所
と
し
て
の
防
災
機
能
強
化
、
学
校
施
設

の
脱
炭
素
化
推
進
等
を
目
指
す
。
ま
た
、

物
価
変
動
の
反
映
等
に
よ
る
対
前
年
度
比

7
・
7
％
増
の
単
価
改
定
を
行
う
。

○
誰
も
が
学
ぶ
こ
と
が
で
き
る
機
会
の
保
障

「
学
校
給
食
費
の
抜
本
的
な
負
担
軽
減

（
い
わ
ゆ
る
給
食
無
償
化
）」
に
は
１
、
６

４
９
億
円
を
計
上
。
子
育
て
支
援
に
取
り

組
む
自
治
体
を
支
援
す
る
観
点
か
ら
、
国

１
／
２
、
都
道
府
県
１
／
２
負
担
に
よ
り

学
校
給
食
に
係
る
食
材
費
を
支
援
す
る
。

具
体
的
に
は
、「
給
食
費
負
担
軽
減
交
付

金
」
を
創
設
し
、
給
食
実
施
校
の
在
籍
児

童
数
×
基
準
額
×
11
か
月
×
1
／
2
の
額

を
都
道
府
県
に
対
し
交
付
し
、
都
道
府
県

負
担
分
と
合
わ
せ
て
市
町
村
に
配
分
す

る
。
基
準
額
は
、
令
和
５
年
度
学
校
給
食

費
調
査
の
全
国
平
均
４
、
６
８
8
円
（
完

全
給
食
の
小
学
校
の
場
合
）
に
近
年
の
物

価
動
向
を
加
味
し
て
設
定
さ
れ
、
完
全
給

食
を
行
う
小
学
校
に
対
し
て
は
５
、
２
０

０
円
と
な
っ
て
い
る
。
補
食
給
食
、
ミ
ル

ク
給
食
に
つ
い
て
も
同
様
の
考
え
方
で
基

準
額
が
設
定
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、
基
準

額
を
超
え
る
部
分
に
つ
い
て
は
、
保
護
者

か
ら
徴
収
可
能
と
し
て
い
る
。

「
高
校
生
等
へ
の
修
学
支
援
」
に
は
６
、

１
７
４
億
円
を
計
上
。
自
由
民
主
党
・
公

明
党
・
日
本
維
新
の
会
の
三
党
合
意
に
基

づ
き
、
高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
の
収
入

要
件
を
撤
廃
し
て
、
公
立
高
校
１
１
８
、

０
０
０
円
、
私
立
高
校
４
５
７
、
２
０
０

円
を
支
給
上
限
額
と
し
、
国
が
３
／
４
、

都
道
府
県
が
１
／
４
を
負
担
す
る
（
私
立

高
校
等
の
通
信
制
課
程
は
３
３
７
、
２
０

０
円
）。

「
誰
一
人
取
り
残
さ
れ
な
い
学
び
の
保

障
に
向
け
た
不
登
校
・
い
じ
め
対
策
等
の

推
進
」
に
は
１
０
０
億
円
を
計
上
。
不
登

校
児
童
生
徒
数
、
い
じ
め
の
重
大
事
態
発

生
件
数
が
過
去
最
多
と
な
る
な
ど
、
様
々

な
困
難
を
抱
え
る
児
童
生
徒
に
対
す
る
支

援
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
校

内
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
支
援
員
の
拡
充
、

学
び
の
多
様
化
学
校
の
設
置
促
進
等
を

行
う
。

「
特
別
支
援
教
育
の
充
実
」
に
は
51
億

円
を
計
上
。
医
療
的
ケ
ア
が
必
要
な
児
童

生
徒
等
へ
の
支
援
と
し
て
、
医
療
的
ケ
ア

看
護
職
員
の
配
置
拡
充
等
を
行
う
。
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１．質の⾼い公教育の再⽣　（　）内は令和７年度予算額。　【　】内は令和７年度補正予算額。

教育の質の向上に向けた、学校における働き⽅改⾰の更なる加速化、教師の処遇改善、学校の指導・運営体制
の充実、教師の育成⽀援の⼀体的な推進
・�中学校35⼈学級の実現や養護教諭の配置充実、学校事務体制の機能強化等に係る新たな「定数改善計画」の策定、教職調整額の改善や主
務教諭の創設等の教師の処遇改善� 1兆7,118億円（1兆6,210億円）【715億円】

・�教師を補助する⽀援スタッフの配置充実、⾏政による学校問題解決の⽀援体制の構築等� 99億円（94億円） 【２億円】
・�教師⼈材の確保強化� ５億円（５億円）【１億円】

GIGAスクール構想の更なる推進と学校DXの加速
・�情報活⽤能⼒の抜本的向上、校務DXの更なる加速及び基盤整備、⽣成AIの活⽤等� ６億円（９億円）【49億円】
・�１人１台端末の着実な推進� ３億円（３億円）【685億円】
・�⼩中学校等における英語等のデジタル教科書の配布・活⽤促進� 17億円（17億円）【２億円】
・�AIの活⽤等を通じた英語教育の抜本強化� ２億円（２億円）【４億円】
・�教育DXを⽀える基盤的ツールの整備・活⽤、教育データの利活⽤の推進� 11億円（10億円）【８億円】

幼児期及び幼保⼩接続期の教育の質的向上
・�「幼保⼩の架け橋プログラム」の実施、幼児教育の質を⽀える体制整備の⽀援等� 20億円（22億円）【40億円】

高等学校改革の推進
※�⾼等学校教育改⾰促進基⾦による産業イノベーション⼈材等の育成、DXハイスクールによるデジタル等成⻑分野を⽀える⼈材育成等�
� 【3,009億円】

部活動の地域展開や地域連携
・�部活動の地域展開等の全国的な実施� 57億円（37億円）【82億円】

現代的健康課題に対応するための健康教育の推進
・�現代的健康課題の理解増進など学校保健の推進、学校給⾷・⾷育の充実� ７億円（７億円）【１億円】

道徳教育の充実
・�よりよい生き方を実践する力を育む道徳教育の推進等� 42億円（43億円）

２．新しい時代の学びの実現に向けた学校施設の整備等

教育環境の向上と⽼朽化対策の⼀体的整備、キャンパスの共創拠点化、防災機能強化、脱炭素化など学校施設
等の整備の推進
・�公立学校施設の整備� 678億円（691億円）【2,552億円】
・�国立大学・高専等施設の整備� 364億円（364億円）【802億円】
・�私立学校施設等の整備� 91億円（91億円）【146億円】

（単位：億円）令和８年度文部科学省関係予算のポイント
区　　　　分 令和７年度予算額 令和８年度予算額（案） 比較増△減額 備　　考

一　般　会　計 55,094 58,809 3,715 対前年度 6.7%増

エネルギー対策特別会計 1,084 1,087 3 対前年度 0.3%増
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３．⾼等教育機関の多様なミッションの実現

卓越した研究⼒の強化、⾼校・⼤学・⼤学院の⼀気通貫の改⾰を推進するとともに、近年の物価・⼈件費の上昇等
を踏まえつつ基盤的経費を確保
・�国立大学改革の推進� １兆971億円（１兆836億円）【486億円】
・�⾼等専⾨学校の⾼度化・国際化� 631億円（630億円）【70億円】
・�私立大学等の改革の推進� 3,993億円（3,982億円）【８億円】

⽇本⼈学⽣の海外派遣、外国⼈留学⽣の受⼊れ・定着、教育の国際化の推進
・�⽇本⼈の留学促進、中⻑期留学のための奨学⾦の充実、G7やグローバル・サウス等との双⽅向の留学促進、⼤学の国際化、初等中等教育
段階の英語教育や国際連携・交流等の充実� 732億円（734億円）【575億円】

専⾨⼈材の育成等の推進
・�「知の総和」答申を踏まえた地域⼤学振興の推進� ８億円（新規）
・�⼤学院教育改⾰の推進� 19億円（19億円）
・�⼤学における⾼度医療⼈材養成等の推進、⼤学病院の経営基盤強化� 36億円（35億円）【349億円】
※成⻑分野への学部転換等の推進による⼤学・⾼専の機能強化� 【200億円】

４．誰もが学ぶことができる機会の保障

誰⼀⼈取り残されない学びの保障に向けた不登校、いじめ対策等の推進
・�⽀援員の配置拡充や保護者⽀援を含む校内外教育⽀援センターの機能強化、学びの多様化学校の設置促進、いじめ・⾃殺対策の推進、スクール
カウンセラー・スクールソーシャルワーカー等相談体制の充実等� 100億円（94億円）【３億円】
・�夜間中学の設置促進や教育活動の充実� １億円（１億円）

⽣涯を通じた障害者の学びの推進
・�特別⽀援教育の充実� 51億円（51億円）
・�⼤学等や学校卒業後における障害者の⽣涯学習の推進� ２億円（２億円）

外国⼈等に対する⽇本語教育の推進・外国⼈児童⽣徒等への教育等の充実
・�外国⼈等に対する⽇本語教育の推進� 16億円（16億円）【４億円】
・�外国⼈児童⽣徒等への教育等の充実� 17億円（15億円）【0.2億円】

海外で学ぶ⽇本⼈児童⽣徒の教育機会の充実
・�在外教育施設の機能強化（教師派遣等）� 192億円（191億円）【５億円】

地域と学校等の連携・協働による地域の教育⼒の向上や体験活動の充実、学校安全体制の整備の推進
・�コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の⼀体的な取組の推進、体験活動や読書活動の推進、家庭教育⽀援、キャリア教育の推進等��
� 77億円（77億円）【１億円】
・�学校安全体制の整備� ５億円（５億円）

リ・スキリングを含めたリカレント教育等社会⼈の学び直しの機会の拡充
・�社会⼈向けの実践的なプログラムの開発・拡充等� 91億円（89億円）【22億円】

各教育段階の負担軽減による学びのセーフティネットの構築
・�⾼等学校等就学⽀援⾦制度の拡充等� 5,852億円（5,133億円）
・�⾼校⽣等奨学給付⾦の拡充� 322億円（152億円）
・�学校給⾷費の抜本的な負担軽減（いわゆる給⾷無償化）� 1,649億円（新規）
・⾼等教育の修学⽀援の充実（こども家庭庁計上分含む）� 7,486億円（7,494億円）
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経
済
産
業
省
の
令
和
8
年
度
予
算
（
以

下
、
当
初
予
算
）
は
、
一
般
会
計
と
特
別

会
計
を
合
わ
せ
た
総
額
で
、
３
兆
６
9
３

億
円（
前
年
度
２
兆
５
２
４
億
円
）と
な
っ

た
。
一
般
会
計
で
は
、
前
年
度
か
ら
６
・

５
%
増
の
３
、７
５
４
億
円
（
前
年
度
３
、

５
２
５
億
円
※
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
特
別
会

計
繰
入
を
除
く
）
を
計
上
、
内
訳
は
、
中

小
企
業
対
策
費
が
１
、
０
７
９
億
円
（
同

１
、
０
８
０
億
円
）、
科
学
技
術
振
興
費

が
１
、
１
４
１
億
円
。
特
別
会
計
は
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
特
別
会
計
が
２
兆
５
、
３
３
３

億
円
（
同
１
兆
５
、
４
５
５
億
円
）、
こ

の
う
ち
A
I
・
半
導
体
関
連
は
１
兆
２
、

３
９
０
億
円
（
同
３
、
３
３
８
億
円
）
と

な
っ
た
。
昨
年
12
月
に
決
定
し
た
令
和
7

年
度
補
正
予
算（
以
下
、７
年
度
補
正
）２
・

７
兆
円
と
合
わ
せ
、
５
・
７
兆
円
を
計
上

し
た
。

７
年
度
補
正
で
は
、生
活
の
安
全
保
障
・

物
価
高
に
対
す
る
対
応
と
し
て
、
１
月
か

ら
３
月
ま
で
の
電
気
・
ガ
ス
代
を
支
援
す

る
電
気
・
ガ
ス
料
金
負
担
軽
減
支
援
事
業

（
５
、
２
９
６
億
円
）
や
中
小
企
業
・
小

規
模
事
業
者
等
を
対
象
と
し
た
賃
上
げ
環

境
の
整
備
を
盛
り
込
み
１
兆
３
、
５
７
０

億
円
を
措
置
し
た
。

中
小
企
業
対
策
費
に
つ
い
て
は
、
中
小

企
業
活
性
化
・
事
業
承
継
総
合
支
援
事
業
、

小
規
模
対
策
推
進
等
事
業
な
ど
、
中
小
企

業
・
小
規
模
事
業
者
に
向
け
た
賃
上
げ
環

境
整
備
の
た
め
当
初
予
算
で
１
、
４
５
６

億
円
を
措
置
し
た
。
７
年
度
補
正
に
お
い

て
は
、
中
小
企
業
生
産
性
革
命
推
進
事
業

に
３
、
４
０
０
億
円
（
６
年
度
補
正
と
同

額
）、
中
堅
・
中
小
企
業
の
賃
上
げ
に
向

け
た
省
力
化
等
の
大
規
模
成
長
投
資
補
助

金
と
し
て
新
た
に
４
、
１
２
１
億
円
を
措

置
し
た
。

ま
た
、
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
で
は
、

ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
拡
大
に
向
け
、

次
世
代
革
新
炉
の
開
発
支
援
に
１
、
２
２

０
億
円
（
同
８
８
９
億
円
）、
系
統
用
蓄

電
池
等
の
電
力
貯
蔵
シ
ス
テ
ム
導
入
支
援

と
し
て
350


億
円
（
同
150


億
円
）

を
盛
り
込
ん
だ
。

【
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
関
係
】

価
格
転
嫁
・
取
引
適
正
化
の
更
な
る
徹

底
、
経
営
改
善
・
事
業
継
承
等
に
係
る
支

援
体
制
の
強
化
、
持
続
的
な
賃
上
げ
に
向

け
た
環
境
整
備
等
に
必
要
な
予
算
が
計
上

さ
れ
た
。

「
中
小
企
業
取
引
対
策
事
業
」
は
、
当

初
予
算
で
39
億
円
、
７
年
度
補
正
で
８
億

円
を
計
上
し
た
。
令
和
８
年
１
月
施
行
の

中
小
受
託
取
引
適
正
化
法
・
受
託
中
小
企

業
振
興
法
の
周
知
徹
底
や
厳
正
な
執
行

を
進
め
る
と
と
も
に
、
適
切
な
価
格
転
嫁

の
た
め
、
取
引
G
メ
ン
に
よ
る
取
引
実
態

の
把
握
、
各
都
道
府
県
に
設
置
し
た
「
取

引
か
け
こ
み
寺
」
に
お
け
る
相
談
対
応
等

を
実
施
す
る
。

「
中
小
企
業
活
性
化
・
事
業
継
承
総
合

支
援
事
業
」
で
は
、
財
務
上
の
問
題
を
抱

え
る
中
小
企
業
等
に
対
し
て
の
収
益
力
改

善
・
事
業
再
生
や
、
後
継
者
不
在
の
中
小

企
業
等
に
対
す
る
事
業
継
承
・
事
業
引
継

ぎ
を
支
援
す
る
た
め
、
当
初
予
算
で
１
３

９
億
円
、７
年
度
補
正
で
74
億
円
を
計
上
。

ま
た
、
中
小
企
業
が
大
学
・
公
設
試
験

研
究
機
関
等
と
連
携
し
て
行
う
研
究
開
発

の
支
援
等
を
す
る
、「
成
長
型
中
小
企
業

等
研
究
開
発
支
援
事
業
」（
Ｇ
ｏ
-
Ｔ
ｅ

ｃ
ｈ
事
業
）
で
は
、
当
初
予
算
で
１
２
２

億
円
を
計
上
し
た
。

新
市
場
開
拓
、
事
業
承
継
等
の
推
進
、

海
外
市
場
の
獲
得
を
目
指
す
事
業
者
に
対

す
る
輸
出
支
援
、
多
様
な
経
営
課
題
に
対

す
る
専
門
家
に
よ
る
ハ
ン
ズ
オ
ン
支
援
を

実
施
す
る
た
め
、「
独
立
行
政
法
人
中
小

企
業
基
盤
整
備
機
構
運
営
費
交
付
金
」
と

し
て
、
当
初
予
算
で
１
９
３
億
円
を
計
上

し
た
。

さ
ら
に
、
資
金
繰
り
支
援
と
し
て
、
米

国
関
税
の
影
響
を
受
け
る
事
業
者
へ
の
措

置
を
含
む
、
日
本
政
策
金
融
公
庫
か
ら
の

融
資
に
お
け
る
金
利
を
引
下
げ
る
た
め
の

利
子
補
給
と
し
て
、
当
初
予
算
で
１
６
９

億
円
を
計
上
し
た
。

こ
の
ほ
か
、
７
年
度
補
正
に
お
け
る
主

な
中
小
企
業
対
策
と
し
て
、
中
堅
・
中
小

企
業
が
、
賃
上
げ
に
向
け
た
省
力
化
等
に

よ
る
労
働
生
産
性
の
抜
本
的
な
向
上
と
事

業
規
模
の
拡
大
を
図
る
た
め
の
大
規
模
な

投
資
を
支
援
す
る
「
中
堅
等
大
規
模
成
長

投
資
補
助
金
」
を
４
、
１
２
１
億
円
措
置

し
た
。
ま
た
、
伴
走
支
援
体
制
の
強
化
の

た
め
、「
認
定
支
援
機
関
に
よ
る
経
営
改

善
計
画
策
定
支
援
補
助
金
」
１
０
１
億
円

を
計
上
し
、
近
年
の
大
規
模
な
自
然
災
害

に
よ
り
被
害
を
受
け
た
施
設
復
旧
等
の
た

め
、「
な
り
わ
い
再
建
支
援
事
業
等
に
よ

る
被
災
地
域
の
復
興
支
援
」
と
し
て
、
２

６
８
億
円
を
計
上
し
た
。

説説解解
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【
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
係
】

資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
で
は
、
当
初

予
算
に
お
い
て
「
G
X
2040



年
ビ

ジ
ョ
ン
（
脱
炭
素
成
長
型
経
済
構
造
移
行

推
進
戦
略
）」
に
沿
っ
て
、
新
た
な
付
加

価
値
を
生
む
成
長
投
資
の
促
進
、
産
業
の

高
付
加
価
値
化
を
目
的
と
し
、
１
兆
８
、

６
６
７
億
円
を
計
上
し
た
。
こ
の
う
ち

G
X
分
野
で
は
、
浮
体
式
洋
上
風
力
発
電

設
備
や
燃
料
電
地
な
ど
の
関
連
部
素
材
や

製
造
設
備
へ
の
投
資
を
補
助
す
る
た
め
、

「
次
世
代
革
新
炉
の
技
術
開
発
・
産
業
基

盤
化
支
援
事
業
」
に
1
、220


億
円
（
前

年
度
889


億
円
）
を
措
置
し
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
供
給
の
脱
炭
素
に
貢
献
す
る
高
速
炉

開
発
等
を
目
指
す
。
新
た
に
予
算
が
措
置

さ
れ
た
「
脱
炭
素
電
源
地
域
貢
献
型
投
資

促
進
事
業
」（
400


億
円
）
や
「
G
X

戦
略
地
域
制
度
に
お
け
る
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト

等
再
生
に
向
け
た
事
業
化
促
進
事
業
」

（
30
億
円
）
で
は
、
企
業
や
自
治
体
に
よ

る
地
域
の
脱
炭
素
化
へ
の
投
資
や
G
X
事

業
化
の
た
め
の
事
業
収
益
性
評
価
、
設
備

費
用
等
を
支
援
す
る
。

ま
た
、
不
確
実
な
グ
ロ
ー
バ
ル
環
境
等

を
背
景
に
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
変
動
に
強

い
強
靱
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
へ
の
転

換
に
向
け
、
１
兆
769


億
円
を
計
上
し

た
。
こ
の
う
ち
、「
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
導
入
拡
大
に
向
け
た
系
統
用
蓄
電
池
等

の
電
力
貯
蔵
シ
ス
テ
ム
導
入
支
援
事
業
」

に
350


億
円
を
措
置
。
ま
た
、
令
和
６

年
度
補
正
で
措
置
さ
れ
た
「
中
小
水
力
発

電
に
係
る
自
治
体
主
導
型
案
件
創
出
支
援

等
事
業
」
を
引
き
つ
ぐ
形
で
、「
水
力
発

電
導
入
促
進
事
業
」
と
し
て
新
た
に
20
億

円
を
充
て
た
。令
和
7
年
度
に
引
き
続
き
、

「
洋
上
風
力
発
電
の
導
入
促
進
に
向
け
た

採
算
性
分
析
の
た
め
の
基
礎
調
査
」
に
１

２
２
億
円
（
前
年
度
91
億
円
）、「
地
熱
発

電
の
開
発
促
進
に
向
け
た
資
源
量
調
査
・

理
解
促
進
事
業
」
に
１
２
６
億
円
（
同
１

２
１
億
円
）、「
太
陽
光
発
電
大
量
導
入
へ

の
課
題
解
決
に
向
け
た
技
術
開
発
事
業
」

に
31
億
円
（
同
32
億
円
）、「
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
・
非
化
石
転
換
の
投
資
促
進
・
社
会

実
装
支
援
事
業
」
に
840


億
円
（
同

760


億
円
）
を
措
置
。

加
え
て
、
７
年
度
補
正
予
算
で
は
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
・
資
源
安
全
保
障
を
強
化
す
る

た
め
の
経
費
と
し
て
「
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
導
入
拡
大
に
向
け
た
系
統
用
蓄
電
池

等
の
電
力
貯
蔵
シ
ス
テ
ム
導
入
支
援
事

業
」 （
616


億
円
）、
系
統
用
蓄
電
池
等

の
大
規
模
電
力
貯
蔵
シ
ス
テ
ム
の
導
入
支

援
を
す
る
。
そ
の
他
、
高
騰
す
る
物
価
高

へ
の
対
応
と
し
て
、
６
年
度
補
正
に
引
き

続
き
、「
電
気
・
ガ
ス
料
金
負
担
軽
減
支

援
事
業
」（
5
、
296


億
円
）
を
措
置
。

電
源
立
地
の
円
滑
化
や
発
電
所
所
在
地

域
の
公
共
施
設
整
備
等
を
目
的
と
し
た
電

源
立
地
地
域
対
策
交
付
金
は
、
当
初
予
算

に
お
い
て
７
９
４
億
円
（
同
７
７
７
億

円
）、
水
力
発
電
施
設
周
辺
地
域
交
付
金

相
当
部
分
（
水
力
交
付
金
）
に
つ
い
て
は
、

令
和
７
年
度
と
同
額
の
53
・
５
億
円
を
確

保
し
た
。

令和８年度経済産業省関係予算の概要
〈一般会計〉� （単位：億円）

令 和 ７ 年 度
当 初 （ A ）

令 和 ８ 年 度
予 算 （ B ）

対前年増減額
（B）－（A） 増　減　率

一般会計 8,506 8,694 188 2.2%
科学技術振興費 1,143 1,141 △ 2 △0.2%
中小企業対策費 1,080 1,079 △ 1 △0.1%
その他 1,301 1,535 234 18.0%

上記合計 3,525 3,754 229 6.6%
エネルギー対策特会への繰入 4,981 4,940 △ 41 △0.8%
エネルギー需給勘定 3,392 2,708 △ 684 △20.2%
電源開発促進勘定 1,589 1,517 △ 72 △4.5%
原子力損害賠償支援勘定 － 715 715 －

〈東日本大震災復興特別会計〉�
令 和 ７ 年 度
当 初 （ A ）

令 和 ８ 年 度
予 算 （ B ）

対前年増減額
（B）－（A） 増　減　率

復興特会（経産省関連） 320 509 189 159.0%

〈エネルギー対策特別会計〉
令 和 ７ 年 度
当 初 （ A ）

令 和 ８ 年 度
予 算 （ B ）

対前年増減額
（B）－（A） 増　減　率

GX対策等 5,042 6,050 1,008 20.0%
AI・半導体 3,328 12,390 9,062 272.3%
燃料安定供給対策 2,513 2,411 △ 102 △4.1%
エネルギー需給構造高度化対策 2,429 2,009 △ 420 △17.3％
電源立地対策 1,599 1,609 10 0.6%
電源利用対策 113 104 △ 9 △8.0%
原子力損害賠償支援 430 759 329 76.5%
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【
環
境
省
予
算
の
概
要
】

環
境
省
の
令
和
８
年
度
予
算
は
、
一
般

会
計
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
、
東
日
本
大
震

災
復
興
の
両
特
別
会
計
の
総
額
で
5
、

7
1
1
億
円
（
前
年
度
5
、9
4
6
億
円
）

が
計
上
さ
れ
た
。
内
訳
に
つ
い
て
は
、
一

般
会
計
1
、
5
7
0
億
円
（
前
年
度
1
、

4
6
7
億
円
、
対
前
年
度
比
1
0
7
％
）、

エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
特
別
会
計
2
、
0
6
1

億
円
（
前
年
度
1
、
9
6
9
億
円
、
対
前

年
度
比
1
0
5
％
）、
東
日
本
大
震
災
復

興
特
別
会
計
2
、
0
8
0
億
円
（
前
年
度

2
、
5
0
9
億
円
、
対
前
年
度
比
83
％
）

と
な
っ
て
い
る
。

炭
素
中
立
（
ネ
ッ
ト
・
ゼ
ロ
）、
循
環

経
済
（
サ
ー
キ
ュ
ラ
ー
エ
コ
ノ
ミ
ー
）、

自
然
再
興
（
ネ
イ
チ
ャ
ー
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
）

等
の
環
境
政
策
を
統
合
的
に
実
施
し
、
経

済
社
会
課
題
の
同
時
解
決
を
図
る
こ
と
に

よ
り
、「
ウ
ェ
ル
ビ
ー
イ
ン
グ
／
高
い
生

活
の
質
」
の
実
現
を
目
指
す
。

特
に
、
令
和
８
年
度
に
お
い
て
は
、
環

境
政
策
を
通
じ
て
強
い
経
済
の
実
現
や
経

済
安
全
保
障
の
確
保
、
地
方
創
生
に
貢
献

す
る
と
と
も
に
、
地
域
の
自
然
資
本
の
維

持
・
回
復
・
充
実
や
地
域
脱
炭
素
の
先
行

的
な
取
組
の
全
国
展
開
に
向
け
て
取
り

組
む
。
こ
の
ほ
か
、
ク
マ
類
等
の
鳥
獣
保

護
管
理
、
外
来
生
物
対
策
、
P
F
A
S
等

の
化
学
物
質
管
理
等
に
取
り
組
む
と
と
も

に
、
東
日
本
大
震
災
・
原
発
事
故
か
ら

の
復
興
・
創
生
、
能
登
半
島
地
震
か
ら
の

創
造
的
復
興
、
今
後
の
大
規
模
災
害
に
備

え
た
体
制
整
備
に
つ
い
て
も
着
実
に
実
施

す
る
。

【
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
関
係
予
算
】

地
域
脱
炭
素
推
進
交
付
金
に
つ
い
て
は
、

2
7
0
億
円
（
前
年
度
当
初
予
算
額

3
8
5
億
円
、補
正
予
算
額
3
3
5
億
円
）

を
計
上
。
地
域
主
導
の
脱
炭
素
を
推
進
す

る
た
め
、
民
間
と
共
同
し
て
意
欲
的
に
脱

炭
素
に
取
り
組
む
地
方
公
共
団
体
等
に
対

し
、
本
交
付
金
に
よ
り
、
複
数
年
度
に
わ

た
っ
て
継
続
的
か
つ
包
括
的
に
支
援
す
る
。

ま
た
、建
築
物
等
の
Z
E
B
化
・
省
Ｃ
Ｏ
２

化
普
及
加
速
事
業
と
し
て
67
億
円
（
前
年

度
当
初
予
算
額
38
億
円
、
補
正
予
算
額
48

億
円
）
を
計
上
。
住
宅
・
建
築
物
等
の
脱

炭
素
化
の
取
組
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、

ウ
ェ
ル
ビ
ー
イ
ン
グ
／
高
い
生
活
の
質
の

実
現
や
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
（
災
害
等
に
対
す

る
強
靱
性
）
向
上
の
同
時
実
現
を
目
指
す
。

加
え
て
、
地
域
の
防
災
拠
点
や
避
難
施

設
と
な
る
公
共
施
設
の
脱
炭
素
化
・
レ
ジ

リ
エ
ン
ス
強
化
に
20
億
円
（
前
年
度
当
初

予
算
額
同
額
、
補
正
予
算
額
40
億
円
）
を

計
上
。
地
域
の
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
と
地
域
の

脱
炭
素
化
を
同
時
に
実
現
す
る
た
め
、
災

害
・
停
電
時
に
公
共
施
設
等
へ
エ
ネ
ル

ギ
ー
供
給
が
可
能
な
自
立
分
散
型
エ
ネ
ル

ギ
ー
設
備
等
の
導
入
を
支
援
す
る
。

【
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
対
策
等
関
係
予
算
】

市
町
村
が
廃
棄
物
の
３
Ｒ
（
リ
デ
ュ
ー

ス
、
リ
ユ
ー
ス
、
リ
サ
イ
ク
ル
）
を
総
合

的
に
推
進
す
る
た
め
、
一
般
廃
棄
物
処
理

施
設
の
整
備
と
し
て
5
3
7
億
円
（
前
年

度
当
初
予
算
額
5
2
6
億
円
、
補
正
予
算

額
1
、
1
9
9
億
円
）
を
計
上
し
、
市
町

村
に
よ
る
自
主
性
と
創
意
工
夫
を
活
か
し

た
広
域
的
か
つ
総
合
的
な
廃
棄
物
処
理
・

リ
サ
イ
ク
ル
施
設
の
整
備
等
を
支
援
す
る
。

ま
た
、
全
国
で
未
だ
に
約
7
8
0
万
人

い
る
生
活
排
水
未
処
理
人
口
の
早
期
解
消

に
向
け
、
合
併
処
理
浄
化
槽
の
整
備
を
加

速
化
す
る
た
め
、
循
環
型
社
会
形
成
推
進

交
付
金
（
浄
化
槽
分
）
で
86
億
円
（
前
年

度
当
初
予
算
額
同
額
、
補
正
予
算
額
５
億

円
）
が
計
上
さ
れ
た
。

〇�

東
日
本
大
震
災
・
原
発
事
故
か
ら
の
復

興
・
再
生

中
間
貯
蔵
施
設
の
整
備
等
に
9
9
1
億

円
（
前
年
度
1
、0
4
5
億
円
）
を
計
上
。

福
島
県
内
で
発
生
し
た
除
去
土
壌
等
を
県

外
で
最
終
処
分
す
る
ま
で
の
間
、
安
全
か

つ
集
中
的
に
管
理
す
る
中
間
貯
蔵
施
設
の

整
備
及
び
管
理
運
営
等
に
つ
い
て
、
地
域

の
理
解
を
得
な
が
ら
着
実
に
実
施
す
る
と

と
も
に
、
除
去
土
壌
等
の
県
外
最
終
処
分

の
実
現
に
向
け
て
、
最
終
処
分
量
を
低
減

す
る
た
め
、
復
興
再
生
土
の
利
用
（
復
興

再
生
利
用
）
等
の
取
組
を
推
進
す
る
。
こ

の
ほ
か
、
帰
還
困
難
区
域
の
復
興
・
再
生

を
推
進
す
る
た
め
、
特
定
復
興
再
生
拠
点

整
備
事
業
に
72
億
円
（
前
年
度
1
9
9
億

円
）、
特
定
帰
還
居
住
区
域
整
備
事
業
に

４
８
８
億
円
（
前
年
度
6
2
0
億
円
）
が

計
上
さ
れ
た
。

○
能
登
半
島
地
震
か
ら
の
創
造
的
復
興

能
登
半
島
地
震
・
豪
雨
等
に
お
け
る
家

屋
解
体
・
災
害
廃
棄
物
の
処
理
や
被
災
し

た
廃
棄
物
処
理
施
設
の
復
旧
を
支
援
し
、

被
災
者
の
生
活
の
早
期
再
建
や
廃
棄
物
処

理
体
制
の
早
期
回
復
を
図
る
た
め
、
令
和

７
年
度
補
正
予
算
に
お
い
て
5
6
5
億
円

が
計
上
さ
れ
た
。

説説解解

環 境 省環 境 省
エネルギー・廃棄物・エネルギー・廃棄物・
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令和８年度 環境省予算の概要

１．歳出予算

令和 ７年度
当初予算額

令和 ７年度
補正予算額

令和 ８年度

当初予算 対前年度比

一 般 政 策 経 費 等 1,467 2,072 1,570 107％

一般会計

令和 ７年度
当初予算額

令和 ７年度
補正予算額

令和 ８年度

当初予算 対前年度比

エネルギー対策特別会計 1,969 2,801 2,061 105%

う ち Ｇ Ｘ 推 進 対 策 費 419 2,185 561 134%

エネルギー対策特別会計

令和 ７年度
当初予算額

令和 ７年度
補正予算額

令和 ８年度

当初予算 対前年度比

一般会計＋エネルギー対策特別会計 3,437 4,874 3,631 106%

小　　計

令和 ７年度
当初予算額

令和 ７年度
補正予算額

令和 ８年度

当初予算 対前年度比

東日本大震災復興特別会計 2,509 2 2,080 83%

東日本大震災復興特別会計

令和 ７年度
当初予算額

令和 ７年度
補正予算額

令和 ８年度

当初予算 対前年度比

合　　　　　　計 5,946 4,875 5,711 96％

合　　計

※観光庁計上の国際観光旅客税を充当する環境省分の施策は、令和７年度 58.6 億円→令和８年度 178.1 億円。
※デジタル庁計上の政府情報システム予算は、令和７年度 36.0 億円→令和８年度 33.5 億円。
※一般政策経費等は、新庁舎移転経費等の特殊要因として令和７年度 8.8 億円→令和８年度 20.8 億円を含む。
※四捨五入等の理由により、計数が合致しない場合がある。

令和 ７年度
当初予算額

令和 ７年度
補正予算額

令和 ８年度

当初予算 対前年度比

財 政 投 融 資
（産業投資及び政府保証の合計額） 600 ― 700 117％

２．財政投融資

（単位：億円）

53　2026年（令和 8年） 2月 2日 第3347号
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【
デ
ジ
タ
ル
庁
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要
】

令
和
8
年
度
の
デ
ジ
タ
ル
庁
予
算
案

は
、
総
額
5
、
1
9
8
億
円
（
前
年
度
当

初
予
算
比
４
４
５
・
５
億
円
増
）
と
な
っ

た
。「
デ
ジ
タ
ル
社
会
の
実
現
に
向
け
た

重
点
計
画
」
に
基
づ
き
、
ガ
バ
メ
ン
ト
Ａ

Ｉ
の
構
築
や
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
利

活
用
拡
大
、
地
方
公
共
団
体
の
基
幹
業
務

シ
ス
テ
ム
の
統
一
・
標
準
化
な
ど
を
重
点

的
に
推
進
す
る
予
算
と
な
っ
て
い
る
。
主

な
施
策
は
左
記
の
と
お
り
。

①
デ
ジ
タ
ル
社
会
形
成
の
推
進 

デ
ジ
タ
ル
社
会
形
成
の
推
進
に
関
す
る

経
費
と
し
て
14
・
3
億
円
を
計
上
し
た
。 

新
た
に
「
生
成
Ａ
Ｉ
の
利
活
用
に
係
る
経

費
」
と
し
て
0
・
8
億
円
を
計
上
し
、
生

成
Ａ
Ｉ
の
モ
デ
ル
性
能
を
比
較
で
き
る
環

境
構
築
の
た
め
、
評
価
用
デ
ー
タ
セ
ッ
ト

の
整
備
・
公
開
を
行
う
。「
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

制
度
の
推
進
等
に
係
る
経
費
」
に
は
3
・

2
億
円
を
計
上
。
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド

の
利
便
性
向
上
や
利
活
用
シ
ー
ン
の
拡
大

を
更
に
推
進
す
る
と
と
も
に
、
公
金
受
取

口
座
の
登
録
促
進
等
を
図
る
。「
準
公
共
・

相
互
連
携
分
野
デ
ジ
タ
ル
化
推
進
に
係
る

経
費
」
は
3
・
2
億
円
。
各
分
野
に
お
け

る
デ
ー
タ
連
携
や
、
優
れ
た
サ
ー
ビ
ス
の

カ
タ
ロ
グ
化
等
を
通
じ
て
、
住
民
の
利
便

性
向
上
や
導
入
コ
ス
ト
の
低
廉
化
を
目
指

す
。 

ま
た
、「
デ
ジ
タ
ル
法
制
推
進
に
必

要
な
経
費
」
は
、
０
・
７
億
円
。
Ａ
Ｉ
・

デ
ジ
タ
ル
等
の
徹
底
活
用
を
阻
む
制
度
の

見
直
し
に
加
え
、
地
方
公
共
団
体
に
お
け

る
条
例
等
の
見
直
し
の
促
進
に
取
り
組

む
。そ
の
ほ
か
、サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

対
策
や
デ
ジ
タ
ル
庁
の
施
策
の
広
報
経
費

な
ど
３
・
９
億
円
を
計
上
し
た
。

②
情
報
シ
ス
テ
ム
の
整
備
・
運
用 

国
の
情
報
シ
ス
テ
ム
の
整
備
・
運
用
に

関
す
る
経
費
に
は
、
予
算
総
額
の
大
半
を

占
め
る
４
、
９９

０
・
４
億
円
（
対
前
年

度
４
１
７
・
６
億
円
増
）が
計
上
さ
れ
た
。 

共
通
基
盤
で
あ
る
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
の
利

便
性
向
上
や
オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
機
能
の
充

実
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
機
能
の
ス

マ
ー
ト
フ
ォ
ン
へ
の
搭
載
、
公
金
受
取
口

座
の
利
用
推
進
等
を
行
う
。
地
方
公
共
団

体
の
基
幹
業
務
シ
ス
テ
ム
の
統
一
・
標
準

化
や
、
ガ
バ
メ
ン
ト
ク
ラ
ウ
ド
等
の
各
府

省
庁
が
共
通
で
利
用
す
る
シ
ス
テ
ム
・

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
整
備
、
各
府
省
庁
の
政

府
情
報
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
を
推
進
す

る
。
こ
れ
ら
に
よ
り
、
重
複
投
資
を
排
除

し
、
効
率
的
で
使
い
勝
手
の
よ
い
行
政

サ
ー
ビ
ス
の
実
現
を
目
指
す
。

③
デ
ジ
タ
ル
庁
の
運
営

社
会
全
体
の
デ
ジ
タ
ル
化
を
牽
引
す
る

司
令
塔
機
能
を
強
化
す
る
た
め
、
運
営
経

費
と
し
て
1
9
3
、３
億
円
を
計
上
し
た
。

主
に
職
員
の
人
件
費
で
あ
る
が
、
専
門
的

知
見
を
有
す
る
デ
ジ
タ
ル
人
材
確
保
の
た

め
の
取
組
な
ど
を
実
施
す
る
。

説説解解

デ ジ タ ル 庁デ ジ タ ル 庁
デジタル庁関係予算・施策の概要デジタル庁関係予算・施策の概要
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　◎
町
村
週
報
ご
購
読
の
ご
案
内
◎

　「
町
村
週
報
」を
毎
号
ご
自
宅
や
職
場

に
お
届
け
い
た
し
ま
す
。
ご
購
読
を
希

望
さ
れ
る
方
は
、
は
が
き
、
Ｆ
Ａ
Ｘ
ま

た
は
Ｅ
メ
ー
ル
（kouhou@

zck.or.jp

）

に
て
、
全
国
町
村
会
広
報
部
ま
で
お
申

し
込
み
下
さ
い
。

★
年
間
購
読
料
１
、
５
０
０
円
（
送
料

込
み
）

★
請
求
書
を
送
付
い
た
し
ま
す
の
で
、

折
り
返
し
お
振
り
込
み
下
さ
い
。
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Ⅰ　令和８年度予算の概要

◆令和７年６月に閣議決定された「デジタル社会の実現に向けた重点計画」に定めるデジタル化施策を推進。
✓ガバメントAIの構築に向けた生成AIの活用環境の整備（評価用データセット整備等）と利活用の促進。
✓安全・安心で利便性の高いマイナンバーカードヘの理解の促進や、利活用シーンの拡大を推進。
✓準公共各分野のデジタル化を推進、AI・デジタル等テクノロジーの徹底活用を阻む制度の見直しの推進。
✓�各府省庁が共通で利用するシステム・ネットワークの整備、各府省庁の政府情報システムの最適化、マイナポータルの利便性
向上・利用拡大、地方公共団体の基幹業務システムの統一・標準化等を推進。

◆社会全体のデジタル化を牽引していくため、司令塔となるデジタル庁の体制を強化。

（単位：億円）

事　項
令和７年度
当初予算額

A

令和８年度
概算決定額

B

対前年度増減額
C＝B－A

デジタル庁　合計 4,752.5 5,198.0 445.5

１．デジタル社会形成の推進に関する経費 12.4 14.3 1.9

２．デジタル庁の運営に関する経費 167.3 193.3  26.0

うち人件費 130.8 156.7 25.9

３．情報システムの整備・運用に関する経費 4,572.8 4,990.4 417.6

（注）四捨五入の関係上、端数が一致しない場合がある。

＜令和８年度予算総括表＞

第3347号55　2026年（令和 8年） 2月 2日

政　策
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2026年（令和 8年） 2月 2日　56第3347号

情　報
（第三種郵便物認可） 町 村 週 報

近年、自然災害が増加し、全国各地で甚大な被害が発生しています。中でも、豪雨災害の発生
要因となっている線状降水帯は、今後も多く発生することが予想されています。
毎年多くの避難指示等が発令されますが、発令の約９割以上が災害救助法の適用にいたってい
ません。未適用となり、住民の避難のために発生した費用は、すべて自治体の財源で賄わなけ
ればなりません。その財政負担を軽減するのが「災害対策費用保険制度」です。
想定外の自然災害が増加する昨今の状況を踏まえ、住民の生命・身体の保護を図るため、ぜひ
災害対策費用保険制度をご活用ください。

ただし、災害救助法の適用を受けた災害は対象
外となります。

※�令和６年度より、災害救助法第２条第２項の
みの適用を受けた災害は一部の費用を除き補
償対象となります。

避難所の設置費用や飲料水等
の供給費用等が対象！

実際に活用している町村長からは「加入していてよかった」との声が届いています！
梅雨前線に伴う大雨により、避難指示を
発令。消防団員の出動手当や庁舎内・避
難所に配置した職員の超過勤務手当など
にかかった費用の半額が保険から支払わ
れ、財政上、助かった。保険の請求手続
きが、それほど煩雑ではないところも良
かった。

事故概要
台風 10 号の接近に伴い、大雨や暴風による人的被害
発生の可能性があるため「避難勧告」を発令した。避
難所を９箇所開設し、583 名が避難。

保険金支払
食料・飲料代、毛布のクリーニング代として約 106
万円、職員の超過勤務手当約 366 万円の合計約
472 万円の保険金が支払われた。

引受幹事保険会社
損害保険ジャパン株式会社　団体・公務開発部第三課
〒160-8338 東京都新宿区西新宿 1-26-1　
TEL 050-3808-5528 （受付時間：平日の午前９時から午後５時まで）

取扱代理店
株式会社千里
〒100-0014 東京都千代田区永田町1-11-32　全国町村会館西館内
TEL 03-5512-4750 （受付時間：平日の午前９時半から午後５時まで）

保険のおかげで早めに判断で
　　　　 　　　　　 きたことにより、地域住民へ

の避難指示の呼びかけがス
ムーズに行えた。
また、消防団の出動手当（※）

も保険対象となることから、迷わず要請できた。
※加入している町村が支出した出動手当が対象

をご活用ください

このご案内は、概要を説明したものです。詳しい内容については、取扱代理店または損保ジャパンまでお問い合わせください。

SJ25-10276（2025.11.27）

●令和７年度加入実績
加入団体数 387 団体

●令和６年度支払実績
支払件数 318 件

支払保険金 213,665,752 円

支払保険金平均 671,905 円

   詳細は　　　　　　 で検索！ ※加入の申し込み、お問い合わせは、
　お近くの都道府県町村会までご連絡ください。zck 費用保険

●台風による避難勧告等の具体事例

災害対
策に

役立っ
ていま

す！ 災害対策費用保険制度災害対策費用保険制度
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